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都市化Kとも念う自然、環境の変化

と、その変化がもたらす諸問題

まえ Jが、き

・昭和耳亙；年いらいの 37年計画の都市研究~掛h雫了、東京章子よびその周辺l't

がけ芯実態調査、文献調査をどtをよ世てv都市化の進行l'tとも念う自然環境ど

その変化がもたらす諸問題のうも、土地と水の問題を追究し払具体的在研究

対象地域として松正被京下町の低地域、山の手台勉域：よ鶴見：m普賢械をε・；＂時、
軟弱地盤地域の、地震災害、地量水害、地盤沈下、崖の宅地化走どの手l掬~とも

念う崖ぐずれ災害、高潮・大河J，，・中イザ可川水害、下町の内部河川問題、鶴見

川その他の河川の都市河川化の問題念ど、多岐l'tわたるヂーマの研究を主ふと念

宮売。研究者は土木、建築、地理の三分野tてまたがっている。

との研究は、都市を中心Kすえて考えるととを意図したものであるから、そ

れぞれの専門分野の技術的自然科学的研究というべきものでは念加。専門分野

からみれば、ある加は異端的念ものではあろう。だが、都市の自然環境の研究

と加う点では、．今後大加にその研究方法輪念らびにそれKもとづ〈実証的研究

を要請される分野であると確信してII'¥る。

との研究を展開する過程κb加て、研究者の一人中野は、東京都防災会議専

門委員として、東京の現実的左問題について研究する機会があった。との機会

は、東京を含む都市の自然環境をめぐる諸問題の研究が、きわめて困難念諸問

題をかかえているととを知るうえにbいてきわめて有益であった。事実を知る

ととさえ時κ困難であるし、知りえた事実κ対する計画理論の樹立まで立入ら

念ければ、研究は完結したとはいえ念加。現象の総合性、複合性を解〈方法論

を確立し念ければ、事実を正し〈認識するととさえでき念凶。

し：かし幸いにして、数多〈の専門分野からの個別的念研究成果を入手利用で

きたので、ある面κついてはか念りまとまった考え方を整理するととができた

と考えて阿る。またとのととを通じて、都市の自然環境の研究が、多〈の専門
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をととκするスペシ7リストの共同によってはじめて可能κなるととも判明し

た。との点は、今後の研究展開のうえできわめて重要念意味をもつものと考え

てM る。

との研究の進行とほぼ同じ期間κ、土木学会のメンバーを中心κ、社会科学、

医学、土木学、建築学念どの専門家と共同研究をするため21世紀の日本の国

土像κ関する研究は、日本列島全体の都市化がすすむ念かで、自然環境をどの

ようκ考えるべきかについて多〈のととを学ぶととができた。と〈κ、1970

年κ念ってから、 「公害」が社会問題化していら加、社会科学者や医学、工業

技術関係の研究者の考え方を学ぶととができ、本研究報告のとりをとめKつ凶

ても参考にするととができた。

との研究の進行κあたって、東京都の多〈の部局、区役所、横浜市役所、千

葉県庁関係部局念どκ直接間接κb世話κなった。記して謝辞とした加。
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第 1 章

1. 1まえがき

都市化K伴う自然環境

の変化と災害との関連

性K関する一般的考察

最近の急激念都市化の進展に伴って、都市城、と〈にその周辺の新しわ都市

化地域では中小河川洪水・内水災害・がけ〈ずれ念どの自然災害が激増して

いる。一方、既成の過密都市域の内部κb凶ても、東京ゃ大阪・名古屋の下

町低地κ例をみるようκ、工業用・建築物用の地下水の過剰揚水κ起因する

地盤沈下が進行して自然環境が悪化し、高潮・洪水・地震左どκよる災害の

脅威κさらされてV>るととろが少左〈念柄。

とうした都市κbける自然災害の頻発化・激化の傾向は、防災的配慮を欠

いた無計画左人口と施設の集積とともに、都市化陀伴う、ある加は都市にか

ける生活と生産κ伴う自然環境の人為自激変に負うととろが大き凶のである。

「公害」とV>う名でよばれる産業廃棄物左ど有害化学物質による大気と水と

土の汚染現象κつ加ても、同じよう念ととがいえる。とうした環境の汚染現

象は、都市化・工業化の進展とともに、急速に広域化・日常化し、人聞の健

康と生命に対して直接的念影響を及ぼして凶る。

都市化・工業化κ伴って生ずる諸問題は、自然災害にしろ、 「公害:_jtt:し

ろ、自然のシステムκ対する干渉の結果として起とってV>る。それは、自然

のγステムの中で複雑念フィードパックを〈りかえし念がら行念われてV>る、

さ・まざま念物質の循環への干渉Kよって生ずる。都市が立地し、工業が立地

している空間も、巨大念自然のシステムの一部分である．社会経済的所産で

ある都市と加えども、自然、のシステムとまった〈無関係では念悼のである。

自然のシステムは、人聞の環境として意識するとし念加とκかかわらず、

それ自体存在し、かっ自律的κ変化を続けて凶る。自然それ自体をシステム

的Kとらえるととは、自然のし〈みを明らかにし、都市化を含む人為κよる
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自然、の変化とその影響を明確にして加〈出発点κ念ると考えられる。人間の

環境とLて認織される自然は、実は、とうして把握される自然そのものである。

ととろで、自然そのものをγステム的κ把撮するにしても、最小限の視点

を用意するととは必要であるう。ととでは、人聞の生活・生産のよりどとろ

として重要念役割を果たして凶る「土地lと加う形で、トータルとしての自

然をとらえるととにした柄。 「土地Jは、地表を中心とした三次元的空間で

あり、水平的ひろがりとともに、大気下層部から地般表層部κ至る垂直的ひ

ろがりとをもって拘る。それは、狭義の土地｛地形・地質ー岩石・土または

岩盤・地盤・土質）、水｛：地表水ー河川・湖沼、地下水一不在水・被在水｝

大気、生物｛植物・動物）から左る有機的複合体である。とれらの諸要素の

聞には、エネルギーと物質の循環が行念われ、とれらの循環のバターンの特

性に応じて、地域的κまとまった空間的ひろがりをもっ「土地」が形成され

て加る＂ （図1参照）

との章では、 ζ うした「土地Jが、都市化κ伴ってどのようK変化し、か

っその変化が自然災害や「公害」とどのような形でつ念がるかを追求すると

とを主題とした加。そのためま子、 「土地jと凶う形でとらえられる自然環

境の都市化K伴う変化の基本的パターンを明らかにし、ついで環境の変化と

災害との関連性κついて若干の考察を試みるととにした凶。

2. 都市化に伴う自然環境の変化

2-1 都市化のとらえ方

農山村域の者fl 市化κ伴凶、また者fl市vc~ける生活・生産活動の活発化

に伴って、自然環境はどのように変わるのだろうか。と〈κ、災害の発

生κ関与する環境条件はどのようκ変化するのだろうか。 ζの問κ答え

るためκは、まず、都市化の実態を災害との関連性をふまえて明確κし

て会〈ととが必要であるう。

都市化の概念については、社会学や地理学念ど多〈の分野で多〈の定
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義が与えられて凶るが、いまだ統一的な見解をみるには至ってい~M。

ζ とでは、都市化陀よる自然環境の変化の基本的バタ~：.－を追求する前

提として、都市的土地利用と長山柑今土地刺用ある同ま農林業的土地刷用

との差異に着目し、その中から都市化の定義を導き出すととにした加。

農山村的土地利用と都市的土地利用とでは、 「土地jとのかかわtJvc 

本質的念ちが怖がある。第1κ、都市的土地利用の主体は、人工施設K

よる地表面の占居である。 ζれは、都市的土地利用の最大の特徴であb、

生物資源の生産が中心である農山村的土地利用とは、著し〈異なった土

地利用形態でるる。人工施設も、動体や田畑の裁培植物と同じようκ、

地表面をよ bどとろとして立地してV¥る。．しかし、人工施設は、樹木や

箪本念どの生物とはちがって、自然のνステムの中で行念われてV¥るエ

ネルギーや物質の循環の直接の恩恵を受け念〈ても存立し得る。

一方、農山村的土地利用では、自然のシステムを直接利用し、自然の

システム陀強〈依存して生産が行~われるのが本来の姿である。農林業

κb加でも、土地政良・品種改良・促成裁培・農業の使用念どによる自

然の改度が念されてV¥るが、自然のνステムへの依存度は依然としてき

わめて高V¥。とれに対して、都市では、住宅κしろ、工場にしろ、自然

のシステムへの依存度はきわめて低凶。最近陀主砕ける住宅や工場の立地

にあたって考慮されている自然的立地条件は、高々、土地のスペースと

地盤条件てM どである。水は水泌さえ確保できれば、パイプラインで供

ー給するととができるので、立地条件としての地位が低下しつつある。

都市vc~ける諸施設の立地条件を強〈規制して凶る因子は、 ν、うまで

もな〈、経済性・利便性念どの社会経済的条件である。 ζのととは、人

工施設を自然のシステムと断絶した形で都市械に集積さ也、施慢の建設

ぞれ自身tcょp、また施設を利用しての生活と生産の活動によ払自然

災害や「公害jを招来している最大の要因でもある。

都市的土地利用の第2の特徴は、大型な加し長大で重量の大き加施設
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ィが速担して、密集t...:it市街地ぞ住宅地域・工業地域念どを形成するとと

である。とれは、都市κi>~ける景観り著し加特徴である。また、都市的

施設の立地κあたって、平担念ヌベ『不の碕保と地耐力のある地盤を必

要とする理由でもある。都市κbける生活と生産は、さまざまな機能を

もっ施設をよりどとるとして行左われている。都市的諸施設の機能は、

人為的念物質とエネルギーの代謝K よって維持されて阿る。 ζれは、都

市的土地利用の第5の特徴であり、都市vc.$＂－ける生活も生産も、物質と ~ 

エネルギーの施設を利用した運搬・供給・処理念〈しでは存立し得念加。

焚通・情報・流通施設、電力・水・ガスの供給施設、廃棄物の処理施

設念どが、生活と生産に必要念物質とエネルギーの代謝を支える主要左

施設である。 ζれらは、連担した都市的諸施設を有機的につなぐだけで

念〈、その都市κ関連する諸地域との連繋を保ちつつ、都市全体として

の機能を維持するうえで、 E重要念役割を担ってM る。都市機能のマヒは、

とうした諸施設が自然災害念どにより、急激にかつ広域的陀破壊された

ときに生ずる。

都市的土地利用の第4の特徴は、人工施設による地表面の占居の過程

κ$＇＼／＞て、また施設を利用しての生活と生産の過程 f'Li>＇加て、自然環境

の著し加改変を伴うととである。改変の程度は、人工施設が高密度κ、

かつ広域κわたって集積して＼／＞る大都市ほど著し加傾向がある。また、

科学技術が進歩寸るほど、生活と生産が高度化するほど、改変の程度は

加速度的K大き〈念る。農山村地域κ$＂－＼／＞ても、森林経営ゃ耕作・放牧

念どのためκ、自然環境は多少とも人為的κ改変されて＼／＞る。しかし、

改変の程度は、者ll市域ほど著し〈はな加。

上述の都市的土地利用の特徴からみるかぎり、都市とは、 「さまざま

念機能をもっ人工施設が高密度K集積している地域であり、 3がつ自然猿

境が著し〈改変されて凶る地域である」と加うととができる。しかし、

との定義は都市で生活し、生産、消費する人聞の入れ物として、加わば
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景観的κ都市を定義したKすぎ念V>。住宅Kしろ、生産施設κしろ、

輸送施設にしろ、多〈の都市的施設の中身は人間である。人聞を中心に

i>'-V>てうえの定義を加怖かえると、都市とは、 「人口が集中し、その日

常的念行動のはげし加地域であるJと加うととができる。とのととは、

個々の人聞のレベルあるV>は人間集団のレベルで自然災害ゃ「公害」の

被害を考えるとき、十分κ考慮され念ければ左ら念凶ととである。

一方、都市化は、 同h表面の施設陀よる占居とそれに伴う自然環境の

改変の過程である」とV>うζとができる。それは、地表面の施設κよる

占居を中心とした生活・生産空間の拡大と高犠化とκほか左らま凶・そ

れはまた、 「土地jの建設工学技術κよる改変一一技術化と施設化の過

程でもある。とうした都市化のとらえ方は、人為による自然環境の変化

を体系的κ把握するための足がかりを与えると考えられる。との考え方

は、農山村地域l'L.$＇ける農林工学技術自激変ゃ、山岳地域に主砕ける交通

施設や観光・リクレーシ司ン施設の建設に伴う自然環境の変化につ凶て

検討を加えるときの基礎にも念る。

2-2 環境変化の基本的バターン

「土地Jの技術化・施設化による改変は、さまざま念様式と強度で行

念われてM る。その程度は、開発の規模や施設の用途・機能、個々の施

設が必要とする空聞の大きさ念どKよっても異左るし、起伏・傾斜念ど

地表面の形態的差異や開発が行念われる直前の地衰の被覆状況｛とぐに

植生）衣ど、 「土地Jl'L.固有の性状によっても異念る。し；かし、農村山

村的土地利用から都市的土地利用への移行κ伴う基本的な改変の行為と

して、つぎのととを指摘できる。それは、建設工学技術Kよる自然の地

形と土の、掘削・切土・盛土・埋立て念どによる改変であり、地表をb

bラ森林・草地念どの自然植生、田畑の裁培植物の人工施設への置換で

ある。とれらは、都市化κよる環境の基本的念改変行為として、どのよ

う念ケースκも適用できる。また、とうした改変の結果の多〈は可視的
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であり、景観の変化として明瞭κとらえるととができる。
しかし、都市化によって変わるのは、景観だけでは念柄。景観が変わ

ったととは、一般に、その地域の自然のγステムを構成してV>る多〈の

要素と、各要素聞の相互作用を基調として行念われて加るエネルギーや

物質の循環過程κも変化のあるととを意味する。たとえば、丘駿地域κ

会ける自然、植生の伐採、掘削・切土・盛土・埋立てに主る地表形態¢改

変により、また地表の施設による被覆κより、降雨一流出システムを中

心κ水文学的循環κ変化が生ずる。しかも、その変化はそれ自身の変化

にとどまらず、とれを媒体として行念われている、侵蝕ー運搬ー堆積と

凶った地学的物質の循環過程をも変化せしめる。

大型の土工機械κよる地衰の改変の速さは、自然の営カκよる変化κ

比較して著し〈速V>。また、とうした建設工学技術κよる地衰の改変は、

流水の営力による侵蝕一選鍛ー堆積といった地衰の平坦化の方向とは、

著し（$＇もむきを異 κして加る。技術による地衰の改変は、明らかに、

地学的物質の循環K対寸る干渉であり、その遮断でもある。とうした

干渉や遮断は、前述のように、降雨一流出を中心とした流域の水文学的

循環にも及び、植生の除去左どとあ凶まって、、斜面や地盤の不安定化

を招〈。

水ゃ大気の循環κ変化をもたらすのは、自然の地形と土の変化だけで

は念加占植生や裁培植物K代って新たに地表を占居寸るようκ念ったさ

まざま f.c施設もまた、水文学的循環κとどまらず、地表付近κ辛子ける大

気の運動κも影響を及ぼす。超高層ピルの建設に伴う地上風系の乱れは、

とうした典製例のひとつであるの

うえに指摘した現象の変化は、 「土地J空間が技術化・施設化される

ととによって生ずるものである。いわば mもの”がそとにある、と加う

ととによって生ずる変化である。しかし、都市化によって変わるのは、

改変され、施設によって占居される空間だけでは念加。ある循環系のー

1 -6 



‘． 

． 

部で生寸aる環境変化の影響は、大気と水の運動それ自身により、また大

気と水の循環を媒体とする物質の移動によって、広〈その系の全域κわ

たってあらわれる傾向がある。超高層ピルの周辺陀ゐける地上風系の乱

れや、上流地域κbける開発が下流地域へ及ぼす影響念どが、そうした

代表的左例である。後者の場合、上流地撲の開発κよって生寸aる流出機

構の変化ゃ、地学的物質の循環への干渉は、はるか下流の地域κ対し

でも、土砂の流出とそれに伴う河床の変動、洪水波の伝播速度の変化念

どの形で影響を及ぼして¥I'¥る。

循環系の金領域Kわたる急激念環境の変化は、都市κbける施設を剰

用しての生活と生産の過程で生ずる。とうした濃境の変化は、大気と水

の汚染現象κ典型的κみられる。地盤沈下とそれに基因寸る環境の変化

は、工業用、建築用地下水ゃ水溶性天然ガスの過剰腸水と¥I'¥う地下水の

循環への干渉陀よって起とる。湯水による対立圧低下→土層の圧密収静→

地盤高低下は、地盤構造と地下水の賦存状態の地域性κ対応して、広域

κわたって継続的κ進行する。

以上のように、都市化κ伴う自然環境の変化は、単κ「土地Jの技術

化、施設化の段階で一時的κあらわれるだけで念〈長期にわたって継続

的κ進行するのである。し：かも、その変化は、直接手の加えられた環境

要素から他の要素へと、自然のシステムを構成して¥I'¥る多種多様念要素

κ対して速鎖的κ波及して凶〈。と同時κ、変化の影響は広域にわたっ

て波及する。とのととは、自然のシステムがシームレス念有機的複合体

であるととを端的K物語って加る。

都市化に伴って改変された「土地jと空間を占める施設はともκ、自

然のシステムの新らた念構成員として、既存の環境要素とその連鎖系を

変化させつつ、新し¥I'¥システムをつ〈るものとして把揮されるべきであ

るう。とうした観点から、都市化κ伴う自然環境の全領域にわたる変化

の釜本的パターンκつ凶て、図 1- 1 re示すように整理して示すととが
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できる。との図では、自然災害とのつながりκ重点を辛子加て、自然のシ

ステムの変化を降雨一流出、地盤一地下水、地盤ー振動、土砂ー水、下

層大気一地表形態の5つのサブシステムの変化としてとらえである。と

うしたとらえ方は、都市化によって改変される対象と改変のプロセスを

明確にするうえでも妥当であろう。

3. 自然環境の変化と災害との関連性

3 -1. 都市化と災害との関連性のとらえ方

都市化と災害、と〈κ自然災害との関係は、 2つの側面からとりあげ

るととができる。そのひとつは、自然災害の危険地域への、潜在的被害

主体える人間と施設の接近と集積とV>う視点からのアプローチである。

最近の急激念都市化κより、従来は洪水や地震災害・崩壊・地すべり念

どの危険地域として、接近が保留されて凶た地域の宅地化などによる開

発がす寸められて凶る現象は、日本の多〈の者fl市の周辺部でみられる。

新しい都市化地域で自然災害が頻発して凶る原因の一端が、とうした災

害危険地域への被害主体の集積K求められるととは確かである。

しかし念がら、 ζうしたアプローチからだけでは、都市化と自然災害

との関連性を十分κ説明しつ〈すととはでき念加。そζで、別のアプロ

ーチが必要となる。それは、都市化K伴う、ある凶は都市l'C$－ける生活

と生産κ伴う自然環境の変化κより、その地域が内在する災害のポテン

シァJレがどのように変化するかを明らかκしつつ、都市化と自然災害と

の関連性を追求する立場からのものである。ととでは、とうした立場か

ら、前述した者fl市化κ伴う自然環境の変化の基本的パターンの自然災害

へのつ念がり陀つ加て、若干の考察を加えて辛子きた凶。

3-2 自然環境の変化κよる災害ポテYシァルの変化とその顕在化

都市化κ伴う自然環境の変化と災害、と＜ l'C自然災害との因果関係κ

つ凶ては、まだ未知。部分が多V>。と〈氏、両者の関孫を量的κ説明し
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うるデータはきわめて少念柄。しかし、前述した都市化κ伴う自然環境の

変化のプロセスの、自然災害へのつ念がりについては、ある程度まで明ら

かκするととが可能である。また、自然のシステムの連鎖的変化を足がか

りとして、近凶将来、顕在化するであるう災害κつV>て演輝的K知るとと

も可能である。

都市化κ伴う自然環境の金領域Kわたる変化が、直接間接にかかわbを

もっと考えられる災害の種類と、それらの発生機構のあらましを、図1-1 

K示してb加え。図の左側κアウトプットされるのが「公害」とV>う名で

よばれる環境汚染であり、右側κアウトプットされるのが自然災害である。

ととで自然災害とは、豪雨・暴風・高潮・洪水・破壊的地震念どの破嬢力

の大き加異常念自然現象が直接の加害要因と念って発生する災害を加う。

ただし、都市化K伴う自然環境の変化が関与して生ずる災害を対象とする

から、災害のメカエズムの中で人為的要因が占める役割は大きV>と加わ怠

ければ念ら念V>。

産業廃棄物念どによる環境汚染の現象と、それκよる人聞の人体κ対す

る倖害は、日常的レベルで顕在化しつつ進行する。それは加わば、環境の

日常的な破線現象である。とれκ対して、自然災害は、長加間隔を$－V>て

生起する異常念自然現象によって生子るから、非日常的レベルでの環境の

破捜現象である。したがって、環境の変化と自然災害との関係は、異常念

自然現象の発現陀よって災害が発生してはじめて罷職されるのが常である。

それは、図1-1κ示すようκ、自然災害の発生陀関与する環境条件の

変化の多〈カ場事可視的であるととκもよる。たとえば、地盤沈下の進行に

伴う環境条件の変化の多ぐは非可視的であり、地盤高の低下も精密念水単

測量の〈りかえしによら念ければ把鍾できな加。したがって、地盤沈下の

進行によって環境条件が連鎖的、継続的陀悪化して加えとしても、異常念

自然現象の地域へのインプヅトによる災害を対象とするかぎり、その災害

との関連性は、遅延的・断続的κし；か認識され念加。
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しかし念がら、問題とすべきは、異常念自然現象の発現κ先立って、自

然環境の改変により増大され、蓄積される災害のポテンシァルである。あ

る地域の空間を占める「土地」は、それぞれの自然院解性K応じた災害ポ

テンシァルを内在してMる。それは、豪雨で〈ずれやす刷、洪水を受けや

す加、地震波動を増幅しやす加、脱水κよる圧密収縮を起としやす刷、念

どその「土地Jvc固有の属性によって決められているものである。

問題左のは、自然、のシステムの中で自律的κ形成されてきた災害ポテン

シァルが、ある~は災害の潜在的唯険度が、都市化κ伴う自然環境の変化

Kよって、どのようκ増大し、かつ顕在化して災害をもたらすかである。

崩嬢・地すべりや洪水の常習地帯、軟弱地盤の地域念ど、その地域の自然

的特性からみて、もともと災害ポテンγァルの大き加地域への、防災対策

を欠凶た都市の拡大は、被害主体の接近と集積という観点からみても、明

らかK、災害の潜在的危険度を増大させる。

しかし、もっと重要念のは、とうした地域の都市化κ伴う自然環境の変

化κよってひき起とされる、潜在的危険度のより加っそうの増大であり、

その顕在化である。人間と施設とは、災害の潜在的被害主体として、災害

の発生機構の中κ位置づけられるだけでは念加。それらは、 「土地Jの技

術化・施設化κ伴う環境条件の連鎖的変化のプロセスを過して、災害の素

因として、ときには加害要因としての役割を担Mつつ、災害のボテンシァ

ルを高めるのである。

図1-1κ示す5つの自然のサブシステムは、技術化・施設化された「

土地jと、潜在的被害主体たる施設群と人間集団とを包含して、図の右半

部κ示すようなプロセスを経て自然災害の顕在化Kつ念がるものと考えら

れる。たとえば、都市化と中小河川災害・内水災害の関連性Kつ凶ては、

次のようなプロセスが考えられる。

都市化による降雨一流出システムκ関係する環境条件の変化は、不浸透

域の増大、表面粗度と潜水域の滅小左どの形であらわれる。
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その結果、流域κ集中豪雨があると、流出率の増大・洪水流下速度の増加

．ピーク流量の矯大左どのため、流域内低地κ会ける水警の危険度が高ま

b、それはしばしば顕在化するように在る。

都市化・工業化κ伴う自然環境の変化がもたらす諸問題のうち、地盤沈

下ほど自然のシステムの多〈の領域κわたって連鎖的かつ継続的念変化を

与え、しかも多種多様念「公害」・自然災害をもたらすものは念凶であろ

う。 ζの問題κつ加ては、第2章で詳しぐ述べられて凶るから、とこでは

従来の知見を整理して、地盤沈下の「公害」・自然災害へのつながりをフ

ローダイアグラムの形で提示するにとどめた加。

図1-2は、図 1-1κ示した地盤一地下水システムの変化のプロセス

とその災害へのつ念がりを、東京下町低地の場合を例κとって詳し〈示し

たものである。との図のねら加は、地盤沈下による環境条件の変化のプロ

セスとその地震災害や高潮・河川洪水・内水氾涯による水害の発生κ対す

る役割を明確陀示すととκある。と同時κ、防災対策はフローダイアグラ

ムの凶〈つかのフ・ロセスで考えるととができるが、地盤沈下の完全防止が

低地防災の要であるととを示している。

4.むすび

との宣告では、都市化を土地利用の変化κ伴う「土地Jの技術化・施設化κ

よる改変としてとらえ、それによる自然のシステムの変化の災害へのつ念が

りKつ＼／＼て、自然災害の場合を中心舵若干の考察を行なった。しかし、まだ

不十分念とζとうが多＼／＼o と〈κ、自然のシステムの変化のプロセスの詳細念

分析と、その災害との関係κ関する量的念検討は、今後K残された大き念課

題である。また、自然災害と環境汚染とは、るる面で共通の側面をもら、か

つ相互に関連する現象もあると考えられるが、との点κつ凶ての検討も行念

加得念かった。とれκついても稿を改めて論及した凶。

ζの研究Kあたっては、中野尊正、貝塚爽平、渡辺良雄、前島郁雄から有
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益念意見を得、また松田磐余、田村俊和の協力を得た、ととκ謝意を表する。
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図 1-1 都市化K伴う自然のシステムの変化とその災害へのつ念が!I（試駒 〈門村19 7 0) 
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都市化K伴う環境の変化 －~ 

ー（災害ポテンγ7ルの増大化） ーーー一一一ーーー争 。預針。

但3 1）都市化tc:伴う自然環境の変化の基本的パターンとその自然災害、「公害」へのつ念がbのプロセスのるらましを一般化して示す。
2）地盤ー振動システム念ど5つの自然のサフ・システムは、いずれも人工化・施設化された土地と施設とを重要念構成員としている0

. 3）地盤ー振動、土砂ー水システムの変化念らびK、環境汚染と自然災害との関連性Kついては、今後の研究Kまっととろが多い。
4）災害の地域性Kついては、開発の規模・強度・様式、改変の対象と念る「土地」の特性などを考慮したフロータ・イアグラムを作成して検討されるべきである。
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一（門柑 19 7 0）一東京下町低地の場合臨海軟弱地盤地域Kよける地盤沈下に伴う環境変化と災害との関連性図 1-2

害災然自地盤沈下の役割
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縮

2）地域Kより災害ボテンシ 7ルの大きさ、地盤沈下の速さとその役割が異念るから、地盤武下の災害ベの貢献度にも地域差がある。
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第2章 地盤沈下の地蟻性と海面下の土地の拡大ならびに

それに関連する若干の問題

1. まえがき

地盤沈下の店長国の大部分を、地下から地下水あるいは水溶性天然ガスの

汲上げK帰するととは、今日では否定でき念いほど明白衣 ζとである。地

下水の用途が工業用、農業用、都市上水道用、ピル左ど建物用、高業用、

学校・猿蕗用念どKわかれるほ語、水溶性天然ガスをふぐむ鉱業関係の地

下水・鉱産資源の採掘にとも左う沈下と多岐Kわたり、との結果、原因を

工業用水の滋上げとい歩とkk反論する関係者もある。

しかしまがら、今日では地下水の用途JJIJtc、地盤沈下量e:>~かK しめる

割合を概算するととは可能であれたY機械的K原因を左らべえて、それ

らの地盤沈下への関分の順位を鮒見するととは非科学的といわねば念ら念

い。糾砕K水文学的、水文地質物収は、鮮しい錫水実態とそれにとも念

う地下水位の変化、収縮しやすい地層の圧密沈下が地層別K解析される必

要があるが、とのためKは揚水実態の正確左資料を入手するための多数c

観測j井が必要である。しかし老がら、各井戸での湯水の実態は不明のもの

が多ぐ、ナでに過去の実態は復元不可能であるし、観測跡の数は限定され

ている。純粋K自然科今舗9tc満足できる解析は不可能といわざるをえ老い。

一方、地盤沈下それ自体は、直接Kは施設の被壌をbとし、海面下の土

地を拡大し、水害や地農水警の倉鹸性を増大してhる。場所Kよっては、

地盤沈下と合せて地下水の塩水化を惹きゐとして：j=d;I、ある場所では地盤

沈下はみ老いものの地下水の埠水化を進行させ、限Kみえない「公害」を

進行させている。

とうした点から、地錐沈下防止のため、行脚令規制がbと念われている

刃、未規制。地域もある。また、地盤沈下の進行に気づかないでいる地域
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もあって、地盛沈下対策の因縁さをみせている。そζでζの章では、地盤

沈下の地域性を中心κ、地下水汲上げの実態のある側面とそれK関連する

諸問題κついてのべてbきたい。

2. 地下水利用に関連する問題点

2-1 水溶性天然ガスの採取とそれK関連する若干の問題

東京低地峨l'C:J;.＇いて、主として水溶性天然ガスの採取による地盤沈下が

進行している地域は、その南東隅をしめる船橋付近Kみるととができる。

図2-1、はとの地域l'L:J;.＇ける地盤沈下の進行を示しであり、表 2-1は

との対峨l'C:J;.＇ける水溶性天然ガス採取の会社の一覧である。海岸よりの低

地帯vc7井、下絵：台地側vc1 4井あり、台地誠では団地用水の湯水量はき

わめて小さし急激な地盤沈下のほとんどすべてを水溶性天然ガスの採取

Kよって説明ができる。

低地域に沿いては、工業用水、ピル左ど建築物用水まどが含まれている

ぬそれらの用途.}JI腸水量は表2-2VL示すとb りである。との衰をみる

限り、低地棋に沿いても水溶性天然ガスが他を抜いてb b、工業化の進展

と考え合せ、工業用水としての地下水の規制が必要左ととを指摘できる。

表2-3は用途)JI腸水深度を示す。水溶性天然ガスと工業用水左どとの

蹄亡明確な差異がみられ、深層であっても地表の地盤沈下としてあらわれ

るととK注目すべきであろう。

表2-4はとの地域の棚l併 K辛子ける層別附噛を示ナ。との結果は決

定的K、深層からの取水、水溶性天然ガスの採取をとめ老い限り、地表の

地盤沈下が進行し、その速度が現状と同程度であっても、か念り早い時期

κ、東京低地南東隅をしめる葛南地械の広い範囲K海抜0メートル以下の

海面下の土地いわゆる 0メートル地帯を拡大していぐととを示している。

そζで表2-5vc、との地域の主要水準点の真高、変動量、 0メートル

K達した、あるいは逮ナるであろう年月を示す。年聞の変動速度は均ーと
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仮定L,.. また将来沈下量は最もあたらしい一年間の速度と同ーと仮定する。

したがって、治岸埋立地K工場が進出し、地下水を揚水すると治、ガス井

で規制が会ζ念われると、変動量がかわ b、0メートルK逮ナるであるう

年月Kも遅速がみられるようKまるととは勿論である。

かつて、東京低地域の海面下C土地の拡大について、 1 9 6 5年までの

5年聞の平均地盤沈下速度のY働程度の速度を想定して、 19 7 0年、 1 

9 7 5年の状況を予測したととがある。との研究の基礎と在ったのは19 

6 0年の国土地理院の演｜直結果と、それ以前の 19 5 8年K中野が国土地

理院の一万分一地形図修正測量時の演｜嘩成果と現地調査Kよって求めた0

メートル等高線図である。後述するが、その当時の予減と 19 7 0年の実

態を比較すると、事南地域の大半Kついていえるととは、予測よりも地盛

沈下の進行が速し海面下の土地の拡大もはやかったととである。とぐK

船橋市の市街地付近のそれは異常K速しすでに 19 7 0年K樹高下の土

地が市街地の大半K形成されている。とのととの大半が上記のようκ水溶

性天然ガスの採取t(j,＇うとすれば、最近の常習的浸水、高潮による浸水の

すべての、ある＂¥At.I:大部分の原因を天然ガス採取による地盤沈下の急性的

進行K求め念ければ念ら老い。

最近、東京通産局は業者の自主規制を求めた。 1 9 7 0年2月1日から

6カ月聞の主要地点VC$－ける地盤沈下量は表2-6のと会りである。また、

自主規制の内容は表2-7のとおbで、その効果を発揮したとしても、 1

9 7 1年2月までの 1年聞の地盤沈下量は約3ocmvc達し、かつて新潟付

近tL:!>'IAてみられた水溶性天然ガスの採取による急性的左端盛沈下の再現

といわねば念ら左い。水溶性天然ガスの採取規制の法的狼拠が念いため、

新潟V(j,＇けると同様、表 2-8vc示ナ新潟の例K~らった禁止勧告を早急

κ実施すべきでるろう。防潮提の完備してい左い葛南地域は、内水排除施

設も不備であれ 19 7. 1年夏・秋の台風シーズンK高潮災害をうけると

ともありうる。また後述。ょうK、地農水害の危険性も高まっているとい
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いえよう。

水溶性天然ガスの採取Kよる影響地績の大きさは、毎年実施される水準

測量結果でみる限り、図2-2の通り半縦約2Kmで、通商地械の原木南、

行穂、浦安Kは及んでい乏い。行徳地区、浦安地区の年10 0簡をとえる

地蝉説下κついては別の解釈が必要である。との点Kついては後κのべる

。

2-2 地下水の湯水規制措誠re .；；.~ける問題点

地下水の童話水規制が実施されている地域としては、東京や大阪が知られ

ている。 ζζでは東京の例Kついて問題点をのべてbきたh。

図2-3は、東京l'C$＇ける地下水乱とげの規制地区と湯水規制深度を示

ナ。また、隣接の埼玉県、千葉県の例を合せ示してある。図をみてナ〈・わ

かるようK、地域Kよって規制の程度K差がある。とのようま規制Kは科

朝令根拠があるのだろうお図 2-4は、東京都の東西方向の断面K、主

左帯水層と湯水量をプロットとl.Jモものである。図 2-31'C示ナ湯水規制深

度と規制地域とを合せ表現し、地下水刺用の実態を断面でとらえて示しで

ある。きわめて明らか左ょう κ、揚水規制深度より下κ、湯水可能~深度

K湯水層があるととを示している。いわば”しb抜げ’ c状態Kあるとと

を示している。

ととるで、東京κbける地盤沈下の年次変化を、年10 0蜘＆ほのとと

るを地盤沈下の中心地域として示すと、図2-5のとbbである。過去に

沿いて、地轟沈下の中心主臓は荒Jll放水路の西側jから、束事』よび北へのび

、さらK最近では東南部の浴岸ぞいκ千葉県下のそれと連合してい〈勢い

Kある。また北側では、城北地域に辛子いて西Kのび、その北側の埼玉県下

のそれとはb互K組立の存在と念っている。

ζのパターンは湯水規制区域のパターンとt却必らずしも合致し左い。

また、湯水規制区域の設定が、その他の条件ーたとえば工業用専用水道

、工場分布とそれらの設置年代念どーをうけて訟と念われているらしい
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ととを示してhる。揚水規制区誠はいわば行政的措置κ主ヲ噂睡<Vt唱命ると

みるとを沙吋きゐ rとうした行政的措置に、揚水規制地域tr~ける地盤沈下の

問題点の一つ沙容するととを指摘して晶、きたい。揚水規制は地域と揚水深

度、ストレーナーの直径によってお‘と老われているから、規鎖腸水深度以

深から、より大きな直径のストレーナーによって、継続的κ揚水するとと

は可能である。湯水量の規制は~\I) し、湯水量を公表する義務もない。ま

た、室長水量酎量メーターの設置も、 1 9 7 0年 12月までは完全Kは義務

づけられてい念かった。

湯水部、揚水量Kついての一例を表2-9tc示ナ。図2-3・4・5と

合せて続むと、地盛沈下は当分は継続するものといむねば念ら念h。進行

し、期大し、地誠的にも拡大する地盤沈下は 0メートル地帯の鉱大、高潮

防潮堤の継持天端高の不足、事足体の破損など、低地帯の水害の様想を大き

〈左右する変化を招来している。とぐにいわゆる江東三角地帯では、かさ

あげを＜ Qかえしてきた内部柄rrrnの護岸は脆弱でるり、地農水害の危険性

が高い。東京都の鵠査によれば、地蝶K対する脆弱さは表2-10のとb

bであり、破堤時t'C:i.＇ける水設の想定時間（単位は分）と水没範囲は図 2

-6のとbりである。

とのようKみて〈ると、都市域κ主砕ける地盤沈下対策は、地下水の利用

を厳重K規制し、地盤沈下にとも左う副次的災害の発生を可能~限りぐい

とめるもので念ければまら念いであるう。地下水の利用は、とうした地域

K無関係の地域κついて考えるべきであろう。地下水剰用のきびしい規制

は企業Kとって賛同され念いであろう刃人すでに企業優先K考える地域の

状態では念いととを知るべきであるう。

とのよう念問題の指摘K対して、ピル用水や学校、夢読などの用水、住

宅用水なども問題であると反論されがちである。しかし表2-1 1 K示す

とbb、東京の例では工業用水の湯水規制が先決である。大阪付近の例K

ぐらべて圏般会問題の多いととはたしかである効えついで工業用専用水道
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の確保;!i:;ど関連の問題の解決をはかるべきでるるう。

また、行徳付近の年10 0さリをとえる地盤沈下地域Kは、特定の湯水．

3京は;!i:;いから、湯水Kよる地盤沈下をひきbとしている企業を特定化しK

〈いでは念いかという反論もあろう。刻蛾内K左〈ても湯水による地盤沈

下の影響聞は、地紙的にも立体的Kもある大きさをもっているから、地域

側Kその原因のー音~を求めるととも κ、下層での錫水K よる地下谷の前野

谷をうずめる上層での脱水収縮といョた収縮のメカーズムKよって説明で

き、地下水の揚水は無関係であるとはいいきれ念い。むしろ、施磁沈下の

メカ＝ズムの一端を示すものとして、地下水汲上げの影響の一つのあらわ

れとみるべきであろう。念b、ζの地域の大きな沈下K対して、船橋付近

の水溶性天然ガスの波上げの影事は、影脅幽の大きさと両地域の距離をみ

ぐらべる阪b、直接的では老いと判断してよいであろう。

ζの例Kみるよう在、錫水地域と地盤沈下地誠のズレの例は、蝋t地区

κもみるととができる。常盤本組ぞいの湯水地域κ対して、その北側の地

鋭左下地域は、とぐにその初期t'C~いて明瞭であった民今では地盤沈下

地誠内でも湯水：監がふえているとと、表2-121'C示ナとお・りである。

とうした例をみる限り、湯水規制は広域Kかつ量的K実施されねば念ら

左いといえよう。と（t'C、地下水水理を考慮した鋭制が必妻だといえよう

。

2-3 地下水の湯水規制の行まわれてい:1:IA地械にゐける問題点

現行の法律では、条令Kよって規制が辛子と左えるようK在っている語、

代替水の問題、コストの問題左どから、条令による繍Uはど〈一部め輔

K限られているのが現状である。 ζのため、農業用水の汲上げが主要原因

とみられる佐賀県白石平野の例、ピル用水の汲上げによると ζる刃吠きい

とみられる高知市周辺の例左ど、湯水鋭制がbζなわれてい老い地域での

地下水利用Kとも念う問題が各地K発生している。また、地下水の利用K

とも左う地下水の塩水化については、各地に事例が知られている設えとの
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問題Kついては何等の行政的措置はとられてい老い。地下水の塩水化Kつ

いては後述する ζとκして、 ζとでは高知市付近の例をとョて、 ζうした

地域l'L$－ける問題点の概略を指摘し、東京付近t'C:l>＇ける未規制地峡 l'L:1;付

る問題として考える基礎としたい。ま志、高知市の例の詳細Kついては後

述しである。

高知市付近κ海面下の土地が約8Krrf存在する ζとについてはかつて筆

者扱1報告したとbりである。との概数は 30 0 0分1都市計厨図（昭和5

5年測量） κついて求めたものである。 19 7 0年8月下旬ζの地方をb

そった台風10号Kよって、高知市の 0メートル地帯は高潮Kのまれ、表

2-131'Lみるよう念被害を発生した。そとで 25 0 0分 1都市町箇図｛

昭和44年測図ーー空中写真測量） reついて、高知市付近の海面下の土地

の面積と両国の標高点を手がかbとする 10年閣の地盤高の変化を鵠べた

。苛誠外Kついては 2.5万分1地形図（昭和40年演i凪）を重量考としたが

、0メートル以下の面積は約 10 Ku/、マイナス 1メートル以下の部分も

、 0.2Kn/程度形成されているととが判明した。地盤高の低下、両国の測

量精度、とぐκ標高点の測量の精度K差があるから、そのま h地盤沈下と

よぶのは問題はあろう）は大きいととるでは 1メートル与し上もさがョてい

る。精度差を考慮してもすぐ左〈とも 60～8 0センチメートルは地盤沈

下していると判断できる。

ととるで、との地域は図・2-71'L示すようκ、 19 4 5年の南海大輝災

の時κ、 12 0センチメートルも地盤が沈降し、海水の漫入をうけている

。そのど、地盤は隆起＇－＂表 2-141'L示すように、高知市内の低地割iの

水準点標高も、わずかK隆起を示してhる。とのととから、地盤は隆起し

つつあり、よもや海面下の土地の面積が拡がれより低〈念っている念ど

とは一般κは考えられてい左かった。日本の工業開発が地域分散を標傍し

ながら急速κ展開していった昭和35年とろから、との地紙Kも港湾の塩

立て、企業跨款の政策がとられたが、進出した企業はすぐ念仏かえって
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戦災都市復興から、急速K市街地整備の方向を進み、ピルが中心部をしめ

て立地するようになった。

との地誠の上水道源は地下水であり、ピル~どの用水源も地下水であっ

たから、地下水の急激左利用婚もとのζろからすすんだとみてよい。 ζの

ため、図2-8VC示ナょうK、地下水の塩水化がすすみ、地下水利用上の

大き ~Fi塘K恋ってきた。ピル群や上水道の水源は、レキ質の地層3から採

水しているものの刷、ピルや学校・病肱工場などでは、細砂質、シル

ト質、粕土質の級胞の地層の厚い地域でも採水じているものが多い。

地盤沈下を予想していなかったため、詳しいぐりかえし水準測量のデー

タは老い。地下水のみKたよった水利用でありながら、その帰結としての

自然の変化κついては、塩水化のみκ毘心がはらわれていたKすぎない。

地盤沈下対策は何等bとなわれないま入海抜マイナス 1メートル以下の

却期tをうみだしている。地下水の刺用がすすめば、地盤沈下あるいは地下

水の温水化、あるいはその両者が発生するものと考えるべきである。

ζの高知市の例のようK、日本の地方都市や大都市周辺の地域では、地

下水利用κ依存ナるものが多い。それらの立地主臓では、大左b小左り地

盆批下が問題K~ りうるであろうから、早h時期K絞点倹が必要であるう

。と ＜vc、東京K近〈軟弱層から湯水している埼玉県東南部の地域は、周

辺での工業化もすナんでいるので、とぐκ監視が必要である。

高知市の場合κは、用水源対策とともK、当分はつづ〈であるう地盤沈

下を見込んだ高潮坊潮堤の建設、下水道整備、地下水剰用の規制といった

一連の施策が必凄であり、その基礎として、水準測量の繰返しが必要であ

る。

2-4 地下水の塩水化

地下水の利用κとも念う地下水圧の低下、海水の浸入、地下水の塩水化

という一連の変化は、日本の各地K知られている。東京大阪、名古屋な

どの地盤沈下却損はもとより、軍歌山、徳島はじめ中都市の工業地誠では
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、大左り小,zb塩水化現象が知られてhる。静岡県出子ノ浦港周辺も、 ” 

姿念き公害”としての塩水化が急激K進行したととろであb、その概要を

かつて報告したととがある。 ζとではあたらしい資料を加え、研究協力者

矢同値晴の報告を収録してゐきたい。

との港湾は工業整備計画Kのっとって、静岡県が地域開発のー拠点とし

て建設Kのりだしたものであるが、原港後も連続的に、製紙＃臓のもたら

すリグ＝ンの権樹仁左やまされてきた港湾である。

昭和35年に因子ノ浦港周辺で発見された地下水塩水化現象は、その後ま

すます激化仏内陸へおはして用水型工場群K脅威を与えている。塩水化

棋は、国子タ浦港を中心として半円状に拡大し、 44 年春には港口音~より~

－よそ31m内陸にまでbーよんだが、 45 年Kはか~ bの縮小がみられた。

1 ) 各帯水層におりる塩水化

ζの地献の宇野水層は4屠K大.81.i'するととができる。第1層は富士川周状

地bよび浮島ク原を形成する砂・粘土・砂傑寄与の互層から念b、浮島地区

では下部K化石海水を含む。第2層は熔岩層で、$＇$＇むね和幽 ）IIの西側K

存在する。吉原市街地のあたりでは5枚K分れてbり各層間Kは数mcz:>厚

さの火山砂療をはさんでいる治、田子ノ浦港のあたりでは 1枚のみが存在す

る。との層はとの地域の最良の帯水層であb揚水が集中していた。上司回

融密であるが下部は抗麟や亀裂が多〈、地下水は透水性の劣る下位の第5

層の表面の起伏K流動を規定されて、地下川のようt'C:?'tって流動している

。第3層は和田川以西では第2層の下位K、以東では第1層の下K直接存

在する。火山砂~よび火山砂暢より 1tb第2層についで透水性が良ぐ揚水

»~盛んである。との層の下位。第4 層は園結状の火山砂棟層で透水性は悪

レ、。

各帯水層tc：：.＇ける温水化の状況とその時間的左変化を明らかにするため

に4本c断面をと fJ（図2-9）、塩水の混入の機子をとらえ、図2-10
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κ示した。
A-J!.tま肝々爾港を横断して海岸線Kほほ平行~断面であり、因子浦港

の下から塩水が侵入している状態を示している。塩水化は港の西側では第

2層でいちぢるし〈殆んど海水と変らまいほど高福島度の塩水が、第2属。

大き〈盛り上っている川成島の東側あたりまで侵入している。話会の東側で

は第 1層から第4層まで塩水化している刀、東方へゆぐKつれてc，－.度

は減少する。港のすぐ東側に辛子ける第4層の塩水化は局地的~ものである

。B-B’、 B-B”はともK百子ノ浦港より内陸方向への熔岩分布地域k

bける断面である。両陣1面K~除いて第 2 層の塩水化が激しぐ、第 t 届では

第2層に接近してストレーナーを設けた弁戸K沿いて温水化がみられる。

しかし、その場合でも第1層内のc.8 c様度は第2層内のそれの10 ~ 

Kみたない。第5層以下では塩水化はbきていない。 43年K比べて 45 

年のc.S-il険度はB-B’断面K沿いては第1層内で培加し塩水化の進行

を示すが、他の帯水層ではあまり変化はみられ念い。 B-B＂断面では第

2 層K$~いて c.8一様度の減少がみられ、温水化井が淡水K回復した観測

井もある。 C-C’断面｜は出子浦港より浮島ク原κかけてのもので、吉原

駅付近で最初に塩水化の発見された地滅を横切っている。第 1届から第5

1面Kかけて塩水化してbりm4屠も局地的κ塩水化している。 43年当時

すでκ塩水化がかなり進行していた治、 45年には全体Kc.8－訟度が繕

加している。特K第 A 層l'L.$＞いて増加がいちぢるしい。第 4 層~C$＇ける塩

水化は地域的にみると非常K局地的であり、湯水Kよる同層の水圧の低下

Kより上位の第5層から塩水が侵入したものと思われる。

とのよう左各帯水層の塩水化の状況は、いずれもそれぞれの帯水層から

の地下水揚水の状況を反映している。東臼川以西の第2｝面の塩水化はとの

地区K~』サナる地下水揚水が同層内の被圧水K集中していたととによる水圧

低下が原因であり、従って湯水のすすま左かった他の帯水層κは塩水化は

殆んど発生してい念い。わずかに富士駅の東側の、第 1層下部からの湯水
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が盛んである地区K塩利回ZみられるKすぎ念い。来由Jll与L東地区t($－け

る第5層bよび第4層の塩水化。激化は、第1層ゐよび第5層から行念わ

れていた錫水語、とれらの層tt:io＇ける塩水化の進行のため K第4層から湯

水するよう tt:iz~ ，その結集、特K透水性の悪い第4 層K沿いて水圧低下

が生じたためであると思われる。

熔岩層下の起伏と塩水化の拡大

和国川以西の熔岩層分布施誠tt:l.'ける塩水化の進行事Pよび拡大は、 IWJ層

内の地下水の流動を規定している熔岩層下限の起伏、ナ左わち第5居表面

。起術ζよb影響をうけている。図2-.11は第5層表面の起伏と各年度

のct－厳度3O O ppm e::>等値線で示じた塩水イ械の状態との関係を示

ナ。第5層の表面Kは吉原市街地の西俣店から出子浦港へ至る谷と伝法から

富士市有地へ至る谷とがあれ両谷は石坂から川成島へ至る尾線状の高ま

!J kよって隔てられている。前者。谷をそれぞれ東谷辛子よび西谷、後者。

尾板を中尾根と呼ぶとととする。塩水化した地域は東谷会よび中央尾根の

東斜面部分Kあたb、また、最初K塩水化した2箇所の井戸はそれ智1因

子浦港の周辺にあり、東谷の最深部分を東西からはさむようKしている。

また、その後の塩水化。進行も朗子浦港周辺で特K激しぐ、 ct－滋度lも

特K高〈一年中海水と殆んど変らぬct－厳度。温水が存在している。 ζ

のようなととから海水は東谷の最深部分のとのあたbから第2層へ侵入し

たととが明ら治、である。侵入した海水は塩水棋を形成し左がら谷治llltt北

上し、内陸へ拡散した。豊水期bよび渇水期の帯水層内の水圧の変化Kし

たがって一進一退を繰り返し念がら次第に内陸へ塩水イ械を拡大していョ

た。塩水の流動は東谷の中央部VC$－いては、との地区の第2属。下剤艇は

特K抗胤や亀裂が多〈存在し、一種の地下川を形成して地下水が流動して

b り水圧の変動κ対して敏感K反応するために、 .ct－様度。変動が大き

い。地下等肩掛と温水化C前線とは工場が少〈湯水量もあまり多〈念い中
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央尾根の部分ではほぼ平行し、埋没起伏が塩水化の進行κ影響を与えてい

るととを示している刃人吉原市街地や和田川治岸等の工場の集中している

ととろでは湯水過多のためK水圧低下が大きしまた、温水化が下位(l)~

5層Kも及んでいるためK両者の関係は乱れている。

東谷と中央尾根で隔たる西谷へは塩水化はbよんでいない。西谷を?VI-

る地下水は東谷と同様に富士山系統のものである刀、水温が約 1℃与L上高

いとと、また東谷K比べて賦存貨も少いとと等のととから両者は倭麓のと

のあたりでは別個の地下水流となっているものと考えられる。現在、西谷

の部分Kは工場も少〈地下水の開発もまだ進んでい老いためκ塩水化の兆

候はみられない。

4 5年春Kは埠水化。前線は大幅κ街邑した。熔岩分布施誠では熔岩層

の透水性が良いために温水の侵入とともK希釈も早〈、 c.8－濃度は減少

し塩水化域も稀少した。しかし、和田川以来地区では北部では塩水イ峨は

縮小したのに’対し、南部ではer謙度は依然として増加をつづけている
。とれらの塩水化域の縮小は42年より始った地下水揚水鋭制が影響して

いるものと思われる。

塩水化にともなう水利用の変化

塩水化の進行Kとも左ってとの地域の水利用体系K変化があらわれた。

図2-12はとの地域の水利用量の推移を示ナ。製紙パルプ工業は良質の

Z業用水を多量K必要とし、 c.8・s 滋度50 0 PPmが高級紙の生産Kは

限度である。図 2-1 3 は塩水化発生前後VC:J>~ける工業用水の使用量bよ

ひ・その水源別創合を示す。塩水化発生後も辛口EEl川治岸の用水型工場群が塩

水イt誠内Kつつまれた39年までは地下水の刺用は増加しつづけ、 38年

KはZ業用水全体<DB6%を占めた。しかし、塩水化の影挙Kより廃止井

が続出したためにその後の地下水の利用の糟加は工業用水全体の併がに〈

らべて少左ぐ、 44年Kは6O %VCまで対全体比が下がった。しかし乏が
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ら手権利ヒ掲載に多〈の構外弁が新設されたために、量的KはわずかK増

加している。地下水の占める比率の低下は、工業用水道事、よび回収水の増

加によって補なわれた。 ζの地域は元来豊富在地下水K強ぐ依存していた

ためK工業用水道の建設や回収水の再利用がすすま左かった坊主温水化の

進行によって工業用水道の建設は促進され、富士川工業用水道（日量約24

万ma,3 9年4月一剖給水開始）会よび東厳河湾工業用水道｛日量約 t00 

万m3,4 5年4月給水開始）が建設された。また各工場は画収水の再剰用

K努め、殊K中小工場VC$－いては新規の盤井よりも手軽左回収水の利用が

盛んである。地表水は工業排水Kよb河Jllが汚濁したととKよb、工業用

水としての利用は減少の傾向である。

農業用水VC$－いては農業用井戸の塩水化ゃ、工業排水中のd－様度。

増加によ b河川水のc.eーが増加して和田Jflj;,＇よび滝川栂岸で水稲枯死等

の被害を与えているためK、鴻慨用水の水源転換が行なわれた。

生活用水κbいても上水道の水源井の塩水化のためK、よ b凶側や第5

層表面の起伏の西谷の部分へ水源井C建設がなされている。

とむようK、すべての水利用用途VC:J;.,¥Aて大きな変化がbきている。

3. 地盤沈下の地域性・海面下の土地の拡大・水害の変質

の相互関連

地盤沈下の発生機構K関する研究は、地球物理学、地質学、水文学、土

質工学在ど多〈の分野の研究者Kよって進められてきた。むしろ他の分野

、たとえば、地理学、社会科学の面からの研究がナ〈志すぎたといってよ

い。ととでは、地盤沈下の地敏性に注目しつつ、地盤沈下の結果、地盤高

が低下し、ついに海抜0メートル以下の土地、 hわゆる 0メートル地帯が’

形成、拡大し、その結来、その地械の水害の様相が変化するととを、東京

低地の例を引用しながら、一般的κのべて会きたい。

すでに常識的κ知られているように、その用途の知何をとわず、地下水
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あるいは水溶性天然ガスを揚水または採取すれば、採水層の状態（粒重量、

しま b具合い、層厚、上下層の状態）、揚水量の多少、錫水c継続尋問左

どを反映して、地盤沈下が発生する。地質的条件が地域的Kは同一ではあ

りえないし、湯水量も地域的Kとと念るから、年間地盤沈下量も地峡差を

示すのは当然である。との当然の結果は、 もともと同一では老いその地域

の地盤の高さ民地域差をもっ地盤沈下量が加わって、地盤沈下地抵の地

盤高を時々刻身と変化させる。

地質的条件は地蛾差をも9 とはいえ、それぞれの地域K偶有なものであ

り、湯水Kよる収縮といった人為的変化は、地質的条件Kよって予測可能

な性質のものである。その予測は当然、地誠差の予測を含むものである。－

一方、錫水量や隣接地域の童話水の影響は一部は自然科学的K、かつ捌或

差を示しつつ明らかKするととができるか揚水を必要とする工場、ピル、

学校、上水道源念ど地域の社会的、経済的条件K大きぐ左右されるし、社

会的、経済的変重めをうけて年次的Kも変動をつづける性質のものである。

地械の地盤高は原初の状態K沿いても一世vc1～数メートル｛メキシコ

市や台北市左ど内陸盆地では高度差が小さいというべきである）であb、

数年間、地盤沈下が進行すると海面下κ逮ナるし、もとの地盤高の影響は

年をお・って小さ〈去る。

したがって、海面下の土地の形成・・拡大は、地紙差をもっ地質的条件を

反映しつつ、その地域会主び隣接地械の社会、経済的条件K大きぐ左右さ

れるととK左る。図 2-1 4は、東京低地t'C$－ける海面下の土地の形脇・

拡大の予測j結果である。 19 2 0年Kはまだ形成されてい左かったが、 1

9 4 0年Kは南砂町付近K小さ左限が形成され、遂次19 6 0年、 1965 

年、 1 9 7 0年と拡大してきたととを示している。 19 7 0年の予測のう

ち、東南部の菖南地区の現状伺； 19 8 0年の予測との中聞の位置Kあると

みてよし予測以上K海面下の土地の拡大が大きかったととを意味する。

ζのよう念予測Kは地下水の湯水量の予演l人したがって、地紙の開発、
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用水道整備に対する予測が必要であるが、ととでは過去の地盤沈下量と揚

水規制の実施をみとんで、実慣のほ宝 70~程度とした。それK もかかわ

らず、江東地区の西を限る 0メートル線の西への移動は小され北ゐよぴ

束、さらに東南の方向への0メートル地帯の拡大が顕著である。西側の0

メートル線の移動の停帯は、ある意味では地下の桝積層の基底が示す埋積

谷の分布を反映しているし、あわせて揚水規制の修繕を反映しているとも

いえる。

しかしながら、湯水が洪積層κ集中し、湯水深が深〈なる傾向Kあるか

ら、湯水量が大き（ tlると、地盤沈下量はとれまでκ〈らべて婚大ナる。

とう念ると、地盤沈下Kとも左う地盤高の低下は沖積層の厚さや分布とは

関係がうす〈左b、 0メートル輔の移動はよb跨援されて〈る ζとκ念ろ

う。とのような変化が目立って〈るのは 19 7 0年代の後半以降とみてよ

い。その時には表2-1 5~示す東京低地帯。平均海面以下の土地の面積

は 19 8 0 ＆芋を含め、大き念値V仁左るものといえる。

こうした予測を考膚した下町の防災都市計画でなければ、巷間ったえら

れる 19 9 0年どろから活動期Kはいるといわれる大地揮に対処するとと

はできtlIllであるう。まえ、現在札上K深層から揚水するととを禁止する

念どの行政的措置を必要としよう。

また、北に隣接する埼玉県南部、東部、東Kつづ〈千葉県浦安・市II・

船橋地区~$i-ける地下水利用の増大はとと当分否定できまいから、その修

響は東京都内の0メートル地帯にも波及し、河川堤臥高潮防潮縫左どK

計画以外の膨響をあたえるととK念るう。すでK維持天端高をわっている

高潮防潮縫の延長は年4増大の傾向にある。 ζうした実態が、 ζの地棋の

水害の様相をかえる素因的条件と念っている。地下水刺用の婚大を促進し

ている工場、都市の拡大、水道整備事業のゐぐれ、下水道整備の不備、水

防諸施設の新設改修のbぐれなど被害拡犬の社会的経済的要因の悪化もあ

って、常習的水害地励ま東京低地の北、束。外線部へ拡大しつつある。と
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うした点を考慮して、との地械の水害を想定するための洪水水理の変化K

ついては、さきK東京都防災会議の資料として提示したととがある。図2

-1 5がその例である。

明治大水害いらい、荒川放水路の開さ〈、新中Jll<D関さ〈念ど、東京低

地帯!fCj;,~ける水害防除。事業は、いわゆる江東三角地帯を軸κすすめられ

てきたが、都市化κともまう低地帯の社会的様相の急激念変化Kあわせて

、地盤沈下、それKともなう地盤高の低下、水路と地盤高の水害K対しτ

危険念関係、防潮堤~ど水防排水施設の地盤沈下Kよる能力低下、地域構

造の変化左ど、多機念変化の念かで、水害の様相、被害地域の外縁部hの

転位などの変化が質的κも量的Kも、また地域的Kも進行してきた。また

、地盤沈下が進行する限b、また圧密収縮層が深〈念る限り、水害を悪化

させるとうした条件は進行するであろうと考えるととができるようK左っ

てきた。

4. 地震水害の危険性の増大・広蟻化

地盤沈下の進行、海面下の土地の拡大・低下Kよって災害の綴相を大き

〈変える可能性も強まってきた。地震水害発生の危険性の増大・広域化で

ある。地震水害は日本の過去の事例として、南海大地震時κbける高先1市

付近の 0 メートル地帯、新潟地震時VC:t~ける新潟付近K指摘できる。地藤

津波Kよる水害として処理されてきた刃、実態的Kは地震水害と樟波水害

の複合被害というべきであるう。

最近の研究Kよれば、東京湾奥治岸VC:t，ける地震津波の高さ位、最悪の

予測でも図2-16VC示すとbりであり、水防施設の不備念いし破壊の乏

い限り、被害を深刻化させるととは左いであるうと考えられている。現状

では水防施設の不備は船橋港付近を中心K指摘できる。破壊κついては施

設自体にはまず問題は左いだろうといわれている刀、地盤の破壊Kよる施

設の機能そう失、流木、流船念どによる打拳Kよる破壊κついては検討が
2 - 1 6 



充分で~IA面もある。

地震水害としてもっとも問題K念るの低、内部河川のかきあげをぐりか

えしてきた護岸である。すでに示したようK、それらの地•tc対ナる強度

は弱〈、延骨亡して約 10 ~は何らかの破壊があるものとして図 2-6 が

作成されている。約 10 ~という数値は、関東大量震災時VC ：！＞~ける統計K よ

っている泊、江東地区VC：！＞~ける地盤沈下の地域差、施設の支持地盤の強度

、とれまでのいたみの状況左どを考え合せると、江東三角地帯の東半分と

西半分とでは被害率はととまると考えるべきであろう。東半分の海面下の

土地が形成されている地域vc~いてよ b大き念被害を発生すると考えるの

が妥当であb、また、前出図2-6もさらκ悪い状態の図K修正されるべ

きでるろう。

さきに指摘したように、海面下の土地は千葉県の菖南地域に拡大してい

る。現在工事は進行しているとはいえ、，未整備の地域も広ぐ、地盤沈下が

急速K減少するでるろう客働滞情も念い。東京低地同吋るもっとも地

農水害の発生しやすい地域として、水防施設の整備が強〈のぞまれる。

5. 高知ゼロメートル地帯

一一一中小都市における問題発生の一例として一一一

1 はしがき

過去の水害をしらべてみると、日本Kはいぐっかの長期湛水被害をしば

しば発生している地域がある。漫尾平野の西部・南部や高知市東部在どが

その例である。高知市東到ゆ場合には図－ 1k示すようK、過去の大地震

、高潮Kよって、かまb広い面積K浸水をみたととが明らかである。大地

震の時Kは禅波Kよる浸水である語、それが長期にわたって湛水し、湛水

Kよる被害を発生するのは、湛水地域の地盤が低ぐ、清糊時はもとよ b、

干潟持にも水が残留停滞するためとみてよいであるおつまり、土地の高
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さがその地域の平均海面よ b低い部分の存在すると考えてしかるべきであ

ろう。マスコミ用語として広〈用いられるようκなったゼロメートル地帯

の存在を示すという ζとである。

しかしながら、一般Kはその存在は信じがたいととのようであるし、高

知ゼロメートル地帯にしても、筆者がさきK拙著「日本の 0メートル地帯

J '1C$~いて指摘するまで気づかれ念かったい指摘が充分でなかったとと

もあれまた南海大地麗後の復元的地艇の上昇が水準測量の結呆として知

られていたとともあって、 19 7 0年8月の台風 10号Kよる高潮被害を

うけるまで、表だってR明重視されるとともなかった。

長期湛水とか常習的浸水という現象は、その地域Kそうした現象が発生

しやすい素因が内在していることを示すものであb、その内在している素

因を明らかKしてい〈ととKよって、原因を明らかKし、排除のための方

策が発見できる。長期湛水とか常習的浸水が市街地K発生するようK念れ

は排水施設の不備をうたがうとともK、ピルや工場での多量の地下水甑

上げK疑問をむけるととKなる。疑問はさらK発展して、地下水説上げK

よる地盤沈下や地下水の温水化にむけられるととκなる。

台風 10号Kよる高知の被警についての報道をテレピでみ念がら、筆者

はつぎつぎと高潮被害の発生の素因と在った諸条件Kついて考ええb 報道

では、ゼロメートル地帯の奮棄もき治.ti,た刃人それが素菌として供与して

いる点Kは言及され念かった。南海大地震のあと、またチリ地震棒波のあ

と、との地誠を調査した時、過去の大地援や津波によってもほ笠岡じ地域

刃Z水没したととを知っているし、南海大地震のあと、との地域が 12 0セ

ンチメートルも沈下し、その後、地盤の復元的隆起がゐとり、平野部でも

地盤高が高ぐ在る傾向Kあるととも知ョている。地盤高の復元は4訟とった

が充分でなかったのか、それとも地盤高の復元低水準菰i温ルートでの現象

であって、それ以外ではいぜん沈下した't~ ~ c泊、ぞれとも自然、的在地

盤B誌の復元を上まわる地盤沈下が進行しているのかなどさまざま左可能性
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Kついて想いめぐらしたのである。かつて高知ゼロメートル地帯の存在を

指摘し免責任を一部κ感じ左がら・H ・H ・－－…。

~ 
r 

2. 2つの都市計画図

かつてとの地減のゼロメートル地帯の存在を指摘する時K刺用した基礎

資料は、三 00 0分1都市計蘭図（昭和35年パシフィツク航測測図）

である。南海大地震のあと、との地方の調査をいまだ海水が湛水してい

るのを見て海面下の土地の存在するととは失nっていた刀、その当時海面下

の土地を確定できる資料が左いま h、過去の歴史時代の大地震の時Kも岡

4

・hmh
，

~ 

様の事実があったとと、何と左〈、南海大地躍による 12 0センチメート

ルの土地C説拝Kよるととが大きいととなどKその理由をもとめて、それ

＆上の追求をしてい左かョた。しかし、都市計画図をみると、ほY南北K

浦戸湾、潮江湾から北κのびる匡砂川とそれK東あるいは西から合流する

鏡)II、江の口JIほどの合流苦悩を中心氏、約 8Ku/ rD海面下の土地が存在す

る。その形成の理由はともかしとの地域のゼロメートル地帯の存在は明

らかとなり、かつ南海大地震の時の水没地域はもとより、過去の水没地域

もほ廷との地域を~:l?っ τいるととK気付いたのである。

台風10号の被害のあとしばらぐたって、建築の川名教授から高知低地

帯の問題Kついて助言をほしいと求められ、高知市から2,5 0 0分1都市

!t商図｛昭和44年 パシフィツク航淵測図）を送ってきた。早速、水没

した地域の検討をはじめた語、会どろいたととK、ゼロメートル地帯の地

盤高が著しぐ低下しているのである。参植の 25,0 0 0分1地形図｛昭和

4 0年）をみても、独立標高点κ守イナスのものがあり、かっその分布も

広〈在っているようである。

2つの都市街厨図と地形図とは、何れも.，J量の方法は問ーでは念いし、

標高点c測定精度も同一では~hーしたが宮て厳密~意味でそれらの数値

を比較するととKは問題はある刃、ナ〈な〈とも、 2つの都市計画図。問
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じ点（あるいはほY同じ点）の高さの差の何割かは、両図の作成された期

間Kぉ、ける地盤の高さの差と考えてよいであるう。多少の盛土、削土念ど

を考慮しても、 1メートル＆比の差は何らかの理由を考え念いと説明でき

念いであろう。

それκしても、 2つの都市計画図が忠実K高知ゼロメートル地帯を錨い
ていながら、その形成、拡大Kついては充分念検討は左されていなかった <ii 

。との2つの都市計画図が作成された期間、必よびその前の 10年ほどの

期間VC:t・けるとの雄誠の開発、都市の戦災復興Kついて若干ふれて:j;,>＜ζ 

とが、あとの理解K好都合であろう。

日本VC:J>-ける第二次大戦後のZヨ慢の発展過程、日本VC.t.・ける工業都市あ

るいは工業地獄の形成は、明治以降のととといってよい。明治初期t'C.i>サナ

る「殖産興業・富国強兵」の旗じるしのもとに建設された官営工場時代、

資本主義経済の初期VC.t.＇ける財閥Kよってきずかれた宇都・新居浜・大牟

凪左どの工業都市の建設時期、昭不陶期第一次世界大戦とるの東京・大阪

やその周辺地域などVC:i≫ける工業却誠の形成拡大、昭不服J期VC:J>-ける箪工

廠を中心とした四日市・呉・徳山・佐世保念どの工業都市の形成などがそ

れである。これらの工業都市の形成発展は第一次世界大戦、満州事変Kは

じまる第二次世界大戦といった事情K支えられ左がら、一方では今日の公

害問題の胞芽的な状態を創出してきたのである。

しかし終戦、工業の低滞、食糧地主主とエネルギー源の確保を柱とした戦

災復興の時期Kは、工業開発や工業都市の発展は停滞し、農牧林業の開発

、石炭の場産、水力発電のF再発、河川総合関知亡よる洪水防禦の諸事業の

後塵を拝する状況Kあった。戦災都市の復興も多〈は木造建築物を中心K

、上水道左ど生活K必要ま最低線を確保するととにその動がそそがれてい

た。

とうした事態が一変し、わが国の工業が本格的左立直bをみせたのは、

昭和25～6年の朝鮮動乱Kよる特需景気を契機としてであった。製，，..
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製鋼・石油・化学・機械~どの重化学工業は、既成。工業都市、工業地域

を中心K、急速K設備を拡充し、生産を開始した。と同時K、既成の地盤

沈下地域で位、終戦前後の地盤沈下停滞期K終わbをつげ、地盤沈下が活

発化し、東京や大阪付近では年間 15セYチメートルK及ぶ地盤沈下をみ

、ゼロメートル地域も拡大していョお

企業合理化促進法｛昭和27年）の制定、工鉱業地帯整備協議会（経済

企画庁 昭和32年）の設置左ど、政府も工業開発K力をいれるようK~ 

って、地盤沈下も緊急に対策を必要とするようになった。工業用水法（昭

和31年）、工業用水道事業法｛昭和33年）の制定は、地盤沈下対策を

も考慮しているが、むしる工業基盤整備K傾斜したものというべきである

う。

既成工業地帯の先ゆきの明るぐ左いととを打破するため、大規模念臨海

コンピナート工業地帯の考えも、いわゆる三省公団構想（昭和27～2 8 

年ζろ）として作成されたが、財界の反対でつぶされている。財界Kとっ

ては既成工業地誠での工業の立~$~りを考えてbり、とれが地盤沈下を既

成地誠 .-c：：.~0て激化させる一つの要因と念ったととは否定でき左レ、

あたらしい工業地帯の開発・育成の必要は昭和30 年代tc~ってからで

あり、通産省は新規工業地帯立地条件調査（昭和33年）をはじめ、工業

立地の調査等K関する法律｛昭和34年）も制定されおかぐして、千葉

• WI=姉崎・鹿島・名古屋南部・衣浦・堺泉北・岡山水島・大分鶴崎・相

模原・湘南・小牧春日井・湘南・東大阪左どの工業地誠が形成されるよう

tc~ った。既成の中小工業地帯も活発κ操業をつづけたのである。

昭和35年の国民所得倍増計画はとうした工業開発とそれに必要念民開

設備投資κいちだんと拍車をかけ、政府も結果として太平洋ベルト地帯K

傾斜した工業開発K力をいれた。地方の中イ迂業地帯の造成民地方自治

体がもっとも力をいれたのがとの前後のととである。新産業都市建設促進

法（昭和 37年）、工業整備特男蜘城整備促進法（昭和39年）、低開発
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地紙工業開発促進法（昭和36年）が相ついで制定されへ高知須崎も低開

発地域工業開発地区K指定されたのである。

とれらの工業関係の法律。整備Kさきだって、首都幽整備法（昭和31 

年）、首都圏の既成市街地κbける工場等の制限K関する法律（昭和34 

年）左どが制定され、大都市の過密問題が社会払強化し、ひいては地方都

市育成、工業の地方進出をうながす世論もたかまっていたのである。全国

総合開発言掴（昭和37年）はとうした背景の左かで、いわゆる拠点開発

構想をうちだした。地方工業都市はいわばゐ上の必ずみつきをもらったよ

うなものであった。

しかし昭和38年7月、新産業都市が指定されたζるから、設備過剰が

表面化した。東京・大阪などの既成の地盤沈下士噸vc~ける地盤沈下も極

大から多少停滞念いし減少を示 Lへそれらの周辺地誠VC$~いて大き〈沈下

する傾向を示しはじめた。水俣問題、四日市rJ官、沼津三島問題左ど公害
問題が表面化！.....一方廿担子柑港の開港、周辺の地下水の塩水化、港湾

内でのリグエンの堆積念ど、今日の公害問題の素地も形成されていョた。

公共刷峨の水質の保全K関ナる法律（昭和33年）、工場排水等の規

制K関ナる法律（昭和33年）、ばい燈の排出の規制等K関する法律（昭

和 37年）等が相ついで制定され令つづいて公害対策基本法（昭和42年

）も制定された。しかし公害は悪化の一途をたどれ昭和45年Kは各地

の公害問題がKわかK社会問題化したのである。 Kわかκといったけれど

も、その下地は戦後昭和25年とるからの日本各地の工業化のうどきの左

かで醸成されていたことを見のがすわけKはいか~It">。

日本全体の工業化の進展する左かで、南四国それも湾口の小さい浦戸湾

κのぞむ高知市周辺の工業化は、日本全体のそれvc＜らべて、見bとbの

するととは当然である。県全体としても農林水産業が中心であり、工業は

高知市付近の若干をのぞいてみるべきものは左い。製紙、電炉工業、セメ

ント会よひ・石灰工業が知られている。~$~、高知市κは電力刺原型の工業
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、具体的Kは東洋電化（大正8年）、神戸皐糊｛昭和11年）、土佐電気

製鋼｛昭和12年）、宇治電気化学（問日 14年）、南海化学｛昭和26 

年）まどが立地している。また日本セメント土佐工場（明治29年）や敷

島紡献｛昭和11年）念どもある。何れも地下水を剰用している工場であ

b、地下水の塩水化をきらう工業である。

全国的K地方工業都市の発展がはじまーた昭和30年とるから、との地

域t($'oいても浦戸湾の埋立て、港口の閉ざ＜~ど港湾整備がすすめられた

。注先、戦災復興酎画による街区の整理とともK、あたらしいピル建築も

陥和35年昔話愛から活発化Lへ地下水利用は急激K噌大していったとみら

れる。

五 高知付近の基礎地盤と地盤沈下の可能性口

日本全体の工業化cZ)~ かで、高知市の臨海部もまた、その一環として工

業都市の様相をふかめていった。との地域では、工業やピルはどのようま

基縫地盤のうえで、どん左水源をどとから採取しながら操業してきたのだ

るうか。 ζの点について若干のべてbきたい。

図2-1 7、 1 8は高知市付近の基盤の採さと沖積層の基底の深さを示

ナ。また、図2-19,20は東西方向、南北方向の地質断面の代表例を

示ナ。また、図2-21はとの却械の地形の状況を示ナ。

図2-1 7、 1 8 からは、古期岩類から~る基盤までの深さが意外K浅

ぐ、沖積層や洪積層の厚さも比較猷庸いととがわかる。図2ー19、 20 

からは、西部で傑質、東部で軟弱~粘土層が厚いとふまえ北側でも粘性

土層が比較的目立つととがわかる。図2-21と比べると、表面の扇状地

性の地形のととろで醸層が比較的あっしデルタ佐平野で粘性土の厚いと

とも指摘できる。また、図 2-1 9、20 l'L示されるように、地下水は沖

積層bよび洪積層から湯水されている。

ζの地誠κは表流水を剰用した上水道も、工業用水道も乏し水源はす
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べて地下水である。凶が近〈、降水量も多〈、地下水の緬養されやすい条

件は整っているといえる効、問題は塩水化や地盤沈下を惹き卓会とさ念いよ

うな揚水が訟と念われているかどうかである。

極水化現象については前出図 2-Btc示ナと$~ ~、潮江湾から北々西κ

進行する形で発生しているととが知られている。軟弱1i:粘性土の分布する

地域とも一致する点が多い。地盤沈下もまた進行している可能性が強い。

との点の検討K先立つて、地震Kともなう地盤変動Kついてのべてbきた

い。

前出の図2-7は南海地震Kとも念う甫四国の地盤変動を示す。高知市

付近で 12 Ocmtc達する沈降がみられるが、との量Kは地殻変動によるも

のと、軟弱層の振動Kよるセトリングの双方がふぐまれているが、との両

者は識別でき念い。関東大地震の時の東京下町の例からいえば、セトリン

グ量は 10～2 0仰ぐらいと判断できょう治人確証はえられ1i:¥.A。しかし

前出表2-14tc示すように、高知市内辛子よび山よ bの水準点は何れも、

その後の復元的左地盤の上昇を示している。

ζの測定時期κ、水準ルートをは走れた地域K沿いて、依然として沈下

がつづいていたの泊、沈下したま』であョたのかは断言しにぐいが、農地

の水準損lj量の成果左どをみると、若干の沈下は認めねば念るまU、。表2-

1 6はその一部を示ナ。

さて、問題はさきK指摘した2つの都市計画図の標局点の差からみた地

盤高の低下である。昭和35年の都市計画図は、 ζの都市のあたらしい街

区建設の基機資料であり、また時其助9tcは、国民所得倍増計画をうけ、高

度経済成長¢披にのって、との都市でもピル建設、ピル用地下水利用が活

発化するとろのものである。したがって、地盤沈下がピル用水念どの利用

増ではじまったとナれは、その初期κ近い状況を示すといってよい。

一方、昭和44年の都市計画図K示される穣高点の高さは、その後10 

年間K地下水3利用κとも左う地盤沈下が進行していれば、当然それを反映
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しているはずであるし、 10年間VC.t.＇けるピルの増加とその分布を示して

hる。との問、地下水利用型工業のめざましい進出はみられず、既存の工

業の生産量の滑加、ひいては地下水利用量e:>増加をみればよい。また都市

人口C嶋加にする地下水利用。上水道源κbける揚水量の増大もあった。

とれらの湯水量やその変化が全〈不明である刃人ピル用水の地方Eがもっと

も急激であったと判断できる。との点Kついては遂次解析していぐ予定で

ある。

地盤沈下Kついては金〈予測されてい乏かったため、またそのうたがい

ももたれ念かったため、地盤沈下の実盤把握のための水準測量や毎胸j井K

よる毎程調jは全ぐbと念われていない。 2つの都市針厨図しか基礎資料はな

い。したがって、地下水利用とともまう地盤沈下Kよると断定するのには

資料不足であるが、両国の示ナ場所によって 1m札上もの差臥両国の精

度や測量方法のちがいを考えても、地盤沈下によるものと考えるのが今の

ととる妥当であるお平野部VC$~ける地盤。隆起が百E揮されているととを

みると、自然、的沈下量があったとしても年間数ミリ程度と考えるのがよい

であるう。

不明念点を解決ナるためには、水準測量を5ク月bきに数回実施すると

とであ b、地盤沈下と断定できるほどの沈下が発見されれば、観視L併によ

る鍍測と開等K、規制を考え、かつ上水道源1Zどを地盤沈下の原因とまら

老いようま位置にうっすと治、表流水の開発刺用を考える念どが必要であ

る。

都市の防災針闘を考えるKしても、との市の苛械のまん念かKゼロメー

トル地帯をかかえている ζとほ、何かと計画上園灘が多ぐ念る。かつまた

それが遂年地盤沈下によっτ却汰し、地盤が低下するとすれは台風に毎

年＠ように見舞まわれ、地震も治岸沖合いに発生しやすいとととあいまョ

て、将来大き念災害をひきお、とすととκも去るう。ととK台風はとのゼロ

メートル地帯。何れの例を通過しでも、 ζの地誠K影暑を与える可能性が
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ある。

4. あとがき

高知市ゼロメートル地帯の例は、自然的条件からみても、また日本の地

方都市VC$－ける都市化とそれにとも恋う自然環境の変化と、そ＠及促す影

響という点で、きわめて穣式的念、また好個念例といえる。気づいたのが

台風 10号による高潮災筈のるとという点でも、日本の多ぐの公害・災警

にみる例と持盈している。地誠が孤立し、他Kゼロメートル地帯が転位拡

，大する可能性が老いという点では、日本の各地の中小都市粍bけるモデル

タースとして、さらK詳し〈簡査をナすめてゐ〈価値があろう。

左晶、 ζの調査に当ョては高知市長はじめ市当局者K$~世話K在った。

記して謝意を表したい。
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図2-2 船橋地区における沈下にあらわれた
天然ガス井の彫響圏
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図2-28 断面位置および影響圃
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A 工業用地下水揚水規制区域

図2-3 東京および周辺地域の地下水揚水規制区域（ 1971年4月現在）． 
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B.建築物用地下水揚水規制地域

2-32 



ー柿崎蜘・e

割＂＂＇＂

ヨ＂＂

""" 
1000 

J I ~ ~ LIL＿~ 

周r＂＇－－.：：－ニニ＼野
国

A 

崎信......
民間

‘四

1000 

淘岨

色 縦丙。
時国

-2田

0 JOl!in 
』－－＂＂＇＂司．』.....＆...－.』 ....I

園2-4 東京付近拘東町田画面でみた揖水量・絹本海底・舗水規制健闘と地盤法下量（岡村1971)
A 北・85・42’に治う区・市の単位置繍あたり目揚水量・工場周水以外（・肉についτ怯ピル用水・・a用水奇除〈、市川市怯不明）
b 工場周水
c 実鶴ガス（鍋揖市以外は不明｝
B 漂•111単位置積晶た叩日揚水量l::r.・用水焼制範囲
上喝の末··~··化Lた場形断面、下の等値観肱AK同じ鋼聞の実富島ガス・ピル周水以外の揚水量の濃度
分布告示し、単位はぽ／由y/kirf・市川市についτ怯濁...水量不明。
d 洪積層・’店主張中の主主得水．およびいわゆ畠沖積層
（中野・門村・4量固1’”、成潮・続編・羽.，’”、.・t’旬、貝.・葡地問側、杉風間70にi5づ事、簡略化｝・61隼 1 月以降の:r.•用水銀制措域とその漣度
f 70隼10月御伽 W

c 年岡地盤沈下置｛ω年2l!-70年1周）
北・35・ 42’に沿う帽 2kmの帯内a・大沈下量奇観’~L たもの
（関東地区地撞沈下田釜湖量也鼠金I’70に曇ヴ〈｝
A-Cとも水平位置肱共通。

2-33 

国

1国

1田

200 

2調。

一国

-I曲

-I国

-200 

－~到。

司彦



図2-5 東京低地とその周辺地域の地盤沈下中心地域

( 100mm／年以上沈下地域）の変遷
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図2-6 ~·：：：！：°＇地問の続（東京都首都整制印69)
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南海地震lによる地盤変動量

（沢村武雄・日本の地主要と津波〕
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図2- 8 高知市付近の地下水の境素イオン量 （甲藤ほか.1 9 6 8 ) 
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図2-10 帯水層別の塩水化の状況
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図2-11培岩層下限の示す起伏と塩水化の拡大

1；熔岩層下限の示す起伏をあらわす地下
等高線，数字は海面よりの深き（m）を示す。
2；塩水化の前線 （Cr濃度 300ppmの等値
線）.40.4は40年4月を示す。3；熔岩層の分
布限界， 4；最初に塩化水の発見された井戸
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図2-12岳南地域の水使用量の推移（著者推計）
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東京低地とその周辺地織の0メートル地帯の拡大
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図2-15 

1968) 

東京低地東部の洪水水理の変化（東京都防災会議，

⑧狩野川台風クラスの大雨
による中川の想定破堤口

j主）昔話堤洪水域は新中川の
閉さくによって東西2
つの全〈独立の洪水水
埋地域に分割された。



図2-1 6 東京湾K予想される津波の波高
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図 2-2 1 高知平野の地形分類図
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表2ー1 葛南地域の水溶性天然ガス採取会社（ 1 9 7 0年現在）

会 社 名 井戸数

ド リ 〉〆 グ工業 1 5本

尽 業 ガ ス 6 

船橋へんスセンター 2 

東洋天然ガス工業 2 

針 2 5 

表2-3 船橋地区用途別主要湯水深度

工場用水

農業用水

天然ガス

2-53 

3 0～1 5 0 m 

1 0 0 内~ 1 6 0 

9 0 0～2, 0 0 0 



表 2-2 船橋市の地区別用途別lB湯水量

( 1 9 7 0年4月現在）

M
l
 

百「 l面積総錫鳩面積当り｜ 用途別揚水量 (m3／日）
地 形 総務水ft

(Km") (m河） (mケ日初工場ピ ル公衆浴場｜完守主農業肱天然ガス

南部海 埋岸 立低 地地 6.4 4 4,5 8 1 6, 9 6 6 2 4.6 1 7 1 0,7 4 7 7 4 3 0 0 司378

東部台部谷底地低地・｜｜ 48.8 47,785 979 31.073 2,527 934 2,195 8,446 0 

ヰt；音j）台谷 底 低地 地 6.7 30,660 2,848 16,410 29.2 170 0 2,105 11,683 

台地・一部
西部海岸低地・谷底低地 10.3 9,756 945 7,715 1.553 488 0 0 0 

全市 72.2 1 3 2, 7 8 2 1. 8 3 9 7 8, 9 1 5 1 5, 1 1 5 2,3 3 5 2, 1 9 5 1 0,5 5 1 2 1. 0 6 1 

ιn 

""" 

再掲

南部のうち湊町・南本町 I0.8 4 ゑ18 1 3,7 87 398 50 。 o I 2,6 1 9 114 

北部のうち夏 見 2.77 I 11.75 o 4,2 4 21 2 3 0 2 2 170 o I 2.1o51 9,223 



表2-4 船橋bよひ浦安地区の観視J井κbける層｝）I）奴総量（船橋一一回浦安地区）

浦安維区観測弁（浦安中学紛 船橋地区飯測井（湊小学校）

; 

1 9 6 6 1 9 6 7 1 9 6 8 1 9 6 9 1 9 6 8 1 9 6 9 

'!J 
"" 

領
l 

m ．． -4 2.63. 0～60 4 3.0 5 6 1.9 4 0.3 6 6 4.7 52.6 
m ．， 領 制

0～60 1.50 1. 0 0.30 

Ml印切

60～1 5 0 3. 9 4 5.7 7. 2 1 1 1. 5 2.6 2 3.2 3.6 

1 5 0～220 0.02 0.0 3 1.1 0 1.8 H-1.4 3) ( 1. 7) 什1.55) 

0.33 0.2 6.2 4 

200m以深 147,40 9 8.8 

220m以深 2 2.5 0 32.4 1 3.7 0 2 2.0 3 7. 2 0 4 5.9 経~下. 1 4 9.2 3 1 0 0.0 

絞沈下量 6 9. 51 1 0 0.0 62.3 7 1 0 0.0 8 1.02 1 0 0.0 沖積層基底深度約 10 m 

沖積層基底深度約 60皿



表 2-5 船橋・市川地区の主要水準点の経年変動

よ段：；標高（ m）、下段（イタリツク） : 1年間（最後の欄は半年間）沈下量｛田｝

68年2月 69年2月 70年2月 70年8月
Om k遣する

水 準 点 6 6年 2月 67年 2月 であるう年月

4.3 0 7 0 4.2 81 3 4.2 6 64 4.2 2 51 4.178 3 年月
38 2 7 習志野市谷事韓国道俗 .21.I .2.S.7 1¥.9 'l-1.3 '1-6$ 

2.1 124 2.0 8 9 6 2.0 3 1 6 1.9607 1999 8 船橋競馬場 」.2! .SK.O 70.タ

2.1473 2.0 8 9 8 2.0 1 8 7 1.8958 1.7 5 7 0 
1982 8 F-11 船橋へんスセンター '1-6.6 主7.S 71./ I .2.2タ 13~てg

低

3.9781 3.8059 3.6 9 14 
宅826

4.3 0 1 0 4.2 2 0 4 4.1238 
1986 9 

船橋大神宮前 6究1/- K0.6 タ6.6 11/-S.7 17ム2 I I 1/-.S 

4.9 3 8 3 4.8 4 9 3 4.7 4 4 7 4.5 7 9 0 4 .• 5912 4.2 6 1 4 
1987 1 .116. 79 船橋駅前交差点 g '1:'1- K9.0 I Ol/:6 !6J：フ 18'7.K I .29.K 

0.1533 0.0481 」 0.08 7 8 -0.2 7 9 0 -0.5020 -0.6501 〔1967 6〕F-8 船橋市役所
110.6 10.t.2 13J：タ ／タん2 」.23.0 11/-K.I 

1.9033 1.8 0 4 7 1.6952 1.5139 1.3195 1.1916 
1975 4 F- 6 船橋市海神町5丁目 I I 7.s タK.6 I 0ヲ.s IKl.3 ノタ11:'1- t之7.9

2.0 7 0 0 1.9828 1.8 7 1 5 1.7041 1.5 2 3 8 '1.4 0 64 
1976 8 F- 7 船橋市栄町 5丁目

タ9.S g父ー2 ／／λ3 I 67.'I- IK0.3 ／／%μ 

1.7869 1.6751 1.5 4 0 1 1.3449 1.1278 0.9872 
1974 2 F- 9 湊 中 学 校 I .2K.7 II l.K 13.t.O 19主:.2 .21女／ /I,品0.6

1.5892 1.5502 1.4 9 6 2 1.38 1 0 1.3195 1.1798 ・19 78 3 F- 5 船橋市西浦東亙石油 '1-S./ 39.0 S'l:O 11 S..2 ／タWI- 77..2 

Mlua伊

2.4 5 9 4 2.4 0 5 9 1.9756 2.1846 
198310 工－21市川市二俣新町 6ん2 S3.S 6K.6 I '1-K.S 

地
1.5562 1.4 5 6 8 1.4 0 2 2 1.8 6 8 9 1.7891 1.6 8 1 5 19 83 6 工－ 19市川市高谷新町 1.2.S.J・ 79.K I 0マゐ 1.2.S.3 タヌ'I- .tl/:6 

6.2 2 7 8 6.1692 6.0 9 32 5.9 4 0 5 5.7 7 5 7 5.6 6 39 
1996 1 3 8 2 5 船橋市海神大覚寺 .SI.I 主K.ゐ 76.0 I s.27 161.13 II l.K 

5.6 3 8 6 5.6 2 0 2 5.5979 5.5 3 6 1 5.4 7 08 5.4 1 7 6 
3824 船橋市西船葛飾神社 16.K IK.'1- .2.2.3 ιl.K 6.S.3 .S3.・2

1.6295 1.6020 1.5619 1.4695 1.3 6 7 7 1.2890 
1978 10 9843 船橋市印内町県道治 I K.1 .27.S 'l-0.ノ タ.2Y. 101.K 78:7 

17.4099 17.3464 17.2447 17.0649 1 6.8224 16.6878 iコa、 F-12 船橋中学校 11-63 63.S 101.7 17ヲZ .2 '1-.2.S 1311:6 

1 5.4 4 1 5 1 5.3 9 1 1 15.3169 1 5:18$8 ・1s.0・123 14.9064 
F-13 海神中学校 1/-0.2 .tO!I- 711-.:2 13 I.I 173.S /OJ：タ

地 19.3238 19.2918 19.2532 19.1811 1 9.0949 19.0 258 
F-14 塚田小学校 .2.S.I 3.2.0 3K.ι 7.2ノ K6.7. 69./ 



表2-6 船橋地区tc:J:.＇ける 19 7 0年2月1日～
8月1日慌の変動の大きな水準点

F- 8 ｛船橋市役所） 14a1mm 

F- 9 ｛湊中学校） 1 4 0. 6 

F-1 6 （東町不鍛院） 来 1 3 9. 8 

F-1 2 ｛船橋中学校） 米 1 3 4. 6 

1 0 8 8 9 ｛夏見駐在所） 米 1 3 4. 1 

7 9 ｛船橋駅前交差点） 1 2 9. 8 

F-66 ｛海神町清水建設） 1 2 7. 9 

F-32 （南本町園地） 1 2 7. 2 

（来は台地上｝

表2-7 船橋地区t'C$－ける天然ガス採取自主規制内容

｛通産省 1970.9.16) 

地区 範囲（警軒ru警〉 年間減量率
A 半径 1 Im以内 50* 

B ， 1～21m 30* 

。 ， 2Im札上 1 0 ~ 
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表 2-8 新潟VC$~ける天然ガス業者の規制内容

規 制 地 域 規 制 内 信Mヨ胃・

A地械 新潟市市街地 水溶性天然ガス採取の禁止

B地域 A地域から 5Km.以内
G6層以浅の排水禁止

。7層以深繍水は従来の実績を越えな
レ、。

。地均成 A地域から 1OKm以内
G3層以浅の排水禁止｛自主規制内容）

G4 層以深の排水は従来の実意貨を越え~
い。

表2-9 東京低地の深度別日湯水量

単位 ms／日

区 名 50以m浅
50～ 1 0 0～ 15 0～ 20 0～ 

250m以深 総揚水量100m 150 m 200m 250m 

足立区 968 7,349 1 5, 1 5 4 18,240 16,077 呪575 67,363 

葛飾区 1. 26 8 6,83 9 13.2 4 5 14,93 0 7, 84 9 18,850 6 2,9 8 1 

ヰヒ 区 253 7, 1 2 8 9, 0 1 2 2 0,4 1 4 2 3,4 7 2 37,489 97,778 

台東区 166 20 184 266 。 。 636 

千代出区 8 879 2,9 0 6 463 56 。 4,31 2 

中央区 44 700 1. 0 2 5 。 。 。 1.7 6 9 

墨田区 439 1 68 1. 6 69 1. 5 5 3 935 370 5, 13 4 

江東区 1 30 5 79 1.087 124 。 。 1. 9 2 0 

江戸川区 485 4, 1 52 12,32 4 2,0 9 6 10,27 3 8,4 64 37,728 

資料は東京都首都画整備局κよるアンクート踊査Kよる。工場、集団住宅、
上水道、捗説、学校を調査対象とし、回収率はほぼ70%。日湯水量は昭和

4 3年7月1Bから、昭和44年6月30日までの 1年聞の総揚水量を揚水

日数で創った値。
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表2-10 江東デルタ地区＠護岸c倒壊延長とパイピング孔数

（東京都首都幽整備局 1 9 6 9) 

区画番号 語雇岸延長伽；｜次接部延長話Im)パイピング抗政火事担郁敷商A.P.)

1 5. 8 6 0. 5 9 1 1 7 -0. 5 0 

2 3. 5 8 0. 3 6 7 2 2. 0 0 

3 5. 4 6 0. 5 5 1 0 9 1. 5 0 

4 6. 3 2 0. 6 3 1 2 6 。
5 5. 3 6 0. 5 4 1 0 7 - 0. 5 0 

6 4. 0 5 0. 4 1 8 1 2. 0 0 

7 3. 7 3 0. 3 7 7 5 1. 5 0 

8 5. 3 0 0. 5 3 1 0 6 。
？ 4. 2 2 0. 4 2 8 4 1. 5 0 

1 0 3. 6 3 0. 3 6 7 3 1. 0 0 

1 1 4. 7 4 0. 4 7 9 3 な50 

1 2 3. 9 4 0. 3 9 7 9 1. 5 0 

1 3 3. 9 0 0. 3 9 7 8 1. 5 0 

1 4 8. 5 1 0. 8 5 1 7 0 0. 5 0 

関東地震程度の大きさ（M=8.0）の地震に襲われた場合の被害予想。
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表2-1 1 東京低地の用途別 E揚水量

単位 ma／日

区 名 工場用水無重注主用水 い一一 病院用水 学校用水 紀揚水量・由一

足立区 6 4,4 9 9 846 1,8 0 0 218 0 67,.363 

葛飾区 62,8 9 7 。 。 84 。62,9 8 1 
北 区 ？乱226 2,4 94 4,.30 0 2 1 737 97,778 

台東区 516 。 。 。 120 636 
千代田区 472 。 。 637 3.2 0 .3 4,.312 
中央区 1.7 6 9 。 。 。 。1.7 69 
量阻区 5, 13 4 。 。 。 0 5,1 34 

江東区 1.92 0 。 。 。 。1, 92 0 
江戸川区 37,582 。 。 143 .3 37,728 

資料は表2-10と同じ
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表2-1 2 足立区$－よひ葛飾区の工場用井戸のさぐ井年次

とその日揚水量

単位 mて／目

さ〈井 足 立 区 葛 飾 区

年次 井戸本数 日揚水量 弁戸本数 日湯水量

3 0 7 1. 1 8 0 6 1. 4 2 7 
円，

3 1 ？ ミ56 8 3 7 9 3 

32 7 4, 5 4 4 1 0 2, 1 6 8 

3 3 8 1. 5 7 9 8 3, 7 3 5 

3 4 1 0 6, 1 0 8 6 2,7 3 5 

3 5 1 1 6, 0 0 9 6 2, 1 7 2 

3 6 1 7 5, 8 0 3 1 1 7, 0 8 3 

3 7 1 4 5, 4 0 0 8 5, 0 9 0 

38 2 1 12,204 1 5 9, 4 0 5 

3 9 2 2, 0 3 7 4 1. 3 0 1 

4 0 4 4 1 8 4 3, 0 1 0 

4 1 3 4 1 5 8 2, 8 7 1 

4 2 4 6 0 8 ？ 2, 9 0 9 

4 3 6 1. 7 0 9 8 3, 1 2 8 

4 4 5 2, 1 3 0 4 1. 2 3 3 

資料は表2-10と同じ
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表2-13 高知市κbける 19 7 0年 10号台風による被害

合 書f 全 穣 流 失 半

世帯数 人 員 世帯数 人員 世帯掌 人員 世帯数

針 37,143 114,6 8 7 388 1. 1 0 4 2 5 13,530 

（小針｝ 25,4 54) (7 4,7 0 6) (2 0 0) (54 0) ( 2) ( 5) (11.872) 

旭 街 1,0 99 3,369 226 

上 街 717 2,2 82 97 

小高坂 1.057 3, 1 8 5 1 0 31 90 

高知街 1. 1 3 9 3,32 3 1 1 98 

江ノロ 6, 26 0 1 8,2 2 9 2 1 60 2,591 

北 街 2.2 0 5 6,286 63 1 6 0 1.647 

南 街 1, 51 4 4,2 51 2 6 1.1 2 9 

下 知 3,2 1 4 史773 15 33 2,8 33 

潮 江 8,249 2 4,0 0 8 88 249 2 5 3, 1 61 

｛小計｝ 11. 6 8 9) (3免981) (1 8 8) (5 6 4) ’1. 6 5 8) 

朝 倉 1.9 2 4 7, 2 8 6 30 96 86 、
鴨 国 1.22 4 4,2 4 6 1 0 31 159 

初 月 2,375 7, 9 3 8 4 12 37 

奏 468 1. 4 7 6 5 20 27 

一 宮 2,07 3 6,6 4 1 1 9 43 26 

布師団 311 1,0 0 4 2 1 1 26 

高 須 466 1,5 85 35 1 07 360 

五台山 794 2,88 3 :i 1 7 173 

一 星 417 1, 411 1 6 46 1 61 

浦 戸 468 1. 56 0 33 92 35 

みませ 380 1.3 2 7 2 3 280 

長 浜 789 2,62 4 27 86 288 

｛注） 現地調査は8/2 5～8/ 3 1の間
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｛高知市ゼロメートル地帯防災会雷鳥 19 7 0) 

譲 床上浸水 尿下浸水 一部破損

人員 世帯数 人員 世帯数 人員 世帯数 人 員

0.9 1 8 4,163 2,7 4 8 5,9 64 18,158 13,09 6 41,7 5 4 

(5,3 85) (2,7 3 5) (7,921) (4,8 6 6) (1 4,4 2吋 ｛広77 9) (1 6,4 2 7) 

702 2 9 87 1 2,6 5 8 

287 620 1,9 9 5 

264 87 261 870 2,6 2 9 

2 95 122 341 693 2,02 9 225 657 

7,6 2 0 1,384 3,9 6 5 1,9 3 5 5,72 3 32 9 861 

4,60 7 127 414 302 963 66 142 

3,2 31 183 5 04 122 33 3 78 177 

8,685 187 54 9 94 2 88 85 218 

9,6 94 732 2,14 8 1.6 3 1 4,822 2,63 5 7. 0 9 0 

｛丘533) (1,4 2 8) (4,82 7) (1.0 9 8) ｛，三73 0) (7,31 7) 。5,32乃
268 1.8 0 8 6,922 

523 1,055 3,6 9 2 

1 51 52 0 1.850 1.8 14 5,9 2 5 

78 402 1.263 3 1 102 3 1 3 

81 54 1 7 5 24 5 6 91 1.729 5,6 51 

94 24 74 37 148 222 6 77 

1.2 0 9 3 1 0 68 259 

604 4 29 1.572 4 1 14 6 1 4 6 544 

525 11 9 409 8 1 277 40 154 

1 1 1 :t 72 5 51 37 109 1 9 1 69 7 

？？？ 5 1 7 35 1 18 58 190 

8 90 220 756 7 1 289 183 6 03 
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表2-1 4 高知市付近低地商S<D水準点の変動量

水準点番号 等級
昭和28年平均値 昭和44年率均面

変 動 量
｛麟日22年期目） ｛昭和39年期。

m -m 皿

5 0 0 1 1 5. 9 1 7 2 5. 9 9 7 0 +o.0798 

5 0 0 2 3.0067 3.0819 +0.0752 

5 0 0 3 1 0.5003 0. 5 7 1 7 +0.0714 

5 0 0 4 1 1. 2 6 2 2 1. 3 2 9 4 +0.0672 

5 1 8 1 1 4. 0 0 5 5 4. 0 9 6 7 +0.0912 

5 1 8 2 1 0.7789 0.8665 ＋乱 08 7 6 

1 0 8 8 0 1 1. 6 3 2 2 1. 6 5 2 0 +0.0198 

表 2-15 東京低地の 0メートル地帯の拡大

単位 Krrf

年 面 積 出 典

1 9 5 9 ca , 3 a 中 野

1 9 6 0 3 5 • 2 都土木技研

1 9 6 1 3 6 • 3 都土木技研

1 9 6 2 3 7 • 1 都土木技研

1 9 6 3 4 1 • 2 都土木技研

1 9 6 4 4 4 • 2 都土木技研

1 9 6 5 4 5 • 3 都土木技研

1 9 6 6 5 0 • 2 都土木技研

1 9 6 7 5 7 • 6 ’都土木技研

1 9 6 8 5 7 • 8 都土木技研

1 9 6 9 6 4 • 1 都土木技研
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表2-1 6 高知市t'C~＇ける農地の水準点の変動

測点、必 昭和26年真高 昭和27年真高 昭和28年真高

一一m m 
コ32 4.2 3 7 5 4. 2 1 0 4 

コ31 1, 3 7 8 5 1.3719 

コ30 1.9740 1.9889 

コ29 2.4800 2.4 6 6 4 

ヨ 1 2~0 0 9 2 1.9995 1.9844 

コ 2 0.5747 0.5715 0.5514 

:::? 3 -0.8028 -0.7790 -0.7940 

コ 4 0.4772 0.5144 0.5218 

コ 5 -0.6036 -0.5770 -0.5963 

コ 6 0.5871 0.5887 0.5941 

コ 7 6.1579 6.1319 6.1383 

コ 8 a 4 9 6 2 a 5 o 2 5 a 4 8 1 8 

コ ？ 1. 7 2 6 2 1.7512 

コ10 1.1431 1. 1 6 0 3 1. 1 4 7 9 

コ11 5. 5 7 0 1 5. 5 9 1 0 5. 5 7 9 7 

コ 12 1.7681 1.7942 
L.ーー一ー

ョ13 1 1, 2 6 4 2 11.7701 11.2506 

:::? 1 4 史83 2 1 9,8484 9.8197 

コ 15 3.1314 3.1389 

コ16 7.4196 7.4399 7.4361 

コ17 1 1. 0 5 3 9 11.0606 11.0636 

比島三角点 0.0635 0.0446 
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第5章 東京下町l'Li>＂ける構造物の耐震問題

1. 構造物の地震被害と地盤の関係について

地震時に構造物が被害を蒙る原因を大別すると凡よそ次の様である。

w地盤の振動との共振l'Lよる場合
(2) 地盤の変動、性状変化Kよる場合

(2）ー 1 地すべ夕、地表の不規則変動、地割れ等K起因する場合。

(2）ー 2 地盤情IJ性の低下、圧密、砂質土の液状化現象等K起因する

場合。

以上、簡単にまとめた構造物の震害原因とその様相Kついて、東京下町

の場合を考えてみる。

東京下町の地盤は広域K亘って軟弱念沖積層が推検し、その厚さも大き

い．殊K海岸部や荒川沿いは3Dm乃至4Omtc達している。

したがョて地盤の卓越周期は山の手地域K較べて長い。大正12年の関

東大地震の眠下町では木造家屋の被害が山の手K比しはるかK多かった。

その理由として木造家屋は煉瓦進、石造K比し国有周期が長〈、層厚大念

る軟弱沖積層のためK優勢と念った長周期地震動と共振作用を起したため a

と説明され、上記の（I)の場合K相当する。とのよう念共震Kよる場合、構

造物の破壊程度は大破擦の様相を呈するととが多い。

一方、前言C(2）の原因Kよる被害も少ぐ念レ、。梓K軟弱地按にかける剛構

造物の被害は不同tt下、あるいは不同沈下Kよる半壊の様相を呈ナる。関

東大地震の際の下町の煉瓦造、石造、コンクリート進等の被害の多ぐは不

安定念海成粘性土及び表層砂質土の性状変化による支持力低下K起因する。

1964年新潟地震の際の新潟市t($＇ける鉄筋ヨンタリート造構造物の大被

害は砂質地盤の広範函にわたる液状化が主原因であれ被害構造物の多〈

は構造的Kは無傷のま L大き〈不向沈下を生じた。との震害状況は、構造

設計K対する従来の考え方への重大念瞥告と念った。す念わち耐震工学の

発達は構造物それ自身の耐震性を高めはしたが、地盤及び基礎K対ナる配
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慮が欠けていた。現在Ki.~いても念事ヘ基礎グイの設計の多〈は鉛直支持

力のみK対して念されている治、東京下町の多〈の地域は常時地盤沈下が

進行して:1>~b ...その様念条件下Uてある支持グイ構造物は周囲地盤f,tT下のえ

めK、総造物下底と地盤面＠間B亡すき聞を生じ？？ている。’包む状態で地娠を

うけると、支持グイ頭部拡大き念明断力を負担せねばならずψ土配殻脅す条

件Kよる基礎グイは容易K破壊されてしまうであろう。

叉地盤沈下地域tてかける地下埋設管は常時、変形を強制されている治、

地震時Kは上記の各種の強航力がそれK加算される。特K構造物との接続

部は既往の地震の除、良質地盤地域Ki>"-いてさえ、しばしば破壊されてい

る。

以上Kがいて既往の大地震Ki>"-ける構造物の被害と地盤との関係、及び

東京下町K於ける構造物基礎及び地中工作物の耐震性K関する具体的念問

恵点の例を示した。

とのようK構造物の耐震性は地盤や基礎構造との相E関係Ki>"-いて論じ

念ければ念ら念い。然るK地鍵や基砂構造の動的性状は地上部構造のそれ

K比し一段と複雑でその解明は至難とされていた。しかし地震被害の多い

軟弱沖積層地帯Ki>"-ける捗造物の耐震性の究明は東京その他の都市Ki>"-い

て重要課題として採り上げられてきた。一方最近K到り地下鉄、高速道路

の建設工事が大規模K行われ、 ζれらの工事K伴い多数のポーリング資料

が系統的K得られるようK走ってきた。とのよう念社会的要求及び都市開

発K伴い地童書帯成が組絡的K把揮し得るようK念りつ Lあるとと hあいま

って、次fて列挙する研究側の体常1：は序々 Kとの移雑念問頼を明らか忙して

ゆ〈であろう。

(I)智子計算殺の発達Kよりランダム波動を扱う振動方程式の解法が容

易K念ってきた。

(ll）主として地球物理学関係の諸学者の努力Kより、地中地震計の開努

が一段と進み、計算と針演j結果との比較検討が出来るよラK念ってきた。
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(m) s波の発生手法並びKその計測九解析手法が研究開発された。

とのよう念すう勢の中で、各方面t'C$＇いて地盤の振動性状の研究が取 b

組まれている。

象者の研究室t'C$＞いても本研究の方向K沿うものとして次の如き研究報

告を発表すると』もK現在研究を継続している。

(1) 小高昭夫、望月利男他江戸川区研究グループ：江戸川区K於ける構

造物の耐震性、

(2) 政尾事、杉本三千雄、石田昇：地盤、杭、建物達成系の伝達関数の

そデル実験的研究、

(3）三浦賢次：地震時杭K生ずる応力分布、

(4）桑折能彦：地盤、杭、建物連成系の振動特性の理論的研究、

(5）望月利男他：東京下町の各種i地盤K対する曲噴点系のレスポシスス

ベクトルの研究、

本研究室K於ける~上の研究は耕造物の地震被害の原因を基礎、地盤と

の相互関系t'C$＞いて解明し、現耐震設計法の弱点を楠わんとするものであ

る。

2. 東京下町地盤の地震時の特性について

2 -1 周期特性と増巾特性

ζの節Vて於いて述べるものは主として上軍筆者らの研究と節朱K示す嶋

E駒）及び中野氏伶mの研究報告tてよる。
嶋氏政資京下町を横断する地質断面図をもと Lして、現在までK得られ

たS波の速度を用い、地震時K拶特される卓坦周期の図をつ〈った。図は

地替の鋤貴書店、書写スベクトルの第1ピークから見出した第1次卓越周期のみ

念らず第2のピークから見出した第2次の卓越周期の図も示している。と

れKよると第1次卓越周期が長＜ 1. 6秒以上の地域は荒川と隅田川の聞の

海埠沿いの区域及び荒Jlltc沿って帯状K北上して存在している。その地域

の外側tc1. 2秒～1.6秒の地域が（7)tc示めされている荒川東部の妙見島谷
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沿い及び荒川西部K広〈存在している。その他の荒川、隅田川K開まれた

地域及び江戸川区中部拡大凡そ0.8秒、ー1.2称、江戸川北部、丸ノ肉、日

本橋、銀座方面は 0.4秒程度の処が多い。

第2次の卓章旗周期の値は第1次の値の豹告と念って$－ ！：＞、例えば第1次

の卓越周期の値が1.2秒の処は第2次の卓越周期が0.4秒K念っている。

一方筆者らの地盤の地震応答解析の研究結果では上記第1次卓越周期が

1. 6秒以上の地域では大凡そ1.0～ 1. 8秒の地震波K対仏応答倍率α＝

帥表振巾／洪積層下底への入力振巾）は4.5～ 5.0、 1.2秒～1.6秒の

地域ではα＝4.0～ 4.5、o.8利.......1. 2秒の地域ではα＝3.0～ 4.0、丸

ノ内その他0.4秒程度の地域ではとの 1.0秒～1.8秒という長周期の地震

波K対してα宇 2.5～ 3.0と低い増巾特性を示したが、地震波の周期0.2 

秒～o.4秒のαは他地域K比し最も大き〈大凡そα＝5.0～ 5.7傍K遣し

た。以上の嶋氏の研究Kよる地域区分と筆者らの研究結果の対応は計算条

件等が若干異念るため、厳密にいえばそのま』では対応し念い点もある治、

大凡そ東京下町の地擦の周期特性、増巾特性は上記の値程度といえる。

一方、関東大地震の襲警の状t究から考察するK前述の如〈下町では木造

家屋の被害が多かったが、金井氏等Kよると中でも 0.4秒の卓静周期付近

K震害の板大があるとしている。とれtてついて嶋氏は次のようを内容を述

べている。「第1次卓が周期が0.4秒である沖積層の厚さは 1Orn前後で

あるからそれより沖積層の厚い処では共振の周期から~れるから、むしろ

被害は小さ〈在ってもよいはずである。しかし現実K江東地区では、沖積

層の厚さが30～ 4 Om近いのUてもかLわらず大きを被害をうけている。

沖積屑の厚きが30mの処は第1次卓棺周期は 1.2秒で木造家F震の固有周

期0.4秒とかけ離れているが第2次の車静周期は0.4秒で木造家康の周期

と一致している。との2次の共振を考えると沖積屑の厚きが30～ 40m 

で木誼家屋の被害が大きいととの説明がつ〈。」

木造家屋、K限らず低層の建物はその第1次固有周期は一般l'L0. 4秒ある
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いはそれ以下であるから丸ノ肉、日本橋、銀座方面す念わち第1次卓越周

期がo.4秒程度の地域では第1次共振で被害をうける。上記の如〈下町の

大部分の地域ではその第1次卓越周期は1.2秒～1.6秒であれ地盤の第

2次卓越周期は0.4～0. 5 3秒であるから、低層建物は2次共振で被害を

うける。筆者らの行った前記応答計算結果でも下町全般Kわたb地震波の

周期o.2～0. 4秒の短期期K対しα＝5.0内外のピ圃ク値が表われてbb、

との値は丸ノ内等のα＝5.0～5.7＼＇（比較すればわずか K低い。す念わち、
東京下町t'C:Jo＇いては低層建物 K対しては2次共揺、比較的高層の10数階

の建物K対しては1次共振が問題K走る。

2-2 沖積砂質士、粘性土の振動性状

筆者らの江戸川区の研究（文献1）及び、地盤襲、大崎願彦氏らの調査

研究Uてよれば、東京下町の沖積砂質土も地震時K液状化する危険のあると

とがわかった。前者は江戸川区内で彩取した砂質土を種々の密度と上載条

件で振動実験を行い、同方法で実験した新潟布の砂、重量糟の標準砂と此験

した。その結果、江戸川区の砂層ktiーその粒度構成よりみて地震時に液化

する可能性を有するものがあるととがわかった。しかし念がら、その層厚、

存在深さ等を考えれば少〈とも新潟布の被害密集地械の砂層K比しその危

険性の程度は阿一規穫の地震動K対しては少いと結輸した。一方、後者はー

関東大地震の際の記録、試型車、新潟地鰐の棋の資料と江戸川区の砂質土の

比較等から危険地域を地図上K示した。いずれKしても、一定規模以上の

蝋携の隣Kは東京下町の各所で砂照が液状化現象を生ずる危険性はある。

一方滞感，粘性土の地鰐時の性状Kついても量存者らは文献1）の研究で、実

京下町の海成シルトを彩取して援劃実験、を行った。それKよれば、 20 0 

g&1.5 0波加振Kよる 1軸圧縮強さの値下率は 1D ~程度であれ文、

剛性率の低下も 15~程度とわずかであった。

しかし念がら東京下町の各地域の粘性土障害の中Kは実験K供したシルト

よりはるかK不安定念粘性土が存在する。大麟氏は鋭敏比Uてよ b粘性土の
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支持カK対する安全霊艇を変えるととを提案されたが、その鋭敏比でみて

1 5以上の粘性土も沙諸念b存在する。とれらの不安定念粘性土が大地震

時に塑性化あるいは流動化する可能性はあるといえよう。

以上砂質土及び海成粘性土の地震時の挙動Kついて若干述べたが、現

在の地盤振動解析の理論手法では土の塑性化後の性状を適切に導入して解

析する事は困雛であ弘前記2-1の結果も蝉佐範囲、かつ粘性を鮒児し

た値である。粘性を導入すれば軟弱地盤！＇（ $＞－ける短周期の応答ピーク値は

もっと下るはずであるが、その点tてついては現在研究をつづけている。

(6) 嶋悦三：東京下町K辛子ける地盤の緩動性状、地震研究所業報 Vol 

4 7、19 6 9 

(7）中野尊正、門村浩、松田磐余：東京下町地層断面図、

3. 東京下町における構造物の振動特性について

3 -1 レスポンススベクトル解析

レスポンススベクトル解析は地震波等のランダム波の性質を掛ぺ、耐震

工学上、対象とする任意の閏有周期の椅造物の側蝉動を種々の地熊及び

地震動K対し予測するためK行った。す念わち粘性減ヨ貨をもっ1質点系に

各種の地慢波を作用させた時の最大加速度、速度、変位等を求め、 1質点ー

系の固有周期とのw；係で表わしたものである。結果を要約すれば、次のと
$>-bである。

( I ）変位、速度、及びペースシヤースペクトルのいずれに関しても短周

鍍構造物れ剖習有周期0.1～o. 8 sec. ) tc:対しては効能の差異Kよる各
最大債の差異は明瞭Kは見出され念いが、丸ノ内等対童書の良い地区が下町

地区より大き設備と念るととがしばしば智められた．

(ii）長周期哲造物K対しては地懲kてよる各最大俸の善要がか念り明瞭K

見出され、婚盤の悪い地区傍1次卓静周期1.6秒以上｝が最も大き〈、

以下1.2帯ド1.6秒の地区、 0.8～1. 2秒の赦区、丸ノ内等（0.4秒） ;ti 

最も小さν、
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(ill）速度スペクトル館、ある周期以上では応答値が一定化する傾向があ

b、地盤による差異も最も明瞭であるため、とれK着目し、伊！として

TAFT CALIF、 1952N-S地震K対するもので云えば大凡そ次のよ

うである。短周期構造物Kついては（I）で述べたと幸子りであるが長周期

構造物伏凡そt0秒以上） tL関しては、第1次卓越周期t6秒以上の地

区での応答備は丸ノ内地区等の値K対し20～30~増し、同じ＜ 1. 2～ 
1. 6移め地区では10～2 0僑増し程度K念ってbb、粉造物の耐鴛設計

K於いては、とれを考慮する必要がある。

以上、レスポンススペクトル解析は東京下町(lr::~ttる拡造物の振動特性

を極めて大づかみK把握するためK行ったものであるが以下K蒼ヰ鴇造物

を具体的Kモデル化し計算した結果等を示す。

3-2 地務、抗、建物連成系の振動特性Kついて

最近の傾向として江戸川区、江東区等の地替の悪い地区tLi?いても土地

の高度利用や防災的見地から 10獄階あるいは20階程度のか念b高層念

アパートその他の不燃建築が態ち始め、さらK近い将来の計画としてとの

傾向が挿し進められていると聞いている。との程度の百訴さの建物の第1次

固有周期は基礎固定として0.8秒、1.5秒位と芳えられる。文、基礎は支

持杭が一般Kは用いられよう。量産者鎮の研究室では文献（4）に於いて地上

1 0階の襲撃qw，を例として軟弱地盤中の支持杭の長さが1om、20m、

3 Omのそれぞれの場合Kっき、欝物の基礎間定と仮定した場合の葬5次

さでの回有周期tL対して杭を有する場合のそれがどの春彦長〈念るかを明

らかK した。それUてよると杭長~I婚すK したがい周期は長〈念 b、基~~

定時の数割から5害IJ程度長〈念る。基礎回定時の周期は比較的容易K賃：定

できるので杭長tてよる修正を行って正確念債を求める。基it聞定の建物の

1次固有周期を知って2次以上の高次周期を推定する式は筆者の研究で

Tn= (0. 7～o. 8) T1 /N  

と ~tて T1 : 1次固有周期
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Tn:N次固有馬期

N ：振動次数

という簡単念公式で求められる（文献（8))0 と』でも第1次周期K1'-じて

杭長kてよる修正を行う。か〈して杭を有ナる建物の第1次、第2次回有周

期を正確K推定する。

一方地盤の第1次、第2次の卓越周期は前述の如〈明らかKされている

から、両者す念わち構造物と地盤との周期が念るべ〈外れるよう配慮すべ

きである。

3 -3 析K生ずる地震時応力分布

前述せる如〈支持杭の設計は一般K鉛直荷重を対称として行ってb夕、

地震時K杭K生ずる応力や土圧は明らかKされてい左い。そとで筆者等の

研究室では数年前より任意波形発生振動台Kよれ半無限弾性体と等価念

土中の基礎杭の接動時の挙動を模型実験的K研究し、文献（2入（3lK記して

いる。す念わち文献（2）では地盤、杭、建物道．成系の伝達関数を求め、その

較と零点の移動を見て、地重量とのかねあいで杭本数、軸カ、剛性等の適当

念増減をはかる方法を界出し、文献（3）では種h念る軸力の加わった杭K生

ずる振動時曲げモーメント、せん断力、土庄分布を求め、地震時K杭K生ず

る曲げモーメント、せん断力断書3Om存度の堺合で杭頭から告をでの

部分に生じ、土庄はクイ裏付近が最も大きれ杭下端付近がとれK次ぐと

とがわかった。

東京下町で析募艇を採用する：惚令、鈴直荷重忙対して芳照するだけで念

〈、地盤沈下Kよる杭：頭部付近が露出の状熊で地震カをうける可能性が大

きい壊、地寮時の析の応力介布を考粛する必夢が忘る。

(81 田治米辰i1t：重層重罪築物を質点系K:.Iら‘きかえるが合のパネ常数比K

~する研究。

日本建築学会静文報告集、 57号19 5 7、7、
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4. 地下埋設管の問題点とその対策について

4 -1 現行設計法の基本的問題点

既設埋設物は静止した土中K設置された管が平面状態Kあるものとし

て、一つの断面内の応力解析によって設計されている。いわば実際の条

件をほとんど考慮するとと念〈、仮空の条件K依存している。今までの

事故例をみるとその多〈は設計条件内の断面計算の菌から検討しうるも

のでは念仏現在の設計法tc:l.>いて安全率を大き〈するととによって防

げる種類のものでも念い。とのよう念設計方式が成立してきたのは、条

件を単純化するモデル化の過程Kあるのである沙えその際設計化しやす

い要素のみを無意識のうちK完式化し、今までの力学系Kあてはめtc< 
い要素をタナ上げしてきたからである。との傾向は設計者と施工者の分

断Kよって加速された。とれが地下埋設管の設計法の基本酌念間続点で

あり、以下K茶千具．体的K現行設計法の問題点を示しその対策を考えて

みる。

4 -2 努形条件K関する問題

国体力学では力のつb合いが義本であb、応力Kよって境界条件が与

えられる場合が圧倒的である。そのととを背景としつ h、地盤内!'Ci≫い

て土の雰形状酵を表現する方法が念いととから、周囲の土が管K及陪す

作用を力K排貸して解析をす弘めざるを得堆い。

コルグートパイプのようK終狭Kたわみ性の大きい管では、明らかK

変形景が規制要因と念るカz、他の現舎は管K生じ。ている応力を菅↑貸し、

それを材料の性質Kよって与えられる許容応瑚内帥きめようとする。

し：かし、管への作用力拡管と周聞の土との相対安位KよってSたるもので

ある以上、現在の設計法のいう、新重がわかれ目管の応力が計算できる

というのは何もいってい念いK繁しい。

荷重は土の性質がわかれば自動的K決るものとしては念仏埋設条件、

施工条件、地表の状態、地質条件等身Kよって左右されている。したが
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って、土質力学内そ1念意味では相対変位置が与えられた場合の管への畿荷状

態を知るとと（地盤反力酌念もの） l'C ~る治、その相対変位の大きさと性

質を知る事は頭在の力学系の中tては包摂し~いものである。

地震時Uては、たとえば、震度法は地長を力K変換するものであるカミ、地

震の際の埋設管の挙動は、あ〈までも土と管との相対移動であって、それ

K力として耐える管の殻晋↑は無恐であろう。応答Kよる解析も地盤の定常

酌ランダム振動を問題として、地盤の全体的シフトは全〈考慮K入れられ

てい念い。

以上、変形条件の設計への導入は現状では不明念点が多〈ほとんど不可

能である。

4-3 軸方向の問題

4-2が特K問題K念るのは長手方向の問題、す念わち管をピームとし

た取扱いである現在は接手K工夫が念されているが不十分念ものである。

連続支持の場合だけで念〈点支持の場合でも、支持点相互の関係が不明確

でピームとしての設計は仮担の条件Uてよってい広と恩われる。地盤沈下念

どKよる不同沈下Kよって幸子の軸綿は鉛直面内で轡曲するが、それを量的

K推定する方法は現状では念いといえる。構造物との接合都では必らず段

違が生じると芳えられ、ジョイント等に特殊：念工夫が必要であろう0 ft ~、

大口径の本管では念〈サービス管であるととが多いので変形K対する適応、

併は得やすい。

地震時・l'C紋章F直面内でのずれと水平方向のずれが動候内fてさをじ、地割れ

と君！って黄色表K甥われる。地震力の位相のずれ忙よって、管は横波、縦波

をうけ』らととK念る。とのとき管K作用する土圧はそれほど矯加し念いと

思われるし、地鮮の振動本一応推定するととは出来る。し：かい地盤K塑

性変形が生ずる場合は、地盤内で管が泳ぐ状態と同じK念り、設計荷重の

お〉倍のカが作用する。多〈の場合管t土地盤とともに動いて破壊されるであ

ろう。鋤創れをまたいで建っている帯造物K生ずる明瞭念破壊の跡と同様
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念ととが当然土中で生ずる。とのよう念局部的念有限変形K対し埋設管

を設計する手段は当然考えられまい。

4-4 当面の対策

既設の埋設管Kついて防穫貨を鱗じるととは極めて困難である治、新

設管Vてついては次のととが考厳されねば念ら念いであろう。

少〈ともガス、石油念どの可燃性流体や有事態物質の輸送系を市街地に

建設する場合は不可欠である。

(1）埋設の可否

用地取得の困難をさけるため、道路等の公共用地の下K安易K管路を

設置するととは考え直さねば念ら老い。市街地の地中を危険物の貯蔵所

Kするととは革めて危険であって、安全性を高めた設計、施工を行う念

ら、コストの上でも埋設した方が経積的かどうか疑問が多い。市街地の

地下の意味を再検討して、安易念麓設は行うべきで念IAo

(2）導洞方式の採用

管路の埋設は原則として導洞方式をとらねば念ら念い占常時t($－いて

過大念変伎が生じてい念いかどう沙、流体のもれやジョイント部の点検

念ど定期的K行い、常時保守の完全を異けるには、全静パトロール可能

念状態K置〈必要がある。地震時tr:$－いては当然不測の過大念豪位が生

ずる可能性が高いから、導洞の局部的被援が管体K置接影響し念いよう

念支承方式を採用する。限度らU:の力K対しては水平方向にずれるとと

が冒T俳であると治、 §l!!>j宮方向Kもパネを介して支えるとかの工夫が必要

と念る。

(3) 積雪↑と施工の一体化

すでK述べた主う念不明確さを抱えた埋設管K対して、静香十の標準イヒ、

監督の画一化、続工の分断化をすLめる念らば、技術者の感覚と対象の

挙動との距雌は一層ひろがb、切bすてられた条件は必らず事故を呼ぴ

起すであろう。したがって、設計者が現場で直接監督をし、施工者Kあ
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つては分断した下請を禁止して現場責任者が直営で工事を進めるようKし

左ければ念ら念い。

条件の数量化や基準の精密イtl'Lよって地下埋設物の安全を確保しようと

する念らば逆の経果を招〈であろう。

現場を生きものとしてとらえ、設計方針と現場判断とのたえざる交流を

確保するととが必要である。

5. 東京下町にお廿る構進物の耐震設計に関する若干の考察

5 -1 耐震工学的見地からの地階の意義

沖積，層Kよる地E三波の増巾Uてついて若干前述した。それKよれば地震基

盤の振動K対し 5～ 5 倍程度で~.!J ＇＼嶋氏は沖積層の厚さとは無関係K、

洪積地盤が地表Kでていると ζろと比較すれば、ほほ5倍程度K走ると述

べている。何れKしても沖積層地表での構造物は洪積層地盤K対ι5倍以
上の応力や変形を予期して計画すべきである。

とhで沖積層地盤Ki>・いて地下階を設けるととの利害得失を耐震工学上

の立場から齢ずる。地階が 1階だとその下底はGL-Sm位、 2陪だと－

8m～－ 1 0 m位K念る。したがってそとでは地震波の増巾がそれ程大き

〈念つてはい念い。特K短周期地震被の増巾は地表付近Ki>・いて著しいと

とが筆者らの研究でわかっている。との点からいえば地階を設けるととは

有利である。文、殺造物の援要望1減衰性が一般K構造物地下部が深い春大き

いという利点もある。一方地下部が深ぐ念ると増巾された地震波が領iJ方よ

b多〈入力するようK念り不利とも見える治、接巾の大きい地察波の多〈

はコンクリートの地下壁K直角K入射するので土とコンクリートのインピ

ーダンス比が大きいととKよる反射が大きいものと京、われる。

更Uて、触重量沈下十てよって禁物下底Kす・き間が生ずる可酔性を有する場令

の碁欝杭の舟険性は前述した治、地F舎が存在する場合、地下壁の水平抵抗

は杭の負担を著し〈低減する。文、昭和39年新潟地震Ki>-ける川岸町の

アパートの被害をみても、地下の存在が建物の安定性K大き〈寄与すると

5回 12 



とは明白である。

以上、地階の存在は耐震工学的Kみてか念b有利といえる治、軟弱地盤

地域l'C:l>-いて地階の建造を極めて困難Kしている諸問題がある。例えは、

出水時K地下K水が浸入するため使用し雛い。深い根切り工事を行うと土

の流動、水の流出を伴い困難で費用がかさむ等である。との点は都市排水

施設の充実、根切b工法の研究等を進めるととKよb切bぬけるととがで

きると考える。

5-2 地盤変動K対する斡造計画

東京下町では平常時tc:l>＇いても学校建築の如〈、平面形が長大、あるい

は地中応力の集中しやすい凸凹形状の建物は不問沈下のため壁体K亀裂が

入ったり、棟と棟との接続部や隅角都K相対変位を生じて不都合を生じて

いるものも少〈左い。

地震時Kは表層砂質土の液状化の問題、海成粘性土の支持力低下等のた

め、との傾向が顕著と念b、大被害の主因K念る可能性がある。 ζれを防

〈・Kは板めて当然念事ではある治、

(I ）地態調査を充分K行い、地中応力集中が生ずる部分K於いても十分、

地耐力K安全度があるととを確認するとと。

(II）学校建築の如〈、段階的念増第の避けられ念い葱集は当初からバラ

ンスの良い耕造計画をたて、精進上、弱点と念る部分をつ〈ら念いようK

する。

(Iii）液切念基礎を還定し、同一純造内で異積の基礎を採用するととは厳

K避けるe

J;.J__上が主として鉛置方向の支持力低下K対する常造計画の基本条件であ

る。前述したようK地震時tてがける地盤の挙動仕来だ不明念点は多いiJt、

新潟地震の際、大被害が集中した地域Uてあっても、杭基礎等が適切K配置

されていた建物は大き念不同枕下は免れて辛子れれ造計磁l'C$＞いて上配基

本原則を十分ヨ考慮する事は最低限、必要念ととである。
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次で、大地震の際、窓めて強大念力で~造物を破壊する現象として地と

りが考えられる。との地盤変動現象K対しては特K大スパン大架栴構造物、

長大念楕造物が問題K在る。例えば新潟地震の除、信濃川付近の表層近〈

が川K向って地主b現象を起したLめt亡、当時新し〈出来たばかbの鉄筋

コンクリート造体育館治、いわば足もとが号｜き裂れたともいえる裂で大被

害をうけた。す念わち、とのよう念大スパン構造物は構左つ念ぎ梁で柱脚

を緊結するととが困難念ため九地盤変動K対して弱い失点がある。対策と

して考えられるととは土間スラブの活用であろう。従来土間スラプは常時

K亀裂が発生して下から水が入ってと念いよう、つ念ぎ梁等とは縁を切っ

て軽微念配筋が念される程度である。との考え方を改め、特K大スパy構

造物の土間スラプは厚さを増し、かつつ~ぎ梁と充分緊結した配筋を行い、

引張り抵抗を持たせるべきである。とのよう念配慮は軟弱地盤地域tc~＇い

て特K著しい地表面付近の複雑念変動K対しても有効である。 ζの他Kも

構造物の柱脚を緊結、一体化する方法は種々考えられる治、水平、鉛直い

ずれの地盤変動に対しても充分考慮する必要がある。

6. まとめ

(1) 構造物の賓害原因を大別すれば次のように念る。

(I)地盤と構造物の周期特性が近いか、一致するととUてより共振現象を

生ずる場合。

(ii）地盤の変動、性状変化Uてよる場合。す念わち、地すべり、地衰の不

規則変動、地審1・れ、地盤剛性の低下、液状化現象等、

東京下町の大部分の婚披では木造家屋及び基礎が充分考慮された高層建

物では（I)が、叉、比較的低層の鉄筋コンクリート造等剛念構造物は主と

して（ii）がそれぞれ最も問題K念る。

(2）東京下町地盤の地震時の特性

(2）・ 1 周期特性、増巾特性による地検分祭。

(a）第1次卓越屑期Tf = 1. 6秒以止を長〈、大凡沖積層深さが3Omを
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越える地域で特K長周期の増巾率α＝｛地表振巾／洪積層下低銀巾）が最

も大きくα＝4.5～5.0とtcる。

。b) T fは1.2秒～1.6秒と（a)tc:つぎT1が長い沖積層深さは大凡
2511l内外の地域、長周期のαは4.0～4.5程度であり、下町で最も大き
念地域を占める。

(c) T 1=0. 8秒～1.2秒、沖積層深さは2Om内州、長期のα＝4.0

程度の地挑

(d) T 'J. = o. 4秒～0.8秒、沖積層深さは 15m内外、長期のα＝3.0 

～4.0の地域。

(e) T 1=o.4秒以下、沖積層深さは 1om以下の婚城、とれはか念b

良い地盤K属~下町ではわずかの地裁しか存在せず、地震動も短周期が

問題K念る。短周期のαは5.0程度と念b、一方長周期はα＝2.5～3.0 

程度である。

品L上、大凡その地域分類を示した治、と hで最も問題K念るのは（a)..

( b）地域であり、下町の大部分の面積を占めている。

(2）ー 2 沖積砂質上、粘性土の問題

下町の多〈の地域舵存在する比較的地表面近〈の砂質土は、その締b方

からみて新潟地震の際め新潟市tc:$＂－ける大被害密集地域 K比較すれば条件

はよい。しかし、よ b大き念地震動を考えれば液状化tてよる被害の危険性

は十介予想される敢械が点在する。特に過去K大地震の経験のtcい砂質土

煙立て地は危険度が大きい。

一方、粘性土Vてついては実験室的Kは振動Kよる強度低下は小さい治、

大地震時Kどう念るかは明確では念い。

（の東京下町l'($＞ける構造物の耐震性と構造計画上留意すべき点

前宮田2）の（a). (b）地域tてついて考える。

(I) 比較的低層の剛念構造物は地盤の第2次卓越周期付近の周期成分の

地震動K対し構造強度を検討する他、特K平面計画k$--H'る剛性、重量分
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布及び適切念基礎構造の選択K留意し、不同沈下等の地盤変動K対処する

ととが重要である。

(ii）高層建物Kついては丸ノ凡銀座等比較的地盤の良い地域K比し、

慎重念構造計画を必要とする。以下K留意すべき点を簡単K列記する。

1. 地階を設け、地震入力を減ずると』もK基礎（例えば杭）の地震水

平力負担を滅しその破壊を防ぐ。

2. 地階の深さ（建物下底までの深さ｝はe草地域ではGL-Sm、(b)
地域ではGL-5m以上が望まれる。

3. 基礎は東京νキ層叉は下部東京層K充分校入し、支持せしむる。

4. 平面計画VC~»いて剛性、重量のパランスをとるとと。

5. 地盤ー基礎ー建物連成Kよる固有周期の伸びを考慮する。建物の高

次の周期特性と地盤の2次の卓越周期との関係も考慮する。

6. 良質地盤地域K比し20～3 0 ~の変形の増大が考えられるため

Ductility Facto rを大き〈すると hもK、サッシユ等のジョイン

トK考慮する必要がある。

(iii）大架橋構造物

との穫の構造物は一般K足がためK問題があり、複雑念地盤変動K対し

それが弱点と念る。土問スラプを 1体化する等の方法でつ念ぎ梁の岡lj性を

補い各柱脚を固める必要がある。

との他、木造家屋等を含め従来いわれてきた構造計画の一般輸は守らね

ば念ら念い。

{4) 地下埋設管Kついて

現行帯計法はモデル化vc~ける問原点、変形条件無視K よって生ずる間

際点及び勅方向変形、力の問!fl"点等実状K合わ念い点が多〈、現在．の埋設

管が地震K際し、名所で不都合を生ずる事は避けられ念いであろう。

したがって今後の新設問癒も含め、当面次のよう左対策が必要である。

(I) 石油、ガス等可燃流体や有毒物質の軌送系として安易念地下埋設管
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の新設は溶けねば念ら念い。市街地の地下の意味を再検討する必要がある。

(ii）管路の埋設は原則として導栴方式をとらねば念ら念い。す念わち常

時点検、全線パトロール可能念状態Kしてbぐ必要がある。

(IH）導洞の局部的破壊が管休を破壊し念いようパネその他を介した支承

を考える。

(N）設計と施工一体化をはかる。

｛回治米辰雄・湯浅欽治・望月利男）
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第 4章河川の都市河川化

1. まえがき

河川は自然体としては、水文学、河川学友どの研究対象と念るい河水

の天然資源としての利用、保全という面で弘、水資源愉の研究対象と念る。

治山治水の菌では砂防学や河川工学念ど古〈からの技術分野が成立して

いる。しかし河川｜の下流部K立地するととの多い都市との関連からみれば、

河川は港湾として河口港の機能を維持いまた河川は都市排水、工場排水

の場としての機能をはたしてきたい今後もはたしてい〈であろう。また、

河川Kは自然機能として、風景構成のー要素としての側面のあるととをわ

すれるととができ念いい発電、通船念どの機能のあるとともよ〈知られ

ているととろである。

ととろ，で、都市地域内の河川では、都市の発展、膨脹とともK、とれま

での河川がもっていた機能の面で変化が生じ、河JIIについての考え方をあ

らため念ければ、都市内の河川を正し〈理解しに〈い面がでて〈るととを

知るべきであろう。とうしたととを理静的K考察するためKは、都市河川

の実態Kついての、自然科学的河川工学的また社会科学的資料を整備する

ととが必要であるう。

河川が都市化Kとも念ってどの主うに変化してい〈かKついては、河川

の水質、水量、利用の5面から考察されてきた。とのうち、水質K関して

は、とoc最近の公害の社会問頼化とともK、広〈一般の人々の注目をあ
つめるようK念ってきた。水量K関しては、河川｜災害との関連tcil-いて研

究されてきた。利用K関しては歴史地理的、地理齢、安通地理的ときKは

政治鍬理酌K、そしてをた水資源輸の立場から技術面を含めた工学的研究

が会と念われてきた。何れの側面をとらえるKしても、都市地域内の河川

は人間的実在としての河｝！！として研究されるべき多〈の未開努の介野をの

としている。都市公害tcil-ける河川水質の汚濁のもつ意味を考えても、河

川の社会科学的研究の必要性を指摘し念いわけKはいか念い。との分野K

4 -1 



関しては自然科学者の社会科学的研究と合せて、社会科学者の河川研究が

必要である。

ととKはまず、働見川流域を例Kとって、水文環境の変化の概要をのべ、

ついで東京下町の内部河川を例Kとって、その将来Kついての考え方をの

ベてゐきたい。前者の地域は開発途上の地紋であ b、後者は都市tL~ける

潤Jllの考え方を根本的K考え念事pしてみるのK好都合念素材の多い地域で

ある。

河川学的研究Kついては丸井の男ljの報告があるので、 ζとKはふれ念い。

｛中野尊正）

2. 開発にともなう水文環境の変化

一一一一鶴見川涜蟻の例一一一一一

都市化の進展Kとも念い、都市的土地利用が拡大すると、地敏内の人間

活動が増加して自然環境は変化させられる。河Jllの性状や地下水の挙動等

を含む水文環境もその＂汐 1では念い。 ,...-

本報告tL~いては、鶴見川の中、上流部（図4 申 1) tL~いて、近年急

速Kすすんでいる住宅地化を主とする都市化の進展治、との地域の水文環

境の変化をもたらす状況を、既存の資料を利用して考察した。

2 ...; 1 都市化の進展と人口の増加

東京、横浜を中心とする人口の集中の結果として、情見川の中、上流域

が住宅鍬として開発されはじめたのは、そう古いととでは念〈、昭和35・

年どろよ bでるる。当時は、東横線や小田急車砲の治線で、小規模K宅地化

がすすめられていたほかは、河川治いの低地は水田に、丘陵地は雑木林と

して利用されていだKすぎ念かった。 3-7～38年どろよれ町田市南部
bよび東横線沿線での宅地化がすすみ、人口が増加しはじめた。 40年ど

ろKは、町田市の丘陵地K大規模念公営住宅団地や民営の集団住宅が建設

されだし、 42年どろよ歩、早淵川下流部や横浜線の沿綿で宅地化がいち

ぢるし〈念った。
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とのとろ、中山、 JII和、佐江戸、新羽の各地区Kは、弱電関係やプレス

業、・飲料等の工場群や、倉庫群の進出がみられた。

4 4年どろまでKは、各流域とも宅地化;tI進行した;tt、特に、田園都市

線の開通Kとも念い、今まで開発のすすんでいなかった丘陵地帯での、斜

面の人工造成Kよる大規模念宅地化が目立つた（図4-2、図4-3）。

各流域tL$－ける人口の増加は、図4-4 tc示したとbりである。鶴見川

流域全体（大綱橋以西）の人口は、 35～44年の 10年間K約2.4倍K

増加している。

2-2 洞Jllの性状の変化

(1）水量の変化

河川如水質を決める要素Kは、流量、汚染、物質の量と賀、河川！の自浄

能力等がある。流量の多少は水質汚濁K大き念関係をもっ治、河川へ放流

される人為的排水は、河川本来の自然流量とは別Kして考え念ければ走ら

念い。自然流量とは、ととでは河川！の金流量から人為的排水量を減じた水

量のとととする。

鶴見川流域tL$－ける人為排水は、上水道起源の家庭排水bよぴ営業用排

水等の都市排水、地下水起源の工場排水bよび農業排水である。

図4-5は、鶴見川大綱橋地先Kかける流雪中K占める自然流量？と人為

的排水費との関係を、各年の水質観測時の流量をもとKして示したもので

るる。流費は日々刻々と変化する値であり、ある年と他の年とを数回の値

をもって流費の変化を齢ずるのはあまり適切では念い。しかい図5のよ

うK自然流量と人為的排水.との変化を比較すれば、両者は逆の関係Kあ

るととが判明する。ナ念わち、 40年9月と 43年7月の毎回演l時tL$－ける

全流量は殆んど同じである治、自然流景の金流費K対ナる割合は、約80 

＂＇から 55'1'へと減少している。農業用地下水排水費が43年7月のみ記

入されているのは、他の調査日はいづれも漕滅期Kあたってい念いととK

よる。

4 -3 



自然流量の減少は、都市的土地利用の拡大Kとも念い、宅地、工場、道

路等の難診透性の地表被覆が増加い同時K、側溝や排水路が整備された

ためK、降水時の直接流出が増加し、地下水として貯溜される量治嚇少し

たため、中間流出が減少したととKよると考えられる。との点K関する詳

しい資料はとの地域Kは念い治、今後、地下水位の昇降K示される地下水

の挙動と降水量との関係の検討や、河JIIの流量を通年的K測定し、経年的

念変化を検討するととKよって、実態を明らかV亡するととができる。

汚染物質を希釈する流水中K占める人為的排水の割合の増加は、人為的

排水自体が汚水であるためK、河JII水の水質の改善Kは効果は少念〈、時

Kは、よb一層の汚濁をもたらす。

(2）水質の変化

ζの流域t'C$＂－ける都市化は住宅地の拡大 Kよって特色づけられている。

したがって、汚染物質は都市排水Kよって供給されるものbよびし原であ

る。そとで、水質汚濁の指標としては、 COD•BOD等の一般的念汚濁指

標とともK、ABS・DO （溶存酸素｝ •NH4-N （アンモ＝ア性室素｝

Cl~ ・ S042 田．τ百d (i続、硬度）等をも採用するのが適当である。 BOD 

bよびNH4-Nは農業用水の汚濁の指標としても有用である。

。）水質の縦断的変化

河川！の水質を水質縦断面図の作成Kょb齢ずる方法は、特定の汚染源を

流域内tてもち、その影響Kよる水質の変化を調査する場合Kは、きわめて

有効である。しかし、鶴見川流域t'C:J'o＇ける都市化は、金流域 Kわたり進行

してbb、をた、河川の汚濁をもたらす人間活動の量や、その行宏われる

時爽l等は不特定である。かっ、河川｜の水質は刻々と変動しつづけると考え

られるから、との研究t'Ci;・いては適当念方法では念い。

事実、鶴見JllK:t.，ける水質縦断面図K示された汚濁の状祝は、毎年大き

〈変化い規則牲は殆んど認められ念かった。

(b）都市化と水質との関係
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との婚域の都市化は住宅地化を主とするもので、人口数幸子よび人口密度

を指標として、水質の各指標との関連性を検討した。

河川の水質は時々刻々と変化するから、 1回の観測値がその年度の水質

を代表するもので念いととは当然である。し：かし、採水の季節、曜日、時

刻等K留意して観測すれば、ある程度の水質の傾向を知るととができる。

図4-6－.図4-7では、人口数bよび人口密度と各水質指標とを、年

次を追ってグラフK記入L,...観測地点どとK線でつ念いでみると、 NH4-

N・c,e-.so~ -0叩 dtL仙て、観測地点どとに相関がみられる。
COD ・ BOD• ABS・日却とついては相聞は認められ念い。各観測地点は、

それぞれ特性をもっグラフを示し、鶴見Jll全体としての相聞はみとめられ

念い。観測地点は、各々その流域tLj;~ける水質の傾向を代表していると考

えてよい。そして、との水質の傾向は、各流域の自然的特性、す念わち、

先K述べた自然流量や河床勾配、それに流域内Ki.~ける都市化の展開の差

異治S、複雑K関係し合って生じていると考えられる。

その例としては、早淵川の吉田橋での観測値をあげるととができる。と

の地点では、人口数や人口密度K対して、－他の観測地点の値と比較して、

高い汚濁傾向が示されている。とれは、との川の流域K$－ける都市化~－、

観測地点の周厨でいちぢるしいとと、必よび、との川は流域面積が小さい

ために自然流量も他の思田川や谷本JIItて〈らべて少いとと等が原因である

と考えられる。

2-3 農業公害から地域公害へ

(1) 農業公害

河川の水野が汚染されるKつれて、鶴男引Ii.＇よび各支流の表流水を引水

していた水田では、水稲の成育K悪影響があらわれた。被害拡、かもK水

稲の背枯や倒伏を生じて減収をまねいたものである。アンモニア性窒素等

の窒素過多が原因である。

3 8年どろ、恩田川上流の町田市南部で、原町田の市街地から排出され
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る都市排水Kよる水質汚濁のためK水田K被害が発生したのを始めとして、

4 0年Kはとの地域全体で6O 1haの水田が被害をうけた。図8は、 40 

年度辛子よび44年度l'C$－ける被害農地の分布を示している。 40年度の被

害面積の 80~は都市排水が原因であれ工業排水K よるものは僅か 2 0 

*tcすぎ念い。都市化の更Kすすんだ44年度Kは被害面積は若干減少し
て58 3haであった。被害面積の減少は、 40年度の調査Kよる被害地の

中で、宅地や工場用地等への農地転用が行念われたととKよb生じた。汚

濁の原因は、都市排水によるものが 65~K減少し、工場排水Kよるもの

は35＊へ増加した。新し〈進出してきた工場群の排水Kよれ新しい被

害農地が各所K出現しているので、被害はむしろ増加していると考えられ

る。

被害地域は、 40年Kは恩回川治岸bよび同JIIと谷本川との合流地点よ

b下流の鶴見川沿岸K多かったが、 44年Kは谷本JIIや早淵JIIへも波及、

拡大して、谷本川上流部をのぞいて殆んど全地区で被害をうけている。

被害をうけた農地では、河Jllの著書流水K依存していた農業用水を、農業

用深井戸による地下水の剰用へと完全K切b替えたれまた、地下水で表

流水を希釈して利用する念どして対処している治人河川水の汚濁はますま

す献し〈念っているので、対策K苦慮している。

(2）地下水の利用増大と地盤沈下

農業用水としての地下水の宋！I用は、灘概期間中K1 5 o日程度行宏われ

ている。揚水量は流域全体で約 13.0 o o ma／日（44年解査）であれ

4 2年どろ堀られた井戸が多いn 井戸は大部分が深井戸であり、地表下

3 0～6 Omの洪積層$－よぴ第三紀層上部より採水している。

工業用bよびその他の用途Kも鍬下水が利用されて:1>'.b、豹12,000 

111'／日（43年調至。を揚水している。採水腐は農業用井戸のそれとほぼ

同様である。

生活用水としての地下水の利用は、との地域の上水道普及率治、横浜市
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港北区で 96~、同緑区で 82~、町田市で 7 5 ~ (4 4年度｝と高いた

めV亡、あま b感んで念い。

工場群は、水質汚濁Kよって被害をうけていた農地の跡K進出してきた

ものが多〈、との地域Kは工業用水道の供給が念されてい念いためK、地

下水の利用が盛んである。

各用途の深井戸は、それぞれの土地刺用と結びついているためK、局地

的K集中せず、むしろ、流域全体K分散している。

とのよう念地下水開発の結果、地下水位の低下なよび地盤の沈下治人低

地~j:,＇いて徐々 K進行して地域公害として問題~~bつつある。地盤沈下

は今まで網島付近で激しかった坊、沈下地域は次第K本流の沖積平野沿い

K上流へ波及して、 43年度Kは新吉田町で53~ 太尾町で 2 2－.新

郭］で5～6輔、新横浜駅前で6.2鵬の沈下が観測されている。現在観測

体制が整ってbらず、現象の把握が明確Kは出来念いけれども、既設の水

準点VCi>＇いては沈下景：はまだ小い治、 42年どろから沈下量が大き〈念る

傾向がみられる。との時期は、農業用深井戸群の多数堀られた年と一致し、

また、工場群の進出もとのとろからはじまった。

2-4 あとがき

与L上のように、鶴見川流域VCi>＇ける水文環境は、流域の都市化ととも K

変化しつつある。変化をう念がしたものは、根源的tては都市化Kとも念う

人間活動の増大による河川への汚染物賓の供給婚加である。また、都市的

土弛利用の拡大Kとも念う河川流景中K占める自然流望号の害n合の低下Kよ

b、71<F汚濁は急速K進行した。汚濁した河川！の表者作水を濃被用水として

引水した摩地では、水稲の背枯や倒伏等Kより減収する被害をうけたため

地下水の利用が星第んと走った。市街地K近い被害農地は宅妙、また、本

流沿摩の被害農地は工場団婚や倉庫因坊，へと転用が行念われた。そして、

とれらの新しい宅対や工場群よb排出される汚水Kよって鶴見Jllの水質は

さすます悪化している。
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をた、工業用水道の未設備のためK工場群Kよる地下水の利用と、汚濁

した河Jllの表流水を忌避して刺用されはじめえ農業用地下水の利用Kよっ

て、地下水の平衡が乱され、地下水位の低下bよび地盤沈下が発生した。

人間活動Kとって水は不可欠であり、もしも水の潤沢念供給が阻げられ

たれ水質が悪化して利用に耐え念〈念ると、他K水源を求めねば念ら念

い。との際K、水文環境全般に対する充分念考慮をせずK、無秩序K新し

い水源の開発、利用を行うと、新らしい災害を生起させて、その水源をも

失ってLまうととがある。

との鶴見Jllの流域の事例K沿いても、自然、の系が人間活動Kよってー箇

所で乱されると、連鎖的に潜在的素因が顕在化し、自然環境を悪化させて

しまう例をみるととができる。 ｛矢田恒冊｝

3. 江東三角地帯の内部河川についての考え方

江東三角地帯の内部河JlltL$~ける護齢、橋梁念どの施設現状bよび河川

の利用状況念どについては、東京都首都整備島、財団法人日本河川協会の

調査した「江東地区防災拠点等防災都市建設調査 4、内部河川処理検討

報告書J（昭和44年2月） tr:詳しい按術的報告がのせられている。との

報告書校、内部河JIIの舟運剰用状拐、木場の移転の可僻性、橋梁対策、汚

濁対策、防災対策、内水排除、浸水被害の推定、内部河川処理手法の検討

の各章にわかれ、貴重念資料がもbとまれている。まずはじめKその停子

を紹介いついで内部河川一般的には都市河川｜の考え方十てついて私見をの

べるとととしたい。

との開査は、きたるべき大地震K対して、江東地区（隅田川と荒川ltcは

さまれた地域） tc想定される大被害を炉ぐため、防災拠点左どKよる防災

都市建設のための基礎調査として実施された結果を収録している。最終的

fては、内部河川！の処理の技術方法K言及し、拠点方式と合せ、江東鋤区の

防災都市再開努を考える基礎資料を提示している。

舟運利用状況K関しては、 6つの水門l'($＞ける昭和44年1月22日か
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ら27日安での期聞の、午前6時から午後6時までの船の 類、積荷の種

類、船の長さ、出入隻数を中心K観測している。結果は表4-1のとb!1 

である。また、過去の調査報告資料を活用して、月間平均輸送量、船舶屯数

数規模、工場移転計画念どK言及している。注目すべきととは内部河Jll~

専用繋船施設をもっ約17 0の工場のうち、移転計画のあるのは 7個所K

すぎず、舟還の利用メリットは高いと考えられているととである。また移

転希望の工場も、公客、工業念どの傭lj限法を原因Kあげ、交通事情の悪化

をあげているものも多いとしている。

木場Kついては、木場市場として高い位置をしめつづけているとはいえ、

都市の過密化Kとも念う立地条件の悪化、流通機構の変化Kよる相対的地

位の低下を生じているとしている。いまなb木場がその機能を維持してい

るのは、原木搬入路として、製材品輸送駅の近いとと、木材関連者企業の

併存をあげているい一方、その機能をうし念いつつあるのは、製材品鍛

出K運河がつかわれ念いとと、用地不足、陸上焚通の不便、地盤沈下Kよ

る筏船行の障害、荷物積卸の規制をあげている。また、木場を中心とする

木材関遮企業の全体として、経済的理由から移転を希望し、あと地の利用

計画上からもとのましいとして木場の移転の可静性を肯定している。一しか

し木材関連企業のうち残留希望が約20~ もあるととは今後K問題をのと

すとしている。

橋梁対策は地盤沈下とも関連するし、内部河川処理の方式とも関連して、

計画実施上の大きを問題点K念る。汚濁対策については、汚濁の現状、内

部河川処理Kよる影響念どを検討している。防災対策としては、内部河川

の防火用水源としての機脅~~注目している。

内水排除Vてついては埋立てた時の内水対繁Kついて考察している買う人と

の時の聖書存河川水域は7万”である。また、高潮が起る時の機率10 0年

~1 回起る 1 時間雨量を基準としてヨ考えている。との時の 2 4時間雨置は

33 7•、 6 時間雨雪は 2 0 5皿、高潮を考え念い時の10 0年K1回の
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降雨の場合Kついても、検討を加えている。何れKしても内水対策が大き

〈必要念ととを示している。

浸水被害の推定Kついては、内部河川護岸が 10 ~被害をうけた場合に

ついて、欠口した場合とパイプロが形成された場合の浸水状況の想定をb

と念っている。その一部は図2-6として別の章K引用しである。

内部河川処理方法の検討の章l'C：！.＂＞いては、内部河川の現況と将来のあ b

方を整理したうえ、 5種の埋立案と、全哉の内水低下、半分の地域の内水

低下、低下させ左い場合Kついて、経費、利害得失を比較検討している。

何れの案をとるKしても、江東地区の再開発構想と関連が強〈、防災拠点

構想はあ予てもよ b高い次元の構想計画が念〈、内部河J11の将来計画の立案

Kも困難が多いとしている。実施計画年数としては昭和54年、つま b、

河角説Kよる次の大地震の危険期Kはいるまでとしている。また、各種の

事業実施上の難点は、技術的念問題では念。〈、内部河川利用者K対する梅

釈閥償、橋梁とう上の際の用地取得Kあるとしてbb、また防災拠点計画、

木場移転の実現Kも大き〈左右されるとしているー

との報告書の作成Kあたって、若干の意見を求められた治、全体を通続

して、あらためで都市洞川の考え方について検討を加えるととの重要性を

痛感する。

江東地区の内部河川は旧中川をのぞいて、何れも江戸時代以降K運河と

して開さ〈されたものである。旧中川を含めて、とれらの内部河川が社会

的経済附Kはたした役割はきわめて大きい。しかし念がら、今日ではその

社会的経済的使命は低下い内部河川K依存し念い人々Kとっては、かえ

って地解水害や焚遇障害念どのほ治、悪臭、水伊汚濁念どの公害源として、

マイナスの面しか関係、し~い。内部河川を利用する工場の多〈を含めて、

周辺の工場がとの地按の顕著念地盤沈下の源として大き念部分をしめてき

たとともたしかである。

内部河川はとの地域K工業を誘導するうえでたしかK役立った杭今日

4 -10 



では工業をめぐる基盤的条件健路、用水、用地念ど｝が工業化の初期と．

は全〈とと~ってしまい、内部河川｜の横併を再検討し、江東地区全体の将

来像を考えて、地震、水害4公害K対して安全念環境の整備された地域K

模様がえするととが必要である。しかもそれは、 10年程度の期間で第一

期の工事を完了するもので念ければをら念い。

したがって、間報告書KもふれているようK、江東地区の将来構想、そ

の構想を実現するための計画、その念かでのとの地域の産業構造、用途地

域の配置、防災諸施設、環境整備K関する諸施設などの関連して内部河川

の処理が実行されねば念ら念いであろう。

江東地区の東、荒川放水路以東の江戸川区、葛飾区の地域Kも全〈同様

の問題があれかっ急速走都市の無計画念膨脹、地盤沈下の進行、生活環

境の劣悪化念どが進行している。城北地区Kio-いても同断である。

とうした問題地域を束、北Kかかえて、江東地区のみを優先して考える

根拠も明確Kされるべきだいとの点では、東京都低地帯全体Kついての

将来像Kついての考え方の確立が必要である。とうした全体的位置づけの

念かで、江東地区の、そしてその念かでの内部河川の考え方の確立をいそ

がねば念ら念い。

同報告書もふれているように、とうしたより高次の構想、計画は念い。

江東地区を係先する積釈的理由も示されてい念レ、。とうした事情の念かで

は、東京低地域全体の将来像Vてついての計画理論の早急、在確立がのぞまれ

る。

東京低地域が工業Kよって特舎づけられているととは周知のととである。

しかし、との地問のかかえる多〈の都市問開の根源が多〈ば工業tてあると

ともたしかである。とれらの都市問題を解決するためKは、根源として大

き念部分をしめる工業関係の企業K手をつけるととはさけられ念ν、また、

そのためKは工業の転出先の確保が必要K念るい工場跡地の刺用計画が

との地域の将来像を左右するととK念る。また移転先の土地利用計画が確
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立されてい念ければ念ら念ν、関係企業の希望を優先して考えられ念いほ

ど、地械の現状には問題が多〈、同土の報告書κみる内部河川の利用企業
の希望をみても、地域の実情よbも各企業中心K考えているとしかいえ念

い状態にある。

とのよう念状態K対しては、大地震による危険性を強調しつス地域の

改造をはかるのもーワの方法であろう。との方法をとる限b、火災や地震

水害K対して安全念スペースの確保と、そのスベ H スの安全念施設計画が

計画の中心K念る。根底は人命尊重であるが、さらK環境改善の柱として

は緑地を広大Kとタいれるととでるる。とうした基盤のうえKはじめて、

生活機能を向上させる諸施設とその配置、それらを結ぶ交通施設計画を考

えるべきでるろう。対象の地域は江東三角地帯K限定せず、広〈隣接県を

含む東京低地帯とすべきであろう。

とのようK考えると、江東三角地帯の内部河川は、都分的Kは防火用水

源として、あるいは歴史的資源としてゆけとして、機能的附封t"tでの建

業的機能のみの考え方はとるべきでは念いであろう。東京低地帯l'C$＞ける

内部河川はその生命をたちつつあるといえるし、しかも内部商川を利用し

てきた企業を含む企業群治、内都狗川の寿命をちぢめてきたととKも注目

すべきであろう。

とのよう念考え方tてたつと、防災拠点の考え方は、せまい範囲を防火壁

としての機能をはたす高層住宅でとbかとんでい〈考え方であるから、よ

b遠い将来を考えると、会そら〈きわめて異質念地域構成の要素を形成す

る考え方だといえ念いととは念い。そとで、拠点と拠点を結ぶ中間地域の

地域検成K課題があるいと＜tc、江東三角地帯以外の北$＂＞－主ぴ東の地域

では、 .t.b自然念都市形態を形成しつつ、地域の安全性を高める考え方を

導入すべきであろう。 ｛中野尊正）
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図4ー3 鎗見川流域の人口密度 ( 196 9年10月現在）
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国4-4 各語圏直の人口の泊加
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悶4-6A CODと人口との関係 (1965年以降） 図4--6 －！；流埠における水質と人口敏の関係
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国4-7A CODと人口密度の’係 (1965年以降〉 園4-7 各簿績におl::tる水質と
人口事度の関係
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図4ー7C AB Sと人口密度の関係 ( 1965年以降下
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園4ー7E NH4-Nと人口密度の関係 ( 1965年以降〕
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図4-7G so（ーと人口密度の関係 (1965年以降〉
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図4-8 鶴見川l流域の水質汚濁による農地の被害
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品1尚一司

表4-1 江東デルタ内の水門を通過した船、筏の隻が保京都首都圏整備局1969) 

野t治オマl府号 仙台堀水門 大島川水門
月 日

船 筏 船 筏 船

1月21日 148 44 42 5 44 

2 2日 1 81 14 40 3 49 

2 3日 2 51 4 42 35 

2 4.日 212 3 29 3 64 

25日 1 36 3 11 2 45 

2！官
2 7日 1 84 7 41 5 76 

曹f 1.11 2 75 205 1 9 313 

1カ月 5.560 375 1.02 5 95 1.565 

* A •. M・6.00からp－~ M. 6.0 0 1でK通過する多払

＃勢 1月26日は日曜日念ので除〈。

筏

2 

4 

2. 

2 

2 

4 

16 

80 

平久水門 小名木川水門

船 筏 船 筏

50 29 54 2 

74 23 51 2 

85 29 87 3 

101 28 58 。
108 31 63 。

88 28 52 。
506 168 365 7 

2.530 840 1. 82 5 35 

木下川水門

船 筏

26 2 

22 2 

24 。
27 2 

25 2 

26 1 

150 9 

750 45 



台地地域！＇（ $＞ける崖地剰用

第 5 章 の変化K伴う若干の問題と
崩壊危険地域の予測

1. ＊えがき

台地地域では、その地形、地質的特性からみて、山地や丘陵地、低地左どの

地域に〈らべて、自然災害は比較的少左〈、かつ災害の発生する場所も崖や谷

底の低地念どκ限られて凶る。しかし、台地地域でも、最近の急激な都市化、

とぐに宅地化K伴う土地利用と自然のシステムの著しむ敬変Kより、崖〈ずれ、

中小河川災害などの発生が目立つようκなってきて凶る。

日本の多〈の都市の周辺部で、台地や丘陵地の本格的念宅地化が開始される

ようK念ったのは、昭和30年代以降のととである。首都・阪神・名古屋の5

大都市圏では、多摩ニュータウン、千里エユータウン、高蔵寺＝ユータウン衣

ど、人口数万左加し数十万規模の大規模念住宅地域の開発がすすめられてM る。

一方、地方の中心都市の周辺部K.:Jo＇いても、台地、丘陵地域の急速念宅地化が

すすんで加る。仙台の青葉山・七北田丘陵・浜松の三方原台地、鹿児島周辺の

シラス台地念どに、そうした代表的左例がみられる。

台地・丘陵地域では、とうした宅地開発K伴刷、自然環境の著し凶改変が行

念われて阿る。自然の地形と土は、切土・盛土・埋立てKよって人工化され、

森林ゃ農地は住宅とその関連施設κ置きかえられてV'>る。そのため、自然のシ

ステムの多〈の要素が連鎖的K変化して凶る。その結果、丘陵地はもとより、

とれまで災害の比較的少左かった台地地域κb凶ても、崖ゃ擁壁の崩壊、土砂

の流出、中小河J11の出水念どκよる災害が多発するように走っている。

とうした災害は、既成の市街地ゃ住宅地域でも、そのあとをたってはい念凶。

東京山手の台地では、台地を刻む谷の上流部にあたる西郊地域の開発がすすん

だため、中小河川｜の下流部低地を占める市街地や住宅地で水警が頗発化する傾

向がみられる。また、 22号台風（ 1958.9.26）、 4号台風 （1961・6・

28）による集中豪雨陀よって、都区内の屋や擁護の多〈の個所で崩擦が生じ、

喜一 1



施設の破壊と人命の損失κよる被害が発生している。

既成の市街地、住宅地の内部では、その過密化κ伴って、とれまで緑地とし

て残されてきた崖の宅地化が急速にすすんでいる。宅地化κ伴う蟻の緑地の除

去と崖の人工朕政変の結果として、さらκ多〈の問題が顕在化ょうとしてwる。

ζとでは、山手台地の場合を中心κ、巌地利用の変化K伴う諸問題と、崖・擁

壁の崩嬢危険地域の予測に関連して、若干の考察を行念ってbきた加。

2.庫地利用の変化とそれに伴う若干の問題

東京の山手台地では、との数年来、山手線の内側からそのお線κかけての地

域をはじめ、京浜東北線、小田急・京王帝者15・東急、左どの私鉄治線の地域を中

心κ、屋地の利用形態が急激κ変化してwる。下町の低地ゃ、神田川、古川・

目黒川・呑｝｜ほどの谷治加の低地κのぞむ崖の大部分は、都区内の貴重念緑地

として残されてきたととろである。その多〈はササ念どの下生えを伴う林地で

あったが、それが一般住宅やマンション・ホテル念ど高層建物の用地として利

用転換されつつあるのである。

とうした人工施設の建設κ先立って、麗の自然の地形と土は、切土と盛土κ

よって改変されている。切土と盛土の斜面は、大谷石やコンクリート念どの擁

壁によって被覆ーされ、造成されるので、崖の景観は急激な変貌をみせている。

最近では、マンション念ど高層建物の建設による変化がと〈に著し加。

図 5-1 は、山手台地κbける切土、~土念どによる人工改変地の分布のあ

らましを示す。との図は 19 6 6年織影の空中写真の判読κよるものであるか

ら、現在では改変地は更に拡大してV>ると考え念ければなら念加。とうして、

山手台地の区部κbける自然の崖Kは、近M将来、道路や鉄道の法面の部分も

含めて、ほとんど余すと ζろ念〈人工の手が加えられるととに念ろう。その結

果、屋を:J;':l>＇う緑はますます減少する ζとであろう。

ζうした崖地の利用形態の変化により、第 1章で指摘したように、不安定念

斜面や地盤が造成され、また降雨一流出γステムを中心κ、自然のシステムに
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も変化が主主ずる。切土や盛土による不安定念斜面には、防災対策として擁壁が

築造される。しかし、擁壁はその本来の機能を果たす一方、人工施設で~~わ

れるよう陀念った階段状の平坦面や傾斜した舗装道路左どとともに、地下水の

挙動を含む降雨一流出システムκ変化を与えるととに念る。

農地の利用形態の変化による影響は、改変された態自身のみにとどまら念加。

崖地κかける変化は、崖下κ接する谷底の低地はもとよ b、地下水位の変動念

どを通して、屋上の台地面κゐける自然条件の変化陀さえ及ぶととがある。

宅地の崖や擁護が、豪雨や地震動念どによって崩壊するととがあれば、崩壊

し流出した土砂は、崖下の家屋を揮捜し、人命を奪う。また、林地から人工施

設へと地表の被覆状態が変わるので、降雨の流出が早められる。とうしてみる

と、屋地の利用形態の変化は、中小河川｜の洪水流下速度とピーク流量の増大化

κ多少念りとも貢献し、川おいの低地のはるか下流部κbける水警の発生κも

かかわりをもっととが考えられる。

一方L崖の直上K道路が建設されたト不完全念排水路がつ〈られたりして、

崖面K地表水の集まりやすM状態がつくられると、崖〈ずれのポテンシアルは

著し〈増大する。また、擁壁の背後に渉透水が集中的κ貯溜しやす加条件がつ

〈られ、かつ擁壁の水抜きが不良であると、その崩壊の危険度が高まる。とれ

らのととは、屋地の利用転換Kあたって、農地自体の性状Kとどまらず、それ

κ隣接する台地面、谷底低につ加ても、広ぐ目を〈ばる必要のあるととを教え

ている。

監を~~う林地は、多〈の機能をもって凶る。それは、降雨の遥断や貯溜・

浸透κよる流出時聞の遅速化ゃ、劇嬢防止念ど、土地保全的機能を果たして凶

るだけでは1.tII'¥。緑地の少念凶区部に生活する人々の心理的・生理的側面κ対

しでも、多〈の沙叫ミわりをもってII'¥る。とうした人聞の側面κ対する緑地の効

果を量的κ説明するととは至難である。

しかし念がら、技術化・施設化されつ〈されつつある都市κbける生活空間

の中の貴重念‘自然”として、また生活κ安らぎを与える重要念景観要素とし
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て、緑の植生の果たしている役割を否定するととはできま凶。屋地の縁は、そ

の占める地形上の位置からみて、広い範囲から眺望できるし、台地から低地へ

の地形の変化を示す指標でもある。また、台地と低地とVlう土地的性格の異念

った地域を明瞭K遮断し、防火帯としての効果や、汚染された下層大気の動き

をさえぎる機能のあるととも否定でさま加。

崖をb辛子う緑の植生が、~やむqなど、人聞の生存陀直接のかかわりをもっ

物質の循環陀対して、どれだけの貢献をして阿るかを明確κ示すととはむずか

しい。しかし、その生育状態は、加わばハイトメーターとして、下層大気の汚

染の状況を忠実K示して〈れてVlる。とうした意味では、緑の植生は「公害J

のモdニターとしての役割を果たすものといえる。

屋地の縁の植生が備えている機能の具体的左意味κついては、今後詳細左研究

が行念われる必要があるが、その担っている機能の多鎌性を考えると、それが

除去され、施設κよって置きかえられるととによって生ずる問題は、多岐κわ

たってあらわれると考えて会か念Iければ念ら左凶。

3. 山手台地における崖、擁壁の崩壊危険地域

3-1 崩壊危険地域の予側の方法

台地地域κ発生する自然災害のうち、破壊力のもっとも大き悼のは、島や

擁護の崩擦とそれκ伴う土砂の流出による災害である。山手台地の地域κb

凶ても、とのととは同様である。崖や擁壁の崩壊Kよる災害を防止するため

κは、崩壊の発生に関与する諸国子を明確するとともに、崩壊の危険地域を

適確に予測し、適切左防災対策を講ずるととが必要である。

(1）達観的予測法

災害の危険地域の予測は、い〈つかの方法で行念うととができる。もっ

とも簡単念のは過去の経験則κ基加て、危険度を達観的に判定する方法で

ある。地形・地質・地盤左どの土地的因子が関与して生ずる自然災害κつ

Mては、過去の災害の経験則から、地形・地質・地盤念どの土地的因子を、
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災害ポテyシァルの大きさを指標として類型化・序？!Htし、それκ基加て

地域区分を行念う方法が主〈用凶られている。区分された地域どとの危険

度を達観的陀決める方法である。

とうした方法がとられる根拠は、自然災害κ地域性とともに、‘＜ b返

しのバターγ（Recurring Pattern）・が認められるととろ陀ある。

”ぐb返しのパタージ”とは、ある種の土地的条件をもっ地域では、同じ

よう念規模の自然の破壊力の生起によって、類似の被害形態があらわれる

傾向のあるととである。土地的条件の特性κ加えて、土地利用の変化が災

害の激化やその頻発化κ貢献していると考えられる場合κは、土地利用の

差異による災害のあらわれ方のちが怖を類型化する方法がとられる。土地

利用の類型κ順位をつけ、それ陀よって災害の危険度を予測する方法であ

る。

とうした方法の場合、災害の発生κ関与する1～数個の有意念因子が選

ばれるのがふつうである。鍾崩壊の危険度を知る場合には、傾斜ゃ斜面形

などの土地的因子と、誘因と念る雨量とをとって、 ζれらの相互関係から

崩擦の危険度が予測される。との場合、まず、過去に崩壊した崖の調査を

行念加、どの程度の雨で何度〈ら加の傾斜の、どのよう念形状の盛κ崩壊

発生の頻度が高かったかを求める。そして、とれをよ bどとるとして、傾

斜の大小、農の形状どとκ、崩壊の危険度が予測される。

(2）朝捌解析による予測法

上述の方法は主観的判断に頼るととろが多怖から、客観性κ欠けるうら

みがある。また、崩壊の発生K関与する因子は、ょにあげた例のほかκも

多数あるが、との方法では多くの因子の相互関連性から、崩壊の危険度を

総合的・客観的κ予測するととは不可能である。最近では、多数の因子が

関与して発生する判別解析がよ〈用M られて阿る。との方法は、コンピユ

ータを剰用しτ行~われるので、 2 0～3 0個の判別因子をとりあげて、

危険度を数学的に判定ナるととと、災害の発生κ関与する因子κ願位をつ
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けるととが可能である。

筆者らは、東京都首都整備局建築指導部が実施した、山手台地4区部の

み） κbける高さ 3m以上、傾斜30。以上の盛・擁壁約22,6 0 0件の悉

皆調査の結果を剰用して、崩壊危険度の判別解析κよる予測を試みた。戦j

別解析κあたっては、石原健二｛：気象庁）・鈴木栄一｛青山学院大｝の協

力を得た。

との調査でと bあげらて凶るお‘も念因子を、盛κついて例示すると、次

のようκ念る。

高さ、長さ、勾配、崖の種類｛自然·~土・切土念どの別）、擁壁の有

無、土質、形状｛ヨコ断面・タテ断面・オーバーハングの有無｝、地表

面状態｛屋上・昼法面の土地利用）、水理状態｛屋上、・崖法面κ地表水

が集まりやす怖かどうか、屋法面の上・中・下部氏地下水が渉出してV¥

るかどうかれ変形状態 f崖法面の上・中・下部κキレツ・ガリ・擁護

キレツがあるかどうか、土が移動してV¥るかどうか）、経歴（過去に崩

壊したかどうか）

ととでは、以上のよう念多数の判別因子を総合して、崩擦の危険度を判

定するための判別式として次式が用V¥られた。

Y=8t Xi十 a告主主＋・H ・H ・－－…＋ apxp ( 5. 1) 

X1 l:・ X2…....・H ・・Xpは、数量化された判別因子である。土質・形状・

水理状態左どの、カテゴリー量でデータが得られてV¥る定性的因予につい

ては、その崖・擁壁の過去の崩嬢履歴のデータから崩線の有無の2つのケ

ースに分けて、度数解析を行念凶、連続的数量を与えて定量化する。数量

化は、

。＝ Cf、！Ao ~~.， 古一一 / (/AO十 fp,o) 

ぬ＝c （弁 fPJ.) / ーマ.~ (fAt ＋角4 1 } 
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( 5. 2) 芸）/ (/AZ+ I回）f

一μ
円

uXz 

f An ’－ Xn = C （一一一ーヱ） / ( fAn+ fBn) 
fA fB 

を解V>て行念われる。クースAは崩壊あり、ケースBは崩燥なしである。

(3）判別解析の手順

判別式 （5. 1 ）の計算の手順のあらましは、次のとbbである。

判別因子の数＝P

資料数＝NAケースA（崩嬢あり｝、

資料数＝NBケースB（崩綾念し｝、

金資料数N=NA+NB

Xi,αA：ケースAの場合のL一因子のα番臨ミ値

c-α＝ 1 ........... NA) 
Xi,αB：クースBの場合のb一因子のα番目の値

（ α＝1. H・H・－・・， NB) 

各因子の2つのクース聞の平均差の計算

• NB 
ah~＝ 高五1 XBj,α 

く手順1>
1 NA 

°Xj,.A = NA J:1 XAj,α 

U=1.2. …・・・. p) む＝ XAj, -XBj, 

各国子の全平均，金偏差2乗和、金分数の計算

NA NB 
xj, ':== （玄糾Aα ＋l; XBj,α）／ N 
．α＝1α＝1 

く手順2>

>/N 

、且，J一以α
 

－

b
 
B
 
s
 
bz肘＋ 

一町山α
 

’LH
 
A
 
S
 

A
F
J可
国

N
曹、

4α
ea
‘t
 

一一
2
 ・LUT
 
eu 
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ok2 = STk2 / N ( J, .= 1. 2. ・……・， P)

く手順3>各国子の各クースκbける偏差積和、 2乗和の計算

si, f =a~ (XAkα－XAk ) ( XAjα－XAj) 
NB 
＋玄 （XBkα－.XBk)(XBjα－XBf）三 Sfk
α－1 

;, = fの場合は

NA NB 

s；，；，＝ 玄JXA；，α－XA;,)2 +I. 
α＝1 α＝l 

(XBkα－ XBir )2 
( ;, . i" 1 • 2. ・・， P) 

く手順4>判別係数ai・a.. ……a'pを求めるためのP元連立一次
方程式を解〈計算

Su ai + Su a.2 + ・ + S1P ap = di 

Su ai + S22 ~ ＋ . + S2P a;p ＝会
( 5. 3) 

SP1 ai + SP2 az ＋ + sηa.p＝ゐ

く手願S>判別値の各クースκbける順位づけ

( 5. 3 ）を解Mて求められた8i • a. ...... . a:Pを用いて、 （5. 1 ) 

のYをA.Bのケース別κ計算し、大きさの願に配列する。

YαA= ai XA Kα ＋ 8Q♂Aza ＋……＋aPXAp'2 
｛α＝ 1, 2，……， N4) 

YαB = aiXB1α ＋ a2 XB2α ＋……＋aPXA pα 

｛α＝ 1, ・2，……， NB) 

YA•(l) > YA(1) 一＞ ...・H ・－－ > YA (NA) 

YB・(l)> YB(B) > ...・ H ・－－ > YB(NB) 
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く手願6>各クースでの判別値平均、分数、標準偏差の計算
_ 1 NA 
YA = __.:_ ~ 
NA ~1 

をB＝ム雪
~·~α＝ 1 

y Aα， 

YBα， 

• NA 
SA1 ＝：子三（YAα－YA ｝~ 

~Aaドゴ1

• NB _ 
SB =i-B }; (YBa-YB ｝~ 

α・＝1 

SA 

SB 

く手順7>YAα， YBα の度数介布の作成と、判別値の共存範囲の設定
図5-2.-L示すようκ、区間〔a.b〕が判別値の共存範囲であり、既存

の解析資料から、

a：クースAVC:J>，ける判別値の最小値

三 M.i-nYAα ( 1 話α主玉 NA} 

d：ケースBκ会ける判別値の最大値

三MaxYBα ( 1 芸五α孟 NB) 

として求められる。との範囲Kある判別傭では、ケースA （崩壊あ~ ）のと

きも、クースB.（崩嬢念し）のとき事起とり得る。 しかし、点aの左側はB、

点bの右側はAと、それぞれ確実κ判断できる区間である。したがって、と

の共存薄囲が小さ凶ほど、判別効率のよI/¥ζ とカE期待される。

(4）判別解析陀よる崖、擁壁の崩壊危険度の予測

上述した朝問。解析の手順κしたがって、山手台地VC;t,..ける艦4,20 0件、擁

壁 18,412件、合計22,612件κついて、崩壊危険度の判別が行念われた。

解析κ用Mられた割問U因子の教は、崖27、 擁壁25である。 （表5-1、
2＃照）念会、解析の対象とされた蟻・擁壁のうち、過去に崩壊した履歴の

あるもの｛クースA）は、崖226、擁護322であり、いずれも崩壊念し｛ク

ースB）の数κ比較して、圧倒的K少念加、そとで、度数解析とカテゴりー

量因子の数量化κあたっては、各イケースの総数κ対する相対度数が用いられ

た。

手順Heよって、（ 5 • 1 ）式を解加て求められた各因子の判別効率の大

きさの原序は、表5-1、 s-2rc示すと~bである。鑑κつ加ては、かな
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り妥当念結果であるが、擁壁Kついては、築造の時期や最低の高さなどが上

位にランクされて阿るので、問題がなV>c!:はいえなり。 ζうした結果は、調

査項目の選定、判別因子の選定のいかん陀よっても生ずる。しかし、加ずれ

にしてももっばら数鞠悦解析が行念われるため、算出された数値Kは栂守

的在意味しか~VIので、物理的意味κつ凶ての検討が左される必要がある。

屋・擁壁のbのなの陀ついて、 （5 . 1 ）式の判別係数を求め、それぞれ

κつ＼（＼ての判別式を作成し、判別値（y）が求められる。 Yの全デ『タの平

均値、崩壊念しのクースの平均値、崩嬢ありのクースの平均値を示すと表5

-3の主ラκ左る。 ζとでは、屋、擁壁のそれぞれKついて、全判別値の平

均値が判別境界として用いられた。崖では宝が.o.05574以上のものを崩

壊の危険あり、擁壁ではYが0.02074以上のものを崩綴の危険ありとして

判定された。

とζで、全判別値の平均値を危険あり、左しの判別境界としたときの朝捌

結果と、現地調査κよる実測の結果とを比較すると表 5-4のよう陀なる。

判別結果の適中率は、崖 70.05%、擁壁57.1 7%で、擁壁κつ加ての判別成

積はよ〈念い。とれは、表Kみるようκ、擁壁の場合κは風波履歴のあるデ

ータ数が、崩壊念しのデータ数κ比較して圧倒的K少念いととによる。ー載

に、判別成積は、あり r;..~ 1.c !)I和両クースのデータ数が同数κ近加ほどよ

いとされている。

ととでは、判別結果 適中効率をよ〈するため、崩壊の危険ありのケース

の判別値の平均値（撞0.187眠、擁壁0.0423）を境介として、それ以上の判

別値をもっ崖・擁壁を崩壊の危険度大とするととにした。また、全判別値の

平均値と、崩壊の危険ありのクースの平均値との聞の判別値をもっ屋・擁壁

は、危険度中とすることκした。個々の盛・擁壁κつ＼（＼て戦l別した結果を区

別κ集計し、表 5-5~示しでか加た。山手台地の区部を全体としてみると、

昼の 9.9%、擁壁の 11.4%、が危険度大として朝胞されて＼（＼る。また、崩壊

の危険あり（危険度大と中｝と判定された崖・擁壁の総件数は、全体の41.8 
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%である。調査対象と念った昼・擁壁の半数近ぐが、程度の差とそあれ、崩 人

擦の危険性を内在していると考え念ければ左ら念加。

3-2 危険屋・擁壁の分布と危険地域

表 5-5~みるようκ、危険度大の単が多いのは、北・板橋・太田の各区

であ b、板橋区では総件数の40.2%までが危険度大掛l定されて凶る。中

野区では総件数は少念怖が、危険度大の単が30.9%を占めている。一方、

擁壁では、港・文京・太田区κ危険度大のものが多〈、板橋・千代田・北区

では危険度大の擁壁が占める割合が高加。

区別κみた危険崖・擁壁の件数の大小と、その総件数K占める割合の特徴

は、それぞれの区域陀bける土地的条件の差異ゃ、開発の新旧念どK基因す

るものであるととを予想させる。とれらの点κ関連して、図5-1と、図5

-3～5とを比較し念がら若干考察してみよう。図5-3～5から明らか念

ょうκ、崖と擁壁とでは若干のずれは認められるが、全体としてみると、崩

壊危険度の大きい崖・擁壁は、山手台地の北東部、東部、南東部陀集中して

阿る。北東部の地域では荒川iの低地Kのぞむ板橋・北区域κゐける騒が主体

であ b、南部の地域では多摩川の低地と谷川とその支谷陀のぞむ崖に集団を

念して分布して阿る。台地の東部では、港区κ危険念擁壁が集中し、中小河

川治いでは、神田川・古川｜・目黒川左どとそれらの支谷Kのぞむ巌κ、危険

崖・擁壁の密集地がつら念っている。

以上K指摘した危険崖・擁壁の密集地域は、事pも－~台地の鍾の比高の大き

阿部分を占めてV>る。太田区域の荏原台、・新宿・渋谷・目黒・千代田・港区

域の淀橋台、板橋区械の徳丸台のように、山手台地の中でも一段高〈かつ古

い台地面｛下宋音面）の屋に治って、崩壊危険度の高V>崖・擁壁の密集地域

がみられるのである。｛図5-1参照）。とれらの古凶台地面は、豊島台・本

郷台（武蔵野面）念どの一段低V>台地面κ比較して、谷κよる開析がすすん

で阿る。とのととは、屋の比高が大き V>ζととるhまって、宅地化κよる改

度の対象と念る屋の延長が長凶ととと、階段状平坦面の造成による不安定斜
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面の形成されやす凶地域であるととを示している。事実、図5-HCみるよ

うK、古〈高凶台地面では、人工的κ改変の対象されている面積が広加。

淀橋台ゃ荏原台・徳丸台t.cどでは、本郷台t.cどとはちがって、台地の基盤

地質を~す東京層と表層の関東ローム層との間κ礁層陀代って粘土層がはさ

まれてV>る。難透水性の粘土層の存在は、淀橋台や荏原台念どの地域の渥で、

上部の透水性のよい関東ローム層と粘土層との境界付近で地すべり性の崩壊

の発生しやすい条件を与えている。最近の例では、 22号台風（ 195 9・9

• 2 6 ）や4号台風 （1961・6 • 2 8 ）念どによる集中豪雨によって、と

うした形での崩壊が多発している｛図5-6 ）。

図5-1 vcみるようκ、山手台地の崖の多〈は、人工的に改変されている。

とすれば、危険崖・擁壁の分布と人文的要因との関幌、K言及して会〈必要が

あろう。危険鍾・擁壁の分布は、たしかに、巌の自然的特性の地域差とよ〈

対応している。しかし、山手線の内部やその治線部、あるいは太田区の部分

のようκ、早くから宅地として開発された地域κ、危険崖・擁壁、と〈κ擁

壁の密集する地域が集中している。 ζれは、偶然の一致であろうか。さきに

述べたように、とれらの地域では、屋地の加っそうの改変が行なわれている。

台地北東部の板橋・北の両区や世田谷区の西部念どでは、最近の宅地化地域

κ危険屋・擁壁が集中してMる。

3-3 降雨との関係

上K述べたのは、土地的因子の相互関連性から戦捌された、崩壊の危険度

についての議論である。したがって、崖・擁壁の潜在的危険度が述べられた

にすぎ念加。実際の崩壊は、豪雨ゃ地震動念どの外力が加わってはじめて起

こる。そζで、降雨ゃ地震動念ど誘因の強さと崩壊との関係についての吟味

が必要とされる。 ζ うした誘因との関係は、一般に、模型実験や力学モデル

による検討念ど陀よって追求される。し：かし、とうした方法κよる災害危険

度の地域予測法はまだ確立されてい念加。したがって、現段階では、経験的

方法や統計的手法κ頼らざるを得念加。
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ととでは、最近に会ける事例を集めて、雨量と自然斜面や人工の斜面の崩

壊との関係Kつ凶て検討し、上述じた山手台地κbける危険崖・擁壁がどの

程度¢雨量で崩壊しはじるかにつ加てヨ考えてbきた加。表 5-6は、斜面陀

bける物質の移動ー崩携の発生κ必要と考えられる有効積算雨量を、各種

の斜面tどついて台地地域と山地地域とκ分けて示す。ととで有効積算雨量と

して 2時間雨量をとったのは、降りはじめてから 2時閉までの雨量に相当す

る雨量で、崩壊の発生頻度の高加傾向が認められるからである。

表にみるように、台地地域κ主砕ける各種の斜面は、山地地域の斜面よりも、

一般κ少念II'>雨量で〈ずれはじめると考えられる。また、斜面や患の改変の

程度ゃ、擁壁被覆の状況、屋上付近の排水状態念どによって、崩壊の開始に

必要念雨量は異念る。とうした点を考慮して、判別解析Kよる危険大の蛍・

擁壌の崩壊につ凶て予測すると、次のように念ろう。

擁壁被磁の念凶盛土や切土の斜面は、降りはじめてから2時閉までの積算

雨量が30～4 0棚をとえると〈ずれはじめる。 2時間雨量が50踊をとえ

ると自然の盛も〈ずれはじめ、 75蹴以上に念ると法面の一部κ擁壁をもっ

切取斜面の崩壊がはじまる。また、 2時間雨量が10 0踊をとえる場合κは、

擁壁で十分κ防護された法面の崩壊もはじまるとみられるので、危険度大と

判定された崖・擁壁の大部扮がくずれ、危険度中の崖・擁墜にも〈寸aれるも

のがでよう。 19 5 9年？月の22号台風の豪雨では、 1時間最大雨量約70

棚、 24時間雨量37 2臓の強度の雨で、都区内の鍾・擁壁を合わせて約

4 0 0件が崩壊している。

もし仮りK、崩壊のきっかけを与えるK有効な雨量が明らかκなったとし

ても、そのよう念雨がII'>つ地域を襲うかκつII'>ては不明である。擁壁念どの

防災基準を定め、崩壊の防止対策を計画するためには、一定規模以上の雨量

の再現期聞を求めて会か念ければ念らな凶。表5-7は、東京陀bける 1時

間雨量の極値とその再現期聞を示す。仮りκ、崩壊の発生K有効に作用する

雨が1時聞の聞に集中して降るとすれば、 10年κ1回の雨でも〈ずれはじ
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める盛ゃ法面のあるととが期待される。また、 10 0年κ1回の雨の場合κ

は、危険度の崖・擁壁のほとんどが崩嬢する可能性があると考えなければ念

ら左＼／＼であろう。崩壊件数は 1.00 0件を上回ると考えられる。

人命の損傷を最小限κとEめるととは、防災の基本である。崖・擁壁の崩

壊とそれκ伴う土砂の流出κよる人的被害を未然κ防止するためκは、危険

度・擁壁κ関係する地域住民の安全念場所への事前の避難が考えられ左けれ

ば左ら~＼／＼。とのためκは、崖・擁壁の潜在的危険度の適確な予知とともに、

地域に則した適切念雨量予報が行念われる必要がある。

台地・丘陵地域V(:J;~ける、もっとも破壊的念災害は、しばしば、宅地造成

κ伴う自然の改変の過程で生じて加る。とうした曲型的念事例として、鹿児

島市周辺シラス台地の大規模宅造地域Kがける、 19 6 9年6月梅雨前線集

中豪雨κよる崩壊と土砂の流出Kよってひき起とされた災害をあげるととが

できる。東京付近では、 4号台風（1961・6・28 ）の集中豪雨陀より、

多摩正陵の開発途上で発生した災害の例がある。山手台地κ~＼／＼ても、規模

とそ小さいが、屋地の宅地化の途中vc.:J:,＇ける崩狼と土砂の流出は、しばしば

発生してM る。

宅地造成の過程では、一般に防災対策が＋分とはいえ念加。しかし、豪雨

念どによる崖や斜面の崩壊と土砂の流失の起ζ りやすさと、それらの周辺κ

与える影響の重大性を考えると、植生の除去、切土・盛土・埋立てによる開

発の過程κ幸子ける防災対策を左加がしら陀するととはでき念加。

4. むすびー残された禄櫨

さきK指摘したように、判別解析κよる災害危険度の予測法は、もつばら統

計的手法K頼るため、物理的根拠κ欠ける結果をもたらすととがある。とれに

つ凶ては、経験則や物理的モデルKよる検討念どによって補なわれるととが必

要である。

災害の地域予測は、破捜力と~る異常な自然現象、とれを受ける地械の土地
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的条件の反応、 ζれκよって生ずる人的、物目的被害の 5つの予測対象につ加

ての、一貫した予測が行念われてはじめて可能と念る。崖・擁壁の崩緩κつい

ていえば、とれらが崩壊するととによって生ずる人的・物的被害の予測が定量

的K念されてはじめて、災害の予測が完結する。

しかし念がら、予測は将来起とるであろう現象を対象として行念われるもの

であるから、将来κi除ける土地利用の変化と、それに伴う自然のシステムの変

化の予測までを含めた検討が念され念＼／＼限b、完畢念予測は念しえ念加。地域

の将来にbける自然、人文の両面にわたる変化までを包含した、災害予測の総

合的モデルをつ〈るととは、今後κ残された課題である。また一方、単地利用

の変化に伴って生ずる諸問題のようκ、物理・化学的ある凶は生物学的プロセ

スが早急に解明され左ければ念ら念凶問題も蔑されて凶る。

本研究にあたっては、中野尊正・自治米辰雄・望月利男・松田磐余のほか、

石原健二｛気象庁）・鈴木栄一｛青山学院大｝の協力を得た。記して謝意を表

する。
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図5-1 山の手台地における嵐の人工改度地の分布

岸の区分

‘ 自然温
＼迫（改変の少ない崖を含む）

唱~著し〈改変された崖
台地の区~

Eヨ下末吉薗
仁コ武蔵野面

庄田立川面

（資料） 量的区分： 1966.11.4撮影の1: 20，帥O空中写真、国土地理院は蝿9) 1 : 25,000土地条件図
台地薗の区分貝塚 (1964)

（注） 自然屋町歩〈は林地になっているが、人工的加わっていないものは少ない．著し〈改良きれた崖的多〈は、
切土と盛土によヲて階段状に変形されている．法商には擁壁が築造きれているケースが多い．
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YAαの分布

判別値の共存範囲図5.2 
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図5-S 判別解析による危険度大の崖件数の分布（門村・松田f970)

込~·の位置
〉ー河遭

~区界
10件以上

~6～ 9 

曹三 ~ 
｛住｝ 600mX600・方眼内的合計件磁を示す．
I費科） 東京郵首.聾・局書籍指噂都（197旬、石原．鈴木 (I’70)

;) 1 9 



図 5-4 判別解析による危険度大の擁壁件数の分布（門材、松田1970)

h←崖の位置
＞－－河遭
メ二区 界

・・・30件以上

喜一10～19 5～9 1～4 0 

（注） 600m×600m方眼内町合計件数を示す．
（資料） 東京都首都警備局建築指導都 (1970）、石原、鈴木 (197唱）
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図5-5 判別解析による危険度大および中の躍、擁壁の分布からみた

危険地域と要注意地域（門村・松田1970)

.:tb1 -

ーーで一歩r
~崖の位盃
：〉ーー河 道

~区界
A級危険地域

医題危問
準危険地域

山口H要注意地域

と三ゴ準要注意酬 ~ 

（注） A緑危険地域：危険度大向島・擁量的合計教が20以上町方霞
危険地域：危険度大町虚・擁壁町合計数が10以上町方眠
Ill危険地繊：危険度大町虚・鎗壁的合計教が5-9町方眼
要注意地域：危険度中町農・縄量的合計教が鈎以上町方眼
事要注意地披．危険度中町農・擁壁的合計数が10-19的方眼

｛資科） 車京都首都盤健局建集指導郵（1970）、石原・鈴木 (1970)

:; ': -

担、



図5-6 台風22号（1959年）による崩壊量・擁壁の分布（門村・松田1970)

セとb崖の位:f
，＞ー河道

バ二区 界.6件以よ
歯歯 5～4
~3 田：
（注） 600m X600m方眼内的合計件数を示す．
（資料） 東京都首都聾備局建集指導郁 (1959)
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糊管制とその日）（蓋白木 197Q) 表 5-2 19坦1
変形状思土の子移酎 名 0. 判別効率 順位 因 子 判別効率

2 変形状態がり 中 0.16127 
1 築造時期 0. 1 0 0 4 6 

5 形 状オーバーハシグ 0.11578 
2 1件最低の高さ 乱05 8 8 7 

4 形 状タテ断面 0.09585 
5 水理状態排水機擁昼下 0. 0 5 6 2 5 

5 擁壁の位置 0.07421 
4 変形状態傾斜 0.05475 

6 水理状態地表水上 0.06957 
5 変形状態はらみ 0.04510 

7 1件最低の高さ 0.06280 
6 水理状趨 白地等より渉出 0.04255 

8 匂 配 0.05850 
7 1件最高の高さ 0.04023 

9 1件長さ 0.05751 
8 水理状態地表水擁壁下 0.03354 

1 0 形 状 ヨコ断面 0.05730 
？ 変形状態きれつ 0.02557 

1 1 変形状態 きれつ中 0.05556 
1 0 1個所金高さ 0.02350 

t11 
1 2 地表面状態がけ法面 0. 0 5 0 7 8 

1 1 水理状態地表水擁壁上 0.02283 

ト.） 1 5 変形状態 がり 下
1 2 変形状態不同沈下 0.02204 

VI 
0.04916 

1 4 1件最高の高さ 0. 0 4 5 7 4 
1 3 変形状態風化 0. 0 2 0 .4 6 

1 5 氷理状態地表水中 0. 0 4 2 9 4 
1 4 水理状態排水溝擁壁上 0.01672 

1 6 変形状態がり 上 0. 0 4 1 4 8 
1 5 1個所会長さ 0.01571 

1 7 変形状態擁壁きれつ 0. 0 3 9 4 0 
1 6 匂 配 0.01412 

1 8 変形状態きれつ上 0.02492 
す7 土 質擁壁上 0.01158 

1 9 変形状態きれつ下 0.02586 
1 8 1件長さ 0.01095 

20 1個所金高さ 0.02265 
1 9 水理状態水抜き穴状態 0.00841 

2 1 水理状態地下水の渉出上 0.01802 
20 構 造積方 0.00841 

22 土 質 0. 0 1 7 2 5 
2 1 背面地表状態角度 0.00029 

25 水理状態地下水の診出下 0. 0 1 6 1 0 
22 背面地表状態高さ 0.00018 

24 がけの分類 0.00827 
25 水理状態水抜き穴 0.00012 

25 1個所会長さ 0.00148 
24 土 質擁壁下 0.00006 

26 水理状態地下水の渉出中 0. 0 0 0 2 5 
25 相t 造材料 臥00 0 0 6 

27 埠麦面状態がけ上 0.00025 



表5-3がけκつ¥/lての判別値平均（石原・鈴木 19 7 0) 
崩壊念しのケースの判別値平均 0.04792 

屋 金判別値平均 0.05574 

崩壊ありのケースの判別修平均 0.18707 

崩壊左しのケースの戦闘i値平均 0.02029 

擁壁 全判別値平均 0.02074 

崩嬢ありのケースの判別値平均 0.04203 

巳n 表 5-4崩壊履歴と判別結果の比較（石原・鈴木1970) 

t 山－~}JI 歴 崩嬢jj;し 崩壊あり 計

壊念 L 2757 5 1 2808 

1207 185 1392 

3964 236 4200 

判男l 崩壊左し 崩壊あり 計

擁壁｜崩壊左し 9652 73 9725 

287 7659 
一一

計 17024 360 17384 



表 5-5 崖・擁壁の崩壊危険度判別結果の一覧表｛松田 1970)

戸一一十一総件数 危険度大 危険度小 危険度ホかよび大合計

区名 崖 擁壁 計
嵐 擁護｝計 屋 擁壁 計 崖 擁壁 計

｜件豊岡分尊 件数回分率件数百分率 件諸国分母 件数回締 件数匝分事 件数百分率 件数匝分専 件数百分率

千代田 51 259 310 4 7.8 64 H7 68 2L9 15 29.4 59 2 2.8 74 23.9 19 37.3 123 47.5 142 H.8 

港 289 1549 J 838 31 10.7 282 J 8.2 313 17.0 72 24.9 554 35.8 626 34.I I 03 3 5.6 836 54.0 939 5Ll 

新宿 124 877 1001 16 12.9 131 14.9 147 14.7 21 16.9 260 2虫6 2 81 28.J 37 29.8 391 H.6 428 42.8 

文京 228 13 62 J 590 36 I 5.8 231 J 7.0 267 16.8 83 3 6.4 492 3 6.1 575 36.2 119 52.2 723 5 3.1 845 53.1 

台東 57 331 388 。。19 5.7 19 4.9 8 14.0 81 24.b 89 22.9 8 uo 100 30.2 108 2 7.8 
品川 220 1437 1657 16 1.3 199 13.8 215 13.0 51 23.2 451 3L4 502 30.3 67 30.5 650 '5.2 717 43.3 

明lM印

目 黒 47 637 684 1 2.1 61 虫6 62 9.1 4 8.5 160 2 5.1 164 24.0 5 to.6 221 34.7 226 33.0 

大田 902 3879 4781 65 7.2 214 邑5 279 5.8 178 19.7 1037 26.7 1215 2 5.4 243 2 6.9 1251 3 2.3 1491 3L2 

世田谷 848 2430 3278 33 3.9 lH 5.9 177 5.4 277 3 2.7 941 3 8.7 1218 37.2 310 36.6 1085 H.7 1395 42.6 

渋谷 97 1746 1843 9 9.3 198 IL3 207 1 L2 16 16.5 4_39 2 5.1 4 54 24.6 25 25.8 63 7 36.5 667 3 6.2 

中野 68 358 426 21 30.9 48 13.4 69 I 6.2 18 26.5 106 29.6 124 2 9.1 39 57.4 154 43.0 193 45.3 

杉並 558 887 1H5 25 4.5 52 5.9 77 且3 64 JL5 184 2 0.7 24 8 1 7.2 89 15.9 236 26.6 325 22.5 

豊島 40 500 540 12 30.0 32 ι4 44 8.1 13 32.5 14 2 2 8.4 155 2 8.7 25 62.5 lH 34.8 199 36.9 

北 376 825 1301 70 18.6 184 2 2.3 254 19.5 80 2L3 457 55.4 537 H3 150 39.9 641 77.7 791 60.8 

64 185 249 3 4.1 12 6.5 15 6.0 9 lU 26 14.l 35 JU 12 18.8 38 20.5 50 2 0.1 

板橋 155 690 84 5 67 43.2 192 21.8 259 30.7 41 26.5 454 65.8 495 58.6 108 8虫7 646 -9 3.6 754 89.Z 

練馬 76 240 316 6 7.9 41 17.1 47 14.9 14 18.4 117 48.8 131 H4 20 2 63 158 自5.8 178 56.3 

計 uoo 18.412 22.6.1 2 415 虫92.104 IL4 2519 lll 964 23.0 5960 3 2.4 6924 30.6 1379 32.8 8.064 43.8 9443 HB 



表 5-6 斜面物質D移動と有効積算雨量（2時間）｛中野）

福志顧u－－－型些ヂ｜台 地｜山 地
盛土 築堤 30～-4 5;欄 50鵬士

盛土・築堤＋不完全擁壁 40～ 50 50士． ＋擁壁 100土 100ι150 

切取り法面 50 50～ 7 5 

自然の屋・斜面 40～ 75 100以上

切取り法面＋不完全擁壁 75～100 75ι:10 0 

， ＋擁壁 1 0 0～150土 200ι250 

土石流機積物 ？ 75ι1 0 0 

U1 

N> 

。、

表 5-7 1時間雨量の極値とその再現期開催｛東京）｛石原）

再現期間 I 1 a年I2 o年 I3 o年 Is o年 I1凹年
報認品含めたIs 6棚 I6 2珊 I6 sa I 6 a蹴 I7 2御
台風のウズ性降雨 150 154 156 158 162 
をのぞ凶た雨



第6章今後の課題

1. 都市化による自然システムの変化

との報告では、都市化という術曹を社会学や地理学念どで規定する都市

の社会的発展の過程といった内容のうち、都市的土地利用の拡大、変質と

いった内容K限定して使用した。したがって、都市の杜会、経済的分析K

はふれず、都市地域Ki.">ける土地利用とその変化に注目しつつ、その影響

が自然のシステムK及陪す、あるいは相互の関連のある側面を解析すると

いった態度をとった。

自然発生的であれ、計画的であれ、都市の拡大成長は人聞の意思Vてよっ

ている。人聞は規模の大，人種類の如何、施設の強弱をとわず、都市的土

地利用の具象的表現としての施設をつ〈り、施設を利用して生産、消費の

行為をbζ走っている。またそれK必要念管理、流通の機能私学術文化

の機能も都市にはっきものである。とれらの個々の分析は社会科学の研究

Kゆだねるべきととである。しかし左がら、都市Ki.">ける社会酌経済的活

動K必然的Uてとも念う諸施設は、何等かの形式と容度をもって、自然とか

かわbをもち、自然のシステムK変化を与える。との研究はとの点K注目

しつつ、土地と水を中心K検討を進めてきた。土地と水のほかK、大気も

研究対象K念りうる治、別の研究者の報告KゆだねるととKした。

土地と水を中心K、考えるとき、自然のγステムの破たんは、いわゆる

自然災害や自然酌公害の形で具体酌K人々 Kかかわりをもっ。ととK自然

的公害というのは、自然が介在する・公害．と考えてよい。

しかし、自然淡容や自然的公害の努い研究段、それ自体自然来！学や工学

の研明分野を構成するものである。そとでとの研併ではよh一般的κ都市

的土地利用念いしは施静化が進むtてとも念って、自然のシステムがどのよ

うtL＜ずされ、どとでどういう問題を人々K与えるかといった一連のす化

を繋廻し、都市Uてとって自然環境がどのよう友意味をもつのかを明らか忙

してい〈ととを芳えている。
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とうした研究を体系化い理論を確立するためKは、都市Kかける人間

＝環境システムK隠するよ b広範念調査研究が必要である。との研究Kは、

人聞が自然環境Kついてどう考え、どう反能するかといった面の基礎資料

が必要である。幸い、国際地理学連合の人間と環境K関する委員会治人

1968年いらい活動を開始して辛子り、筆者等もその研究K協力しているの

で、日本~:l>-ける事例とともK、比較研究の対象と念 b うる他の国の事例

も逐次集積される状況Kあるので、何れとのテーマKついての理齢化が可

能K念ろう。

とれまでの研究をみると、たとえば災害科学の研究では、自然現象それ

自体の研究の念かに、自然的異常現象を解明するカギがあるという考え方

をとっている。そとであきらかKされるのは自然的異常であb、自然シス

テムの変化の特色である。変化を諾きbとす要因Kは自然的要因もあるし、

人為的要因もあるから、との研究方法論では、人為的変化の発見Kついて

は、もう一段階の科学的操作が必要K念る。自然のシステムの変化を、自

然的安化と人為的変化K分隊するととである。たとえば、都市化がすすむ

と河J11の流出K変化ががとると考えられている治、河川｜の流出は数多〈の

要因K支~されている。大雨Aと数年後の別の大雨Bのあとの河川の流出

を同一河JI！~ついてしらべると、 A、 Bの雨のふ b方が類似していても、

別の流出が記録される。両者の差は、 A、Bの雨のふり方とともK、A、

Bの雨の努生した期間~:Jo＇ける流減の土地宋！｜用の変化K由来する。したが

って、流出率を梯械的K比検するだけでは、その差をもって都市化tてよる

美だと断定するととはでき念い。との例示の場合、さらK研究を困難V亡し

ているのは、若宮市城K:Jo，ける中小河川K関する水文学的資料がきわめてと

ほしいとと、 ・都市化・をどのようK数量化するかK開襲撃ーがあるととであ

る。あきらかK有煮の警を都市化Uてよるものと断言できる例はす〈念い。

そとで、精度はbちる忙しても、都市化Kよって自然のシステムがどの

ように変るかKついて、演縄的K整理いその事例を現地にあたって考え
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方を撃理し念事Pすととである。とうした研究の念かから、人糊旬発化の特

色が自然的変化K関する自然科学的研究成果の集積とてらして明らかtr:~

って〈るはずである。

2. 都市における自然災害、自然的公害の発生機構

都市Kかける自然災害、自然的公害の発生機構の研究は、いわば上置の

都市化Kよる自然システムの変化の異状念場合Kついて研究する。しかも

自然科学的研究の成果をふまえて、人為的影響を発見整理するととK重点

を$－｛ととK念る。

自然災害や自然的公害の発生、被害の拡大Kかかわる人為的条件は、か

つて整理した表6-1t'Cみるように、多岐Kわたっている。 ζの表は楠町

され、各アイテムが数量化できるようK工夫されるべきであろうし、地域

的Kも差異のあるととを〈みとむ必要があろう。また自然的素因が人為的

K変形いあたらしい人為的自然素因ともいラベき条件が関与するとと．、

前述の地盤沈下の例であきらかであろう＠

とうした考え方、理論酌体系の樹立tてあたっては、自然災害の例Kつい

ていえば、誘因としての外力｛たとえばある規模以上の地震）をうけて、

地震波動の伝様、その媒体としての地盤、地盤Kつ〈られた各種構造物を

通じて、人間やその財陀あたえる影響、その影響をうけた人聞のリアクシ

ヨン、被害の発生、拡大、二次的災害、 ｛大地震Kとも念う火災）の努生、

被害の拡大走ど、一芳の現象を、地域差を考慮しつつ研究するととに走る。

きた、とれら一連の現象K、直接的間接的K関与する政治や行政の問Jl(t(

も眼をむけるととK念るし、被害の実熊Kついての社会科学的分析も必要

K念る。

ととt°Ci;-いて、研究方法静のとと念る自然科掌、地域科学、社会科学の

共同kてよるあたらしい方法齢の書官立と、それKもとずぐ一般的法則の定立

とあわせて、地般的法則の樹立が必哩K~る。後者については電子計算機

Kよる地域的解析を高速度で実施できるようK念ってきたので、従来の帰
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納的経験的法則をよ b一層高度化するととができるであろう。まだとの分

野の研究一調査例は多いーは未開発の1~のとされている。

3. 人間にとって自然、自然環境とは何か

とれまでの学問体系の念かで、自然、自然環境、人聞の相互の関係Kも

っと注目をはらってきたものの一つが地理学であった。その歴史は数か年

!'Li>"よび念がら、人間Kとって自然、自然環境の意義を明確KするKはい

たってい念い。

自然、自然環境がもっとも明確K人間との関係を顕在化するのは、自然

災害や自然的公害が発生い人聞が死傷をうけるときであり、生物が死傷

をうけるときである。との現象の一部は医学や生物学l'L$＇いて追究苛 1官、

hるし対策としての医学や生物学も実在する。

しかし念がら、限Kみえた被害が出念い時Kは、人間Kとって自然と治、

自然環境がどのよう念意義をもつかKついて、根源的左追究は主？と念われ

念い。世界的念公害問顛の展開の念かで、あらためでとの問題を研究し念

ければ念ら念い事態Kたちいたっている治、各種の議論はデータ不足の萄

を$－$＇いきれ念いでいる。

都市は人聞の塑習としてもっとも自然、自然環境の意義が軽視されてい，

る空間であり、安たしたがって、都市と自然、自然環境をめぐる諸問題K

ついて、もっとも深刻IJl'L追究されるべき対象である。とのためKは、基欝

と念る資料のー移債とるわせて、哲学的研究が必要である。

公害や自然災害tてよる被害が努生し念〈とも、都市Kとって自然とは何

かが明らかVてされているべきであろう。全〈未開黙の研究分野の一つであ

る。

以上、 5つのテーマを今後の静照としてあげたが、とれ以外Kもテーマ

はある。前章までとの関連から、 5つK限定したV亡すぎ念い。また、との

研吹が純粋念自然科学的研究を煮図しているのでは念〈、社会科学、地験

科学との共同の必要性を痛感しつつ、都市そのものと自然、との関係を追究
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していくととK主恨がbかれているとともあって、 5つのテーマK限定し

たのである。をた、とれらのテーマを追究してい〈と、人聞の立場から都

市への提言が必要K念るし、またその具体化のための計画理論の樹立も必

要K念る。また研究体航としては、地理学、生態学、公衆衛生学、地球化

学、水文学といった自然、科学的諸分野の研究者と、社会科学者の協力が強

ぐ要請される。哲学、心理学、教育学といった一見無縁にみえる分野の研

究者の協力さえ必要に念る。

あとがき

との研究は昭和43年度からの5カ年計画Kよる都市研究の念かで、災

害、公害分野の研究テ田マとしてbζ在ったものである。災害、公害分野

の研究Kは自然科学的工学的研究とともK、社会科学的研究がとれまでk

bと念われているし、地域科学の立場から地理学的研究もbと念われてい

る。しかし、各専門分野の領域内での研究が主であヲて各自の分野から他

の分野を結ぶ複合的念いしは総合的研究Vては欠ける面が多かった。せた、

都市に視点をすえ、都市εb関連t'C:iF-いて考察するとVIf}点tcも不充分念

点が多かった。

そとでとの研究では、共同しやすいと考えられる土木、建築の専門家と

の共同を考え、地理学の分野K辛子いても地学的色彩の強い分野から、人間

とか都市との関連を考える研究者をもって研究班を組織した。さいわい、

代表者は文部省科学研究費聞による研究tc:iF-いて、とれらの分野の専門家と

の焚渉があったから、地域科学的念面からの過去の研究体験をいかしつつ、

つとめて自然科学から社会科学への橋被しをはかるようっとめた。その結

果は、代表者の能力不足もらって充分tては結実してい念いけれども、今後

の研究展開では大いKうるととろがあったと考えている。

対象地悼としては東京低地、山の手台地、多摩丘陵とタイプのとと念る

地かをと bあげたが、それぞれK問題のあb方Kちがいがあb、地紋的絵

則を確立してい〈足がかりをうる点では好都合であった。東京低地の研究
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では経済学の研究者や都市地理学の研究者K示唆される点が多かったい

山の手台地の研究では住居地域研究の関係者K学ぶ点が多かった。また、

多摩丘陵Kついては、地域開発、河川工学、地球化学念どの研究法を学び

とるのK好都合であった。対象地坊が広〈、とのため実態調査が手うすk

~った面はあるが、幸い東京低地Kついては東京都防災会書、千葉県地盤

沈下対策委員会その他の資料、山の手台地Kついては東京都首都整備局の

資料、鶴男1Jilを中心とする多摩丘陵東部Kついては横浜市その他の闘係機

関の資料念ど、群しい資料を活用できたので、現地t°C:J:.＇ける実態調査の不

足を補うととができたと考えている。

とうした研究テーマKついて、新しい理論の確立を意図すると、理想的

Kは方法論の検討、それKもとづ〈詳しいパイロット調査、方法論の再検

討、詳しい実態調査Kよる方法論の検証といったステップをふむのがのぞ

ましい。まだ、との研究では一般化K不備の多いととは認めざるをえ念い

沙Z、詳しい実態調査のためK何をどう処理すべきかの見当はつけたつもり
Jち

である。後続の研究Kよって逐次改善したい。

本文中tてものべたが、国際協力で実施中の都市t'C:l?ける人問、環境研究

も近〈との研究の一環として発表したいと考えている。 （中野尊正）
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表 6-1 災布陣の分類（中野.1 9 6 5 ) 

＼ 社 会 的 損 失

災 事E 1社会悪の伊j

分 自 然 災 害 公共災害（公害）
犯 司昆

ヲミ
I 人 災

類 災｜自然的災害 自然的公害 人為的公害 罪 争

来
人為的素因 人為的素因 人 民族・国家l'C

為 よる改革的イ社会的意図 社会的素因 的
自然的素因 経済的素因 自然的素因 経済的素因 素 デオロギーの

因 施般的素因 施設的素因 因 ちがい

自然的誘因 人為的勝因（加害の意志在し）
務 種 類 接続時間 司直 類 接続時間

曜まあ9（加害の）
因 強 度 発生の緩急 強 ’E 発生の緩急

意志あり

被害発生または発生開始

被害
拡大臣止の条件 拡大の条件 拡大阻止の条件 鉱大の条件

拡大の
防災施般 自然の状態 防災対策 自然の状態 警 察 国際政治

避難 社会の状態 法的規正 社会の状態
軍 備

救 助 経済の状態 経済の状態

案件
応急復旧 施設の状態 企業の状態 防犯体制・ 査 察

保険補償制度 管理中枢の状態 施般の状態

管理中枢の状態

被
社会的被害 社会的被害 特定小数者 人 的

物 的
自然の 経済的被害 自然の

経済的被害 財 産 経済 的（変形変状） （変形変状）
特定R標台よ

害
施設的被害 施般的被害 人命の死傷 ぴ不特定多数

に対して

予防対策 応急的対策 予紡的対策 応急的対策 国
対 予付の研究 予 警 報 予測！的調査研究 予 • 報 司 法 際

予測の研究調査 避難・救助
政

防験施設 救助・ 償 治
予防災工事 応急工事

被害軽減休制 補 の

被害軽減体制の 復旧工事 円

策 確立 陳情住民連動 の確立 陳情住民運動 警 察 f暗
化

転出・分散 保険補償制度 転出・分散

季節性のある災害 季節也7.)7':1/¥災害 季節をえらばをい傾向大

災 風水害 日照不足害地 震 地下埋般管の 産業災害 殺 人 司k
湿 害 霜 害 火山活動 災害

交通災害強害 雪 害 官 害 ー世 波 大気汚染 盗
癒 音 害

の 干 害 理E 害 水質汚濁
通 魔

低温害 酪暑害 地盤沈下 振 動 害
種
高潮洪水 地すべり山〈ずれ 落盤陥没 汚 司E 災

せっ盗
類 動物災害 火 災 悪 臭 害

海 ’邑 ダム災害（ダム 念ど
樟波・ダム池す

べり）

6 ・7 
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